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＜ＮＥＤＯ事業の経理処理 ５つの原則＞ 
ＮＥＤＯ事業の経理処理は、次の５つの原則を遵守してください。 

ＮＥＤＯが行っている事業は、国民の税金を財源として実施しています。経費の執行に際して

は、法令・社内規定等に則した適正な経理処理をお願いします。 

 

① 経費計上は、当該事業に直接必要なものに限ります。 

事業目的に合致しないものはもちろんのこと、事業に直接使用したことが特定できない一般事務用

品等は直接経費には計上できません。また、期末の予算消化と見なされるような必要性の乏しい購入

は慎んでください。 

② 経費計上は、事業期間中に発生したものが対象です。 

発注、納品・検収、支払いは、原則、事業期間中に行ってください。 

③ 当該事業費は、他の事業費と混同して使用しないでください。 

複数の事業費をプールして使用しないでください。なお、同一のテーマについて、公的資金の重複

受給はできません。 

④ 経費の使用に際しては、経済性や効率性を考慮した調達を行ってください。 

物品購入や外注契約に際しては、見積競争を行うなど、経費の経済的な使用を心掛けてください。 

⑤ 従事日誌等は、正しく記載してください。 

労務費積算の根拠となる従事日誌等は、本人が毎日正確に記入してください。 

業務の管理者は、定期的に、その記載された内容に相違又は虚偽がないかどうか確認してくださ

い。 
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１．はじめに 

本書は、委託業務遂行中に発生又は支払を行った委託費の対象経費を計上する帳票類の作成要領について記述したものです。２０

１９年１０月に消費税率及び地方消費税率の改定が予定されています。この場合の記載はＨＰを参照ください。 

https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/index.html (予定されている消費税率の変更を踏まえた今後の対応について) 

２０１４年度以前に特別約款を付帯し委託先の受託基準に基づいて複数年契約を締結している国立研究開発法人等については、本

書に記載している経費項目及び帳票類とは別の経費項目・帳票を定めている場合がありますので、記載については担当部へお問い合

わせ願います。本書において、労務費と記載している箇所について、大学・国立研究開発法人等の場合は人件費と読み替えます。  



- 3 - 

※必要項目を網羅していることを

条件に自社様式でも可

人件費算定表

委託業務従事日誌

委託業務従事月報

４.労務費積算書

物品請求

物品納品・検収

支 払

３.月別項目別

明細表※

５.経費発生調書

経費発生調書

【総括表】

＜再委託・共同実施分＞

経費発生調書

健保等級証明書

率専従証明書

給与証明書

労働時間証明書

請求書

支払書類

納品書

検収

ベース
支払

ベース

仕様書

発注

請求書

見積書

（２） 経費計上フロー 

委託業務で発生する経費は、検収又は支払を行った件名毎に各

経費項目に分類して月毎に「月別項目別明細表」へ計上し、四半期

毎の合計を「経費発生調書」に転記します。 

ただし、労務費は、「労務費積算書」で各月の従事時間・費用を算

定し、その合計を「経費発生調書」に転記します。 

（３） 経費計上基準 

経費計上は、以下の計上基準で行ってください。 

委託費の区分 経費計上基準 

労務費 発生月（従事した月）に計上 

上記以外 検収ベースか支払ベースのいずれかを選択 

「検収ベース」とは、検収後に物品又は役務に対する正当な請求

書を受領し、支払債務が確定した時点で経費計上することをいいま

す。「支払ベース」とは支払が発生した時点で経費計上することをい

います。なお、一度選択した計上基準は年度途中において変更する

ことはできません。 

（４） 消費税計上の考え方  

一般 
外税方式（消費税抜きの委託費合計に消費税率を乗じ

て計上） 

大学等 

内税方式（すべての経費に消費税込みの金額を計上．

また、不（非）課税取引も消費税相当額を加算して計

上） 

国立研究 

開発法人等 

外税方式（消費税抜きの委託費合計に消費税率を乗じ

て計上） 

一般：【Ⅰ.機械装置等費】及び 
【Ⅲ.その他経費】のフロー 

大学：【Ⅰ.直接経費】の内 
「人件費」を除くフロー 

国立研究開発法人等： 
【Ⅰ.直接経費】の内 
【３．人件費】を除くフロー 

一般：【Ⅱ.労務費】のフロー 
大学：【２．人件費・謝金】の内 

「人件費」のフロー 
国立研究開発法人等： 

【３．人件費】の内 
「人件費」のフロー 
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２．委託業務における経費計上について 

（１） 委託積算項目 

委託事業においては、委託契約の「標準契約書」により締結した事業者が委託費の積算で使用する項目は、委託費積算基準「一般用」で

示した項目とします。 

また、委託契約の「標準契約書（大学・国立研究開発法人等用）」により締結する大学等（国公立大学法人、大学共同利用機関法人、公立

大学、私立大学、高等専門学校）と国立研究開発法人等（国立研究開発法人、独立行政法人及び地方独立行政法人）が委託費の積算で使

用する項目は、委託費積算基準のそれぞれ「大学用」と「国立研究開発法人等用」で示した項目とします。 
＊継続事業において、「標準契約書」により引き続き締結している私立大学、独立行政法人などは、「一般用」を適用します。また、特別約款を
付帯して契約している国公立大学法人などは、当該様式（従前の様式）を適用します。 

【一般用】  【大学用】  【国立研究開発法人等用】 

【大項目】 【中項目】 【小項目】  【大項目】 【中項目】 【小項目】  【大項目】 【中項目】 【小項目】 

Ⅰ．機械装置等費 １．土木・建築工事費  Ⅰ．直接経費 １．物品費  Ⅰ．直接経費 １．備品費  

２．機械装置等製作・

購入費 

２．人件費・謝金 ２．消耗品費 

３．旅費 ３．人件費 

３．保守・改造修理費 ４．その他 １）外注費 ４．光熱水費 

Ⅱ．労務費 １．研究員費  ２）印刷製本費 ５．旅費  

２．補助員費 ３）会議費 ６．その他 １）外注費 

Ⅲ．その他経費 １．消耗品費  ４）通信運搬費 ２）報告書作成費 

２．旅費 ５）光熱水料 ３）会議費 

３．外注費 ６）その他（諸経費） ４）謝金 

４．諸経費 １）光熱水料 Ⅱ．間接経費   ５）通信費 

２）会議費 Ⅲ．再委託費・

共同実施費 

  ６）借料 

３）通信費 ７）図書資料費 

４）借料    ８）通訳費・翻訳費 

５）図書資料費    ９）運送費 

６）通訳費・翻訳費    １０）保守・改造・修理費 

７）運送費    １１）学会参加費 

８）委員会費    １２）キャンセル料 

９）学会参加費    Ⅱ．間接経費   

１０）報告書作成費    Ⅲ．再委託費・

共同実施費 

  

１１）キャンセル料    

Ⅳ．間接経費         

Ⅴ．再委託費・ 

共同実施費 

        

      



- 3 - 

※必要項目を網羅していることを

条件に自社様式でも可

人件費算定表

委託業務従事日誌

委託業務従事月報

４.労務費積算書

物品請求

物品納品・検収

支 払

３.月別項目別

明細表※

５.経費発生調書

経費発生調書

【総括表】

＜再委託・共同実施分＞

経費発生調書

健保等級証明書

率専従証明書

給与証明書

労働時間証明書

請求書

支払書類

納品書

検収

ベース
支払

ベース

仕様書

発注

請求書

見積書

（２） 経費計上フロー 

委託業務で発生する経費は、検収又は支払を行った件名毎に各

経費項目に分類して月毎に「月別項目別明細表」へ計上し、四半期

毎の合計を「経費発生調書」に転記します。 

ただし、労務費は、「労務費積算書」で各月の従事時間・費用を算

定し、その合計を「経費発生調書」に転記します。 

（３） 経費計上基準 

経費計上は、以下の計上基準で行ってください。 

委託費の区分 経費計上基準 

労務費 発生月（従事した月）に計上 

上記以外 検収ベースか支払ベースのいずれかを選択 

「検収ベース」とは、検収後に物品又は役務に対する正当な請求

書を受領し、支払債務が確定した時点で経費計上することをいいま

す。「支払ベース」とは支払が発生した時点で経費計上することをい

います。なお、一度選択した計上基準は年度途中において変更する

ことはできません。 

（４） 消費税計上の考え方  

一般 
外税方式（消費税抜きの委託費合計に消費税率を乗じ

て計上） 

大学等 

内税方式（すべての経費に消費税込みの金額を計上．

また、不（非）課税取引も消費税相当額を加算して計

上） 

国立研究 

開発法人等 

外税方式（消費税抜きの委託費合計に消費税率を乗じ

て計上） 

一般：【Ⅰ.機械装置等費】及び 
【Ⅲ.その他経費】のフロー 

大学：【Ⅰ.直接経費】の内 
「人件費」を除くフロー 

国立研究開発法人等： 
【Ⅰ.直接経費】の内 
【３．人件費】を除くフロー 

一般：【Ⅱ.労務費】のフロー 
大学：【２．人件費・謝金】の内 

「人件費」のフロー 
国立研究開発法人等： 

【３．人件費】の内 
「人件費」のフロー 

- 2 - 

２．委託業務における経費計上について 

（１） 委託積算項目 

委託事業においては、委託契約の「標準契約書」により締結した事業者が委託費の積算で使用する項目は、委託費積算基準「一般用」で

示した項目とします。 

また、委託契約の「標準契約書（大学・国立研究開発法人等用）」により締結する大学等（国公立大学法人、大学共同利用機関法人、公立

大学、私立大学、高等専門学校）と国立研究開発法人等（国立研究開発法人、独立行政法人及び地方独立行政法人）が委託費の積算で使

用する項目は、委託費積算基準のそれぞれ「大学用」と「国立研究開発法人等用」で示した項目とします。 
＊継続事業において、「標準契約書」により引き続き締結している私立大学、独立行政法人などは、「一般用」を適用します。また、特別約款を
付帯して契約している国公立大学法人などは、当該様式（従前の様式）を適用します。 

【一般用】  【大学用】  【国立研究開発法人等用】 

【大項目】 【中項目】 【小項目】  【大項目】 【中項目】 【小項目】  【大項目】 【中項目】 【小項目】 

Ⅰ．機械装置等費 １．土木・建築工事費  Ⅰ．直接経費 １．物品費  Ⅰ．直接経費 １．備品費  

２．機械装置等製作・

購入費 

２．人件費・謝金 ２．消耗品費 

３．旅費 ３．人件費 

３．保守・改造修理費 ４．その他 １）外注費 ４．光熱水費 

Ⅱ．労務費 １．研究員費  ２）印刷製本費 ５．旅費  

２．補助員費 ３）会議費 ６．その他 １）外注費 

Ⅲ．その他経費 １．消耗品費  ４）通信運搬費 ２）報告書作成費 

２．旅費 ５）光熱水料 ３）会議費 

３．外注費 ６）その他（諸経費） ４）謝金 

４．諸経費 １）光熱水料 Ⅱ．間接経費   ５）通信費 

２）会議費 Ⅲ．再委託費・

共同実施費 

  ６）借料 

３）通信費 ７）図書資料費 

４）借料    ８）通訳費・翻訳費 

５）図書資料費    ９）運送費 

６）通訳費・翻訳費    １０）保守・改造・修理費 

７）運送費    １１）学会参加費 

８）委員会費    １２）キャンセル料 

９）学会参加費    Ⅱ．間接経費   

１０）報告書作成費    Ⅲ．再委託費・

共同実施費 

  

１１）キャンセル料    

Ⅳ．間接経費         

Ⅴ．再委託費・ 

共同実施費 

        

      



- 5 - 

別紙２－１

消費税抜額 消費税込額

４月計 0 0

4月10日 5月30日 1,500,000 1,620,000 000000001

4月27日 5月30日 500,000 540,000 000000002

５月計 2,000,000 2,160,000

5月5日 6月21日 750,000 810,000 000000003

5月7日 6月21日 325,000 351,000 000000002

６月計 1,075,000 1,161,000

四半期計 3,075,000 3,321,000

四半期計 0 0

半期合計 3,075,000 3,321,000

6月5日 7月20日 850,000 918,000 ・・・・・・・・・

6月20日 7月29日 550,000 594,000 ・・・・・・・・・

７月計 1,400,000 1,512,000

◎○製作所 9876543210123 7月19日 8月20日 11,500,000 12,420,000

7月19日 8月20日 175,000 189,000

８月計 11,675,000 12,609,000

９月計 0 0

四半期計 13,075,000 14,121,000

四半期計 0 0

半期合計 13,075,000 14,121,000

資産

管理番号
　 　 契約先名称 法人番号 検収日 支払日

経費発生額

表(資産登録が必要なもの)
契約管理番号： □□□□□□□□－□

支払日計上

支払ベース記載

２０１９年度 別紙２－１

開発項目：

再委託等項目：

委託先等名称：

対象項目名：

消費税抜額 消費税込額

1 ○○装置設計費 4月10日 5月30日 1,500,000 1,620,000 000000001

2 ▽▽装置 4月27日 5月30日 500,000 540,000 000000002

４月計 2,000,000 2,160,000

3 ☆☆測定器 5月5日 6月21日 750,000 810,000 000000003

4 ▽▽装置用ソフトウエア 5月7日 6月21日 325,000 351,000 000000002

５月計 1,075,000 1,161,000

5 ☆☆○○ 6月5日 7月20日 850,000 918,000 ・・・・・・・・・

6 ■■一式 6月20日 7月29日 550,000 594,000 ・・・・・・・・・

６月計 1,400,000 1,512,000

第１四半期計 4,475,000 4,833,000

資産登録が不要なものにかかる第１四半期計 0 0

第１四半期合計 4,475,000 4,833,000

7 ◎◎装置 ◎○製作所 9876543210123 7月19日 8月20日 11,500,000 12,420,000 ・・・・・・・・・

8 ◎◎装置設置費用 7月19日 8月20日 175,000 189,000 ・・・・・・・・・

７月計 11,675,000 12,609,000

８月計 0 0

9 ××計測器 9月20日 （10/5予定）

10 ★★試作機製作費用 9月21日 （10/5予定）

９月計 0 0

第２四半期計 11,675,000 12,609,000

資産登録が不要なものにかかる第２四半期計 312,000 336,960

第２四半期合計 11,987,000 12,945,960

月別項目別明細表(資産登録が必要なもの)

経費発生額

機械装置等費製作・購入費

○○○○○技術開発プロジェクト

×××××の開発

契約管理番号： □□□□□□□□－□

△△△△△の研究開発

株式会社◎◎◎◎◎

法人番号契約先名称
資産

管理番号
№ 品　名　等 検収日 支払日

検収日計上

検収ベース記載

例１－１ 月別項目別明細表の作成（共通項） 

 

*｢月別項目別明細表｣は、｢機械装置等製作･購入費｣｢消耗品費｣｢旅費｣等の
中項目や、「会議費」等の小項目別に作成し､『対象項目名』にそれぞれの費
目を記入してください。 

 
*No.： 見積書、発注書、納品書、請求書、支払の確認できる書類などの証拠書
類も対象費目の『No.』を付けて整理してください。 

 
*品名等： 製品番号のみの記載ではなく、具体的な名称で記載してください。
一式と記載されている場合は、その内訳を帳票類に補記してください。 

 

*１契約 200 万円以上の場合、契約先名称及び法人番号を記載してください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
*検収日： 検収後に購入物品又は役務に対する正当な請求書を受領し支払債務が
確定した日。ただし、委託先の規程等により請求書の受領に代えて納品書の受領と
支払書の発行をもって支払債務が確定する場合はその時点。納品書により検収を
行う場合は、納品書に検収責任者の記名押印及び日付を記載してください｡ 

 
*支払日： 発注先に支払を実施した日。領収書、通帳、振込金受領書等により確認し
ます。なお、振込金受領書等について、電子決裁により作成されない場合は、事業
者作成の振り込み依頼電子データで確認を行います。 

 
*支払予定： 検収ベース計上において､検査時に支払確認ができない場合は支払予
定日を記載してください｡次回検査時に支払確認を行います。 

 

*『消費税抜額』を『経費発生調書』に四半期毎に計上します。 

  

- 4 - 

３．月別項目別明細表 

委託業務で発生する経費は、検収又は支払ベースのいずれかを選択し、経費項目毎に「月別項目別明細表」（記入例：例１－１ Ｐ．５～例１－６ Ｐ．１０）を
作成します。 

ただし、労務費は、「労務費積算書」（記入例：例３－１ Ｐ．１２、例３―２ Ｐ．１３）を作成することになります。 

 

（１）月別項目別明細表の様式 

「 月 別 項 目 別 明 細 表 」 は 、 契 約 約 款 毎 に 定 め て あ り ま す の で 、 「 委 託 事 業 の 手 続 き ： 約 款 ・ 様 式 」 の ペ ー ジ
(https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/yakkan.html）から当該委託事業の標準契約書のページへ移動し、約款別表からそれぞれの様式をダウンロードし
て記入してください。なお、契約約款によっては様式番号等も異なりますのでご注意ください。赤文字のセルはロックがかかっています。行の追加は関数に注意
して行ってください。 

次頁例示の黄色網掛けの項目が網羅されていれば自社様式を用いることも可能です。その場合は事前に担当部へ様式を沿えてご連絡ください。 
 

（２）月別項目別明細表の記入要領 

例１－１ Ｐ．５ 検収ベース、支払ベースの説明  例１－２ Ｐ．６ 機械装置等製作・購入費 例１－３ Ｐ．７ 消耗品費・外注費 

例１－４ Ｐ．８ 旅費              例１－５ Ｐ．９ 諸経費         例１－６ Ｐ．１０ 大学等の場合 例示：旅費 

例１－１から例１-５は一般事業者用の例示をしています。大学・国立研究開発法人等の場合は当該する項目に置き換えて作成してください。 

１） 対象項目名の記入等 

「対象項目名」には、積算項目の中項目名又は小項目名を記入してください。 
なお、旅費は必要に応じて、「品名等」を「件名、出張期間、出張者、目的地」に、「支払日」を「精算日」に、「経費発生額」を「支払金額」などと変更して使

用してください。 

２） 記載方法 

明細表の作成は、必ず項目毎に「月別」で計上し、四半期毎に集計してください。 

３） 「検収日」と「支払日」（例１－１ Ｐ．５） 

明細表の当該案件の「検収日」、「支払日」の両方の日付を記入し、選択した経費計上基準に基づいて、月毎、四半期毎に集計してください。 

４） 中間検査後の経費の修正 

中間検査において既に確定済の経費に漏れや誤りがあり、確定検査（又は年度末中間検査）までに修正の必要が生じた場合は、「修正額内訳書」に修
正内容を記入したうえで、修正後の月別項目別明細表を別途作成してください。ただし、年度を超えて追加（増額）計上することはできません。 

５） 項目の追加 

様式に定めた項目を変更しない限り、必要に応じて行を追加してください。
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別紙２－１

消費税抜額 消費税込額

４月計 0 0

4月10日 5月30日 1,500,000 1,620,000 000000001

4月27日 5月30日 500,000 540,000 000000002

５月計 2,000,000 2,160,000

5月5日 6月21日 750,000 810,000 000000003

5月7日 6月21日 325,000 351,000 000000002

６月計 1,075,000 1,161,000

四半期計 3,075,000 3,321,000

四半期計 0 0

半期合計 3,075,000 3,321,000

6月5日 7月20日 850,000 918,000 ・・・・・・・・・

6月20日 7月29日 550,000 594,000 ・・・・・・・・・

７月計 1,400,000 1,512,000

◎○製作所 9876543210123 7月19日 8月20日 11,500,000 12,420,000

7月19日 8月20日 175,000 189,000

８月計 11,675,000 12,609,000

９月計 0 0

四半期計 13,075,000 14,121,000

四半期計 0 0

半期合計 13,075,000 14,121,000

資産

管理番号
　 　 契約先名称 法人番号 検収日 支払日

経費発生額

表(資産登録が必要なもの)
契約管理番号： □□□□□□□□－□

支払日計上

支払ベース記載

２０１９年度 別紙２－１

開発項目：

再委託等項目：

委託先等名称：

対象項目名：

消費税抜額 消費税込額

1 ○○装置設計費 4月10日 5月30日 1,500,000 1,620,000 000000001

2 ▽▽装置 4月27日 5月30日 500,000 540,000 000000002

４月計 2,000,000 2,160,000

3 ☆☆測定器 5月5日 6月21日 750,000 810,000 000000003

4 ▽▽装置用ソフトウエア 5月7日 6月21日 325,000 351,000 000000002

５月計 1,075,000 1,161,000

5 ☆☆○○ 6月5日 7月20日 850,000 918,000 ・・・・・・・・・

6 ■■一式 6月20日 7月29日 550,000 594,000 ・・・・・・・・・

６月計 1,400,000 1,512,000

第１四半期計 4,475,000 4,833,000

資産登録が不要なものにかかる第１四半期計 0 0

第１四半期合計 4,475,000 4,833,000

7 ◎◎装置 ◎○製作所 9876543210123 7月19日 8月20日 11,500,000 12,420,000 ・・・・・・・・・

8 ◎◎装置設置費用 7月19日 8月20日 175,000 189,000 ・・・・・・・・・

７月計 11,675,000 12,609,000

８月計 0 0

9 ××計測器 9月20日 （10/5予定）

10 ★★試作機製作費用 9月21日 （10/5予定）

９月計 0 0

第２四半期計 11,675,000 12,609,000

資産登録が不要なものにかかる第２四半期計 312,000 336,960

第２四半期合計 11,987,000 12,945,960

月別項目別明細表(資産登録が必要なもの)

経費発生額

機械装置等費製作・購入費

○○○○○技術開発プロジェクト

×××××の開発

契約管理番号： □□□□□□□□－□

△△△△△の研究開発

株式会社◎◎◎◎◎

法人番号契約先名称
資産

管理番号
№ 品　名　等 検収日 支払日

検収日計上

検収ベース記載

例１－１ 月別項目別明細表の作成（共通項） 

 

*｢月別項目別明細表｣は、｢機械装置等製作･購入費｣｢消耗品費｣｢旅費｣等の
中項目や、「会議費」等の小項目別に作成し､『対象項目名』にそれぞれの費
目を記入してください。 

 
*No.： 見積書、発注書、納品書、請求書、支払の確認できる書類などの証拠書
類も対象費目の『No.』を付けて整理してください。 

 
*品名等： 製品番号のみの記載ではなく、具体的な名称で記載してください。
一式と記載されている場合は、その内訳を帳票類に補記してください。 

 

*１契約 200 万円以上の場合、契約先名称及び法人番号を記載してください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
*検収日： 検収後に購入物品又は役務に対する正当な請求書を受領し支払債務が
確定した日。ただし、委託先の規程等により請求書の受領に代えて納品書の受領と
支払書の発行をもって支払債務が確定する場合はその時点。納品書により検収を
行う場合は、納品書に検収責任者の記名押印及び日付を記載してください｡ 

 
*支払日： 発注先に支払を実施した日。領収書、通帳、振込金受領書等により確認し
ます。なお、振込金受領書等について、電子決裁により作成されない場合は、事業
者作成の振り込み依頼電子データで確認を行います。 

 
*支払予定： 検収ベース計上において､検査時に支払確認ができない場合は支払予
定日を記載してください｡次回検査時に支払確認を行います。 

 

*『消費税抜額』を『経費発生調書』に四半期毎に計上します。 
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３．月別項目別明細表 

委託業務で発生する経費は、検収又は支払ベースのいずれかを選択し、経費項目毎に「月別項目別明細表」（記入例：例１－１ Ｐ．５～例１－６ Ｐ．１０）を
作成します。 
ただし、労務費は、「労務費積算書」（記入例：例３－１ Ｐ．１２、例３―２ Ｐ．１３）を作成することになります。 

 

（１）月別項目別明細表の様式 

「 月 別 項 目 別 明 細 表 」 は 、 契 約 約 款 毎 に 定 め て あ り ま す の で 、 「 委 託 事 業 の 手 続 き ： 約 款 ・ 様 式 」 の ペ ー ジ
(https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/yakkan.html）から当該委託事業の標準契約書のページへ移動し、約款別表からそれぞれの様式をダウンロードし
て記入してください。なお、契約約款によっては様式番号等も異なりますのでご注意ください。赤文字のセルはロックがかかっています。行の追加は関数に注意
して行ってください。 

次頁例示の黄色網掛けの項目が網羅されていれば自社様式を用いることも可能です。その場合は事前に担当部へ様式を沿えてご連絡ください。 
 

（２）月別項目別明細表の記入要領 

例１－１ Ｐ．５ 検収ベース、支払ベースの説明  例１－２ Ｐ．６ 機械装置等製作・購入費 例１－３ Ｐ．７ 消耗品費・外注費 

例１－４ Ｐ．８ 旅費              例１－５ Ｐ．９ 諸経費         例１－６ Ｐ．１０ 大学等の場合 例示：旅費 

例１－１から例１-５は一般事業者用の例示をしています。大学・国立研究開発法人等の場合は当該する項目に置き換えて作成してください。 

１） 対象項目名の記入等 

「対象項目名」には、積算項目の中項目名又は小項目名を記入してください。 
なお、旅費は必要に応じて、「品名等」を「件名、出張期間、出張者、目的地」に、「支払日」を「精算日」に、「経費発生額」を「支払金額」などと変更して使

用してください。 

２） 記載方法 

明細表の作成は、必ず項目毎に「月別」で計上し、四半期毎に集計してください。 

３） 「検収日」と「支払日」（例１－１ Ｐ．５） 

明細表の当該案件の「検収日」、「支払日」の両方の日付を記入し、選択した経費計上基準に基づいて、月毎、四半期毎に集計してください。 

４） 中間検査後の経費の修正 

中間検査において既に確定済の経費に漏れや誤りがあり、確定検査（又は年度末中間検査）までに修正の必要が生じた場合は、「修正額内訳書」に修
正内容を記入したうえで、修正後の月別項目別明細表を別途作成してください。ただし、年度を超えて追加（増額）計上することはできません。 

５） 項目の追加 

様式に定めた項目を変更しない限り、必要に応じて行を追加してください。
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例１－３ 月別項目別明細表の作成（消耗品費・外注費） 

 

本来は費目毎に分けて作成頂きますが、例示のため消耗品費と外注費を 1 枚に記載
しています。 
 
【その他経費／消耗品費】 
研究の遂行に直接要した、資材、部品、消耗品等の購入費又は製作費 

・自社在庫振替等の場合は振替伝票が必要です。振替処理は委託先の規程等に基
づいて行ってください。 

・委託期間末において、予算消化のために必要以上に購入することは認められませ
ん。 

 
*研究に直接使用した部分を特定できない一般事務用品等、当該事業のみの使用を
特定できない汎用性のあるものは計上できません。直接経費では計上できません。 

 
 
【その他経費／外注費】 
当該事業の遂行に必要な加工・分析等の請負外注に係る経費 
使用する期間が 1 年未満の試作品の製作を外注する場合 

・研究開発要素のある業務は外注することができません。 
・外注内容が適切であるかを確認するため、見積仕様書、発注仕様書等を必ず用意
してください。 

・１契約 200 万円以上の場合、相見積書もしくは選定理由書を必ずご用意ください。 
 
*委託業務従事者（この例示では研究員登録された派遣社員）の労務費は、労務費に
計上してください。 

  

Ｎ１年度 月別項目別明細表(資産登録が不要なもの) 別紙２－２

開発項目：

再委託等項目：

委託先等名称：

対象項目名：

消費税抜額 消費税込額

1

2

４月計 0 0

3

4

５月計 0 0

5

6

６月計 0 0

第１四半期計 0 0

7 ○○部品 7月19日 7月20日 80,000 86,400

8 ○○薬品 7月19日 7月20日 9,500 10,260

７月計 89,500 96,660

9 ○○備品 7月19日 8月20日 25,000 27,000

10 ○○分析ソフトウエア 7月19日 8月20日 102,500 110,700

８月計 127,500 137,700

11 コピー機トナー 9月20日 9月30日 15,000 16,200

12 パソコン 9月20日 9月30日 80,000 86,400

９月計 95,000 102,600

第２四半期計 312,000 336,960

13 ○○データ分析 10月5日 10月20日 350,000 378,000

14 ○○外注 ○○センター 9876543210123 10月6日 10月20日 2,800,000 3,024,000

１０月計 3,150,000 3,402,000

15 ○○ソフトウエア製作 11月15日 11月20日 250,000 270,000

16 ○○ 11月15日 11月20日 150,000 162,000

１１月計 400,000 432,000

17 ○○製作（派遣１０月分） 11月1日 12月20日 200,000 216,000

18 ○○製作（派遣１１月分） 12月1日 12月20日 250,000 270,000

１２月計 450,000 486,000

第３四半期計 4,000,000 4,320,000

19

20

１月計 0 0

21

22

２月計 0 0

23

24

３月計 0 0

第４四半期計 0 0

合　計 4,312,000 4,656,960

契約管理番号： □□□□□□□□－□

№ 品　名　等 検収日 支払日

△△△△△△△の研究開発

株式会社◎◎◎◎

経費発生額

○○○○○○技術開発プロジェクト

××××××の開発

契約先名称 法人番号
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２０１９年度 別紙２－１

開発項目：

再委託等項目：

委託先等名称：

対象項目名：

消費税抜額 消費税込額

1 △△装置設計費 4月10日 4月30日 1,500,000 1,620,000 90000001

2 △△装置 4月27日 4月30日 500,000 540,000 90000001

４月計 2,000,000 2,160,000

3 ☆測定器 ○○工業 9876543210123 5月15日 5月21日 2,750,000 2,970,000 90000002

4 △△装置用ソフトウエア 5月17日 5月21日 325,000 351,000 90000001

５月計 3,075,000 3,321,000

5 ×測定器 6月5日 6月20日 850,000 918,000 ・・・・

6 ◎装置 6月20日 6月29日 250,000 270,000 ・・・・

６月計 1,100,000 1,188,000

第１四半期計 6,175,000 6,669,000

資産登録が不要なものにかかる第１四半期計 270,000 291,600

第１四半期合計 6,445,000 6,960,600

７月計 0 0

３月計 0 0

第４四半期計 0 0

資産登録が不要なものにかかる第４四半期計 600,000 648,000

第４四半期合計 600,000 648,000

合　計 11,357,000 12,265,560

２０１９年度 月別項目別明細表(資産登録が不要なもの) 別紙２－２

開発項目：

再委託等項目：

委託先等名称：

対象項目名：

消費税抜額 消費税込額

1 Ｘ分析器 4月10日 4月30日 150,000 162,000

2 ▽装置 4月27日 4月30日 120,000 129,600

４月計 270,000 291,600

第１四半期計 270,000 291,600

３月計 0 0

第４四半期計 600,000 648,000

合　計 870,000 939,600

▽▽の研究開発

月別項目別明細表(資産登録が必要なもの)

契約管理番号： □□□□□□□□－□

○○○○技術開発

×××の開発

▽▽の研究開発

株式会社◎◎

機械装置等製作・購入費

№ 品　名　等 検収日 支払日
経費発生額 資産

管理番号

契約管理番号： □□□□□□□□－□

○○○○技術開発

×××の開発

契約先名称 法人番号

株式会社◎◎

機械装置等製作・購入費

№ 品　名　等 検収日 支払日
経費発生額

契約先名称 法人番号

資産登録が必要なもの

資産登録が不要なもの

例１－２ 月別項目別明細表の作成（機械装置等製作・購入費） 
 
○機械装置等製作・購入費と消耗品の区分 

使用可能期間 
 
取得価額（税込） 

1 年未満 1 年以上 

50 万円以上 消耗品費 
機械装置等製作・購入費(資産はＮＥＤＯに帰属 
ＮＥＤＯへの資産登録が必要) 

10 万円以上 50 万円未満 消耗品費 機械装置等製作・購入費(資産は委託先に帰属) 

10 万円未満 消耗品費 消耗品費 

 
○機械装置等費の計上で作成する月別項目別明細表の区分 

ＮＥＤＯへ資産登録する案件 
「資産管理番号」記入欄を設けた「別紙 2-1：資産登録が必要なも
の」に準じた表 

ＮＥＤＯへ資産登録しない案
件 

「資産管理番号」記入欄のない「別紙 2-2：資産登録が不要なも
の」に準じた表 
消耗品費、旅費、外注費、諸経費と同一の表 

 
NEDO に資産登録をする条
件 
（使用可能期間が1年以上で
ある以外） 

①単独で取得価額が 50 万円以上のもの 

②取得価額は 50万円未満であるが、複数案件を組み合わせた結
果、総額50万円以上となる機械装置等を構成する要素となるもの 

 
*取得財産は標示票（50 万円以上は NEDO の資産標示票）を貼付して管理してくださ
い（約款 20 条 4 項）。 

 
*ＮＥＤＯへの資産登録が済んだ物件については「資産管理番号」を記入してください。
「△△装置」のように組み合わせて機能し、購入資産一式の合計金額が 50万円以上
であるため複合体で一式として登録するものは資産管理番号が同一になります。 

 
*送料が調達価格と別立てになっていない場合、調達に係る付帯経費として該当する
費用に含めて計上してください。 

 
*自社で土木工事・製作・設計・加工、保守・改造修理を行う場合、部門単価×所要時
間で計上してください。従事日誌が必要です（消耗品費も同様）。 

 
*月別項目別明細表（資産登録が不要なもの）の四半期毎の合計額を月別項目別明
細表（資産登録が必要なもの）に転記し、月別項目別明細表（資産登録が必要なも
の）だけで機械装置等費の総額がわかるようにします。 

 
*NEDO に資産登録しない案件は月別項目別明細表（資産登録が不要なもの）に記入
します。 

   



- 7 - 

例１－３ 月別項目別明細表の作成（消耗品費・外注費） 

 

本来は費目毎に分けて作成頂きますが、例示のため消耗品費と外注費を 1 枚に記載
しています。 
 
【その他経費／消耗品費】 
研究の遂行に直接要した、資材、部品、消耗品等の購入費又は製作費 

・自社在庫振替等の場合は振替伝票が必要です。振替処理は委託先の規程等に基
づいて行ってください。 

・委託期間末において、予算消化のために必要以上に購入することは認められませ
ん。 

 
*研究に直接使用した部分を特定できない一般事務用品等、当該事業のみの使用を
特定できない汎用性のあるものは計上できません。直接経費では計上できません。 

 
 
【その他経費／外注費】 
当該事業の遂行に必要な加工・分析等の請負外注に係る経費 
使用する期間が 1 年未満の試作品の製作を外注する場合 

・研究開発要素のある業務は外注することができません。 
・外注内容が適切であるかを確認するため、見積仕様書、発注仕様書等を必ず用意
してください。 

・１契約 200 万円以上の場合、相見積書もしくは選定理由書を必ずご用意ください。 
 
*委託業務従事者（この例示では研究員登録された派遣社員）の労務費は、労務費に
計上してください。 

  

Ｎ１年度 月別項目別明細表(資産登録が不要なもの) 別紙２－２

開発項目：

再委託等項目：

委託先等名称：

対象項目名：

消費税抜額 消費税込額

1

2

４月計 0 0

3

4

５月計 0 0

5

6

６月計 0 0

第１四半期計 0 0

7 ○○部品 7月19日 7月20日 80,000 86,400

8 ○○薬品 7月19日 7月20日 9,500 10,260

７月計 89,500 96,660

9 ○○備品 7月19日 8月20日 25,000 27,000

10 ○○分析ソフトウエア 7月19日 8月20日 102,500 110,700

８月計 127,500 137,700

11 コピー機トナー 9月20日 9月30日 15,000 16,200

12 パソコン 9月20日 9月30日 80,000 86,400

９月計 95,000 102,600

第２四半期計 312,000 336,960

13 ○○データ分析 10月5日 10月20日 350,000 378,000

14 ○○外注 ○○センター 9876543210123 10月6日 10月20日 2,800,000 3,024,000

１０月計 3,150,000 3,402,000

15 ○○ソフトウエア製作 11月15日 11月20日 250,000 270,000

16 ○○ 11月15日 11月20日 150,000 162,000

１１月計 400,000 432,000

17 ○○製作（派遣１０月分） 11月1日 12月20日 200,000 216,000

18 ○○製作（派遣１１月分） 12月1日 12月20日 250,000 270,000

１２月計 450,000 486,000

第３四半期計 4,000,000 4,320,000

19

20

１月計 0 0

21

22

２月計 0 0

23

24

３月計 0 0

第４四半期計 0 0

合　計 4,312,000 4,656,960

契約管理番号： □□□□□□□□－□

№ 品　名　等 検収日 支払日

△△△△△△△の研究開発

株式会社◎◎◎◎

経費発生額

○○○○○○技術開発プロジェクト

××××××の開発

契約先名称 法人番号

- 6 - 

２０１９年度 別紙２－１

開発項目：

再委託等項目：

委託先等名称：

対象項目名：

消費税抜額 消費税込額

1 △△装置設計費 4月10日 4月30日 1,500,000 1,620,000 90000001

2 △△装置 4月27日 4月30日 500,000 540,000 90000001

４月計 2,000,000 2,160,000

3 ☆測定器 ○○工業 9876543210123 5月15日 5月21日 2,750,000 2,970,000 90000002

4 △△装置用ソフトウエア 5月17日 5月21日 325,000 351,000 90000001

５月計 3,075,000 3,321,000

5 ×測定器 6月5日 6月20日 850,000 918,000 ・・・・

6 ◎装置 6月20日 6月29日 250,000 270,000 ・・・・

６月計 1,100,000 1,188,000

第１四半期計 6,175,000 6,669,000

資産登録が不要なものにかかる第１四半期計 270,000 291,600

第１四半期合計 6,445,000 6,960,600

７月計 0 0

３月計 0 0

第４四半期計 0 0

資産登録が不要なものにかかる第４四半期計 600,000 648,000

第４四半期合計 600,000 648,000

合　計 11,357,000 12,265,560

２０１９年度 月別項目別明細表(資産登録が不要なもの) 別紙２－２

開発項目：

再委託等項目：

委託先等名称：

対象項目名：

消費税抜額 消費税込額

1 Ｘ分析器 4月10日 4月30日 150,000 162,000

2 ▽装置 4月27日 4月30日 120,000 129,600

４月計 270,000 291,600

第１四半期計 270,000 291,600

３月計 0 0

第４四半期計 600,000 648,000

合　計 870,000 939,600

▽▽の研究開発

月別項目別明細表(資産登録が必要なもの)

契約管理番号： □□□□□□□□－□

○○○○技術開発

×××の開発

▽▽の研究開発

株式会社◎◎

機械装置等製作・購入費

№ 品　名　等 検収日 支払日
経費発生額 資産

管理番号

契約管理番号： □□□□□□□□－□

○○○○技術開発

×××の開発

契約先名称 法人番号

株式会社◎◎

機械装置等製作・購入費

№ 品　名　等 検収日 支払日
経費発生額

契約先名称 法人番号

資産登録が必要なもの

資産登録が不要なもの

例１－２ 月別項目別明細表の作成（機械装置等製作・購入費） 
 
○機械装置等製作・購入費と消耗品の区分 

使用可能期間 
 
取得価額（税込） 

1 年未満 1 年以上 

50 万円以上 消耗品費 
機械装置等製作・購入費(資産はＮＥＤＯに帰属 
ＮＥＤＯへの資産登録が必要) 

10 万円以上 50 万円未満 消耗品費 機械装置等製作・購入費(資産は委託先に帰属) 

10 万円未満 消耗品費 消耗品費 

 
○機械装置等費の計上で作成する月別項目別明細表の区分 

ＮＥＤＯへ資産登録する案件 
「資産管理番号」記入欄を設けた「別紙 2-1：資産登録が必要なも
の」に準じた表 

ＮＥＤＯへ資産登録しない案
件 

「資産管理番号」記入欄のない「別紙 2-2：資産登録が不要なも
の」に準じた表 
消耗品費、旅費、外注費、諸経費と同一の表 

 
NEDO に資産登録をする条
件 
（使用可能期間が1年以上で
ある以外） 

①単独で取得価額が 50 万円以上のもの 

②取得価額は 50万円未満であるが、複数案件を組み合わせた結
果、総額50万円以上となる機械装置等を構成する要素となるもの 

 
*取得財産は標示票（50 万円以上は NEDO の資産標示票）を貼付して管理してくださ
い（約款 20 条 4 項）。 

 
*ＮＥＤＯへの資産登録が済んだ物件については「資産管理番号」を記入してください。
「△△装置」のように組み合わせて機能し、購入資産一式の合計金額が 50万円以上
であるため複合体で一式として登録するものは資産管理番号が同一になります。 

 
*送料が調達価格と別立てになっていない場合、調達に係る付帯経費として該当する
費用に含めて計上してください。 

 
*自社で土木工事・製作・設計・加工、保守・改造修理を行う場合、部門単価×所要時
間で計上してください。従事日誌が必要です（消耗品費も同様）。 

 
*月別項目別明細表（資産登録が不要なもの）の四半期毎の合計額を月別項目別明
細表（資産登録が必要なもの）に転記し、月別項目別明細表（資産登録が必要なも
の）だけで機械装置等費の総額がわかるようにします。 

 
*NEDO に資産登録しない案件は月別項目別明細表（資産登録が不要なもの）に記入
します。 
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例１－５ 月別項目別明細表の作成（その他経費／諸経費） 

(1) 光熱水料 
(2) 会議費 
・議事録を作成し、出席者名を記載してください。 
・謝金・旅費は委託先の規程により算出します。規程がない場合は社内決裁を受けた
書類の写しを添付してください。 

・食事代は、食事が必要な時間帯に開催する必要性を明確にできる場合に限ります。
また、食事代の上限は 1 日 1,500 円／人となります。（ただし関係者に限ります。） 

・懇親会費及び研究員のみによる会議に要した経費の計上はできません。 
(3) 通信費 
・委託業務に直接係るものであることが特定できる証拠書類が必要です。 
(4) 借料（リース料、レンタル料、ソフトウエアライセンス料等） 
・経過した月の額のみ計上してください、未経過月分は計上できません。事業期間外
分も計上できません。 

(5) 図書資料費 
・購入書籍等の「題名」を記載してください。年間購読料は経過月分のみを計上（借料
と同様）してください。 
(6) 通訳費・翻訳費 
(7) 運送費  
・調達物品の価格と一緒に計上されている場合は、付帯経費として該当する費目に含
めて計上してください。 

(8) 委員会費 
・会議費（上記）の４項目と同様です。 
・経費の対象とする委員は、実施計画書に記載されていることが前提となります。 
・委員の委嘱手続が必要、また代理出席者は委任状が必要となります。 
・謝金・旅費は委員個人に対する報酬であり、委員個人の受領を必須とします。 
・消費税の取扱いは、委託先の会計処理によるものとします。 
(9) 学会等参加費 
・参加費に食事代・懇親会費等が含まれ、その額が区分できる場合は除いた額を計
上します。区分できない場合は計上できません。ただし、委託先の旅費規程等により、
食事代・懇親会費等の減額が規程されている場合は、その規程に従い計上可となり
ます。 
・学会参加費の消費税区分は、それぞれの学会の処理方法に従って処理してください。
不課税の場合は支払額を消費税抜額欄に計上します。 

・口頭発表を伴わない学会誌等への論文投稿に関係する費用の計上は不可です。 
・講習会は委託業務の事業目的に合致し、その必要性について業務管理者が認める
ものは計上を認めます。 

(10) 報告書等作成費 
(11) キャンセル料 
(12) 特許出願に係る費用 
・計上が認められるプロジェクトにおいて、出願費用、特許事務所事務手数料、知財
運営委員会費用が計上対象となります。 

 

  

Ｎ１年度 月別項目別明細表(資産登録が不要なもの) 別紙２－２

開発項目：

再委託等項目：

委託先等名称：

対象項目名：

消費税抜額 消費税込額

1 ○○会議謝金・旅費 4月18日 4月18日 250,000 270,000

2 ○○会議費用（会議室借料） 4月18日 4月20日 25,000 27,000

3 ＸＸ装置リース料（4/20～30） 4月30日 4月20日 110,000 118,800

４月計 385,000 415,800

4 ＸＸ装置リース料（５月分） 5月31日 4月20日 110,000 118,800

５月計 110,000 118,800

5 ・・・・ 6月2日 7月3日 20,000 21,600

6 ＸＸ装置リース料（６月分） 6月30日 4月20日 110,000 118,800

６月計 130,000 140,400

第１四半期計 625,000 675,000

7 書籍購入「○○解析」 7月19日 8月20日 12,000 12,960

8 運送費（○○装置、ＸＸＸ→ＺＺＺ） 7月19日 8月20日 75,000 81,000

７月計 87,000 93,960

9 ・・・・ 8月2日 8月20日 25,000 27,000

10 ・・・・ 8月4日 8月20日 102,500 110,700

８月計 127,500 137,700

11 ・・・・ 9月21日 9月30日 15,000 16,200

12 ・・・・ 9月21日 9月30日 80,000 86,400

９月計 95,000 102,600

第２四半期計 309,500 334,260

13 ・・・・ 10月5日 10月20日 350,000 378,000

14 ・・・・ 10月6日 10月20日 800,000 864,000

１０月計 1,150,000 1,242,000

15 ・・・・ 11月15日 11月20日 250,000 270,000

16 ・・・・ 11月15日 11月20日 150,000 162,000

１１月計 400,000 432,000

17 ○○学会参加費（○○太郎） 12月10日 X月X日 20,000 21,600

18 ○○学会参加費（○○次郎） 12月12日 X月X日 15,000 16,200

１２月計 35,000 37,800

第３四半期計 1,585,000 1,711,800

19

20

１月計 0 0

21

22

２月計 0 0

23

24

３月計 0 0

第４四半期計 0 0

合　計 2,519,500 2,721,060

契約管理番号： □□□□□□□□－□

○○○○○○技術開発プロジェクト

××××××の開発

△△△△△△△の研究開発

株式会社◎◎◎◎

諸経費

№ 品　名　等 検収日 支払日
経費発生額

契約先名称 法人番号
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例１－４ 月別項目別明細表の作成（その他経費／旅費） 

*項目｢品名等｣を「件名、出張日（期間）、出張者、目的地」に「支払日」を「精算日（支
払日）」などに書き換えてください。 

 
*旅費の計上を検収ベースとする場合は、検収日は出張者の帰着日又は出張者が事
業所内で旅費精算を行った日などとし、事業者側で統一した日としてください。 

*旅費の計上を支払ベースとする場合は、本人又は旅行代理店等に支払いを行った
月ごとの計上、あるいは当該出張の種々の支払の最終支払月にまとめての計上を
行ってください。 

*税込額を四半期の適宜な期間で合計して、その合計額から抜額を割り戻す方法も可
能です。 

*消費税を割り戻す場合の円未満の端数処理は、委託先の社内規程等により処理し
てください。 

*旅費計上の留意点 
・旅費規程等に定められていないルールについては、社内で運用を認めていることを
メモ等で残してください。（例：タクシー利用、駐車場利用等） 

・規程上、出張報告書等の作成が義務付けられていない場合は、旅費請求する書類
等に「件名、出張者、日程､用務先、内容」の５項目を補記してください。 

・出張報告書等と従事日誌の時間数に矛盾がないように注意してください。 
・複数の用務を兼ねた出張の扱い又は私的な用務（例：観光、実家等への立ち寄り等）
により、日程が延長等になった場合は「委託業務事務処理マニュアル Ⅶ．その他経
費 ２．旅費（大学・国立研究開発法人等は「Ⅶ．旅費について」）」を参照してくださ
い。 

・補助員の単独での出張は計上不可（登録された研究実施場所への出張及び国立研
究開発法人に所属するリサーチアシスタント者(博士前期課程)で業務管理者が必要
を認めたものを除く）です。 

・現金支払による国内出張の日当、宿泊費、交通機関運賃は課税対象となります。消
費税額を控除して計上してください。早出・遅着日当などで、税務当局より給与として
の取扱を受け、源泉税の対象となっているものは、消費税の控除は必要ありませ
ん。 

 
*海外出張の留意点 
・海外出張は、必ず出張報告書を作成してください。 
・海外出張における海外での旅費は、消費税の課税対象になりませんので、支払額を
消費税抜額欄に計上します。（航空運賃、海外での交通費、日当、宿泊費、傷害保
険料、パスポート交付手数料、査証手数料） 

・支度料、予防注射料、国内交通費、空港使用料、空港保安サービス料、発券手数料
は消費税が含まれることが前提となるため、消費税を控除した額を計上してくださ
い。 

・海外経費の円換算は、委託先の社内規程等によるレートを使用してください。その際、
レート換算の証拠書類を添付してください。 

  

Ｎ１年度 月別項目別明細表(資産登録が不要なもの) 別紙２－２

開発項目：

再委託等項目：

委託先等名称：

対象項目名：

消費税抜額 消費税込額

1

件名：○○に関する打ち合わせ

期間：Ｎ１年４月１２～１３日

出張者：○○、目的地：ＸＸ市

4月15日 4月30日 30,000 32,400

４月計 30,000 32,400

2

件名：○○委員会出席

期間：Ｎ１年４月２４日

出張者：○○、目的地：ＸＸ市

4月25日 5月6日 10,000 10,800

3

件名：○○学会参加（○大学）

期間：Ｎ１年４月２８～２９日

出張者：○△、目的地：ＸＸ市

5月2日 5月30日 26,561 28,686

５月計 36,561 39,486

4 ・・・・ 6月2日 6月30日 2,652 2,864

5 ・・・・ 6月20日 6月29日 5,000 5,400

６月計 7,652 8,264

第１四半期計 74,213 80,150

７月計 0 0

８月計 0 0

6

件名：国際見本市（ドイツ○○ＢＥＲＧ　ＭＥ

ＳＳＥ）

期間：Ｎ１年９月１７～２０日

出張者：○○、目的地：ドイツ○○ＢＥＲＧ

9月21日 9月30日 275,000 297,000

7 ドイツ出張　国内交通費、空港使用料等 9月21日 9月30日 12,000 12,960

９月計 287,000 309,960

第２四半期計 287,000 309,960

0

0

１０月計 0 0

0

0

１１月計 0 0

0

0

１２月計 0 0

第３四半期計 0 0

株式会社◎◎◎◎

旅費

№ 件名、出張日（期間）、出張者、目的地 検収日
精算日

（支払日）

経費発生額
契約先名称 法人番号

契約管理番号： □□□□□□□□－□

○○○○○○技術開発プロジェクト

××××××の開発

△△△△△△△の研究開発
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例１－５ 月別項目別明細表の作成（その他経費／諸経費） 

(1) 光熱水料 
(2) 会議費 
・議事録を作成し、出席者名を記載してください。 
・謝金・旅費は委託先の規程により算出します。規程がない場合は社内決裁を受けた
書類の写しを添付してください。 

・食事代は、食事が必要な時間帯に開催する必要性を明確にできる場合に限ります。
また、食事代の上限は 1 日 1,500 円／人となります。（ただし関係者に限ります。） 

・懇親会費及び研究員のみによる会議に要した経費の計上はできません。 
(3) 通信費 
・委託業務に直接係るものであることが特定できる証拠書類が必要です。 
(4) 借料（リース料、レンタル料、ソフトウエアライセンス料等） 
・経過した月の額のみ計上してください、未経過月分は計上できません。事業期間外
分も計上できません。 

(5) 図書資料費 
・購入書籍等の「題名」を記載してください。年間購読料は経過月分のみを計上（借料
と同様）してください。 
(6) 通訳費・翻訳費 
(7) 運送費  
・調達物品の価格と一緒に計上されている場合は、付帯経費として該当する費目に含
めて計上してください。 

(8) 委員会費 
・会議費（上記）の４項目と同様です。 
・経費の対象とする委員は、実施計画書に記載されていることが前提となります。 
・委員の委嘱手続が必要、また代理出席者は委任状が必要となります。 
・謝金・旅費は委員個人に対する報酬であり、委員個人の受領を必須とします。 
・消費税の取扱いは、委託先の会計処理によるものとします。 
(9) 学会等参加費 
・参加費に食事代・懇親会費等が含まれ、その額が区分できる場合は除いた額を計
上します。区分できない場合は計上できません。ただし、委託先の旅費規程等により、
食事代・懇親会費等の減額が規程されている場合は、その規程に従い計上可となり
ます。 
・学会参加費の消費税区分は、それぞれの学会の処理方法に従って処理してください。
不課税の場合は支払額を消費税抜額欄に計上します。 

・口頭発表を伴わない学会誌等への論文投稿に関係する費用の計上は不可です。 
・講習会は委託業務の事業目的に合致し、その必要性について業務管理者が認める
ものは計上を認めます。 

(10) 報告書等作成費 
(11) キャンセル料 
(12) 特許出願に係る費用 
・計上が認められるプロジェクトにおいて、出願費用、特許事務所事務手数料、知財
運営委員会費用が計上対象となります。 

 

  

Ｎ１年度 月別項目別明細表(資産登録が不要なもの) 別紙２－２

開発項目：

再委託等項目：

委託先等名称：

対象項目名：

消費税抜額 消費税込額

1 ○○会議謝金・旅費 4月18日 4月18日 250,000 270,000

2 ○○会議費用（会議室借料） 4月18日 4月20日 25,000 27,000

3 ＸＸ装置リース料（4/20～30） 4月30日 4月20日 110,000 118,800

４月計 385,000 415,800

4 ＸＸ装置リース料（５月分） 5月31日 4月20日 110,000 118,800

５月計 110,000 118,800

5 ・・・・ 6月2日 7月3日 20,000 21,600

6 ＸＸ装置リース料（６月分） 6月30日 4月20日 110,000 118,800

６月計 130,000 140,400

第１四半期計 625,000 675,000

7 書籍購入「○○解析」 7月19日 8月20日 12,000 12,960

8 運送費（○○装置、ＸＸＸ→ＺＺＺ） 7月19日 8月20日 75,000 81,000

７月計 87,000 93,960

9 ・・・・ 8月2日 8月20日 25,000 27,000

10 ・・・・ 8月4日 8月20日 102,500 110,700

８月計 127,500 137,700

11 ・・・・ 9月21日 9月30日 15,000 16,200

12 ・・・・ 9月21日 9月30日 80,000 86,400

９月計 95,000 102,600

第２四半期計 309,500 334,260

13 ・・・・ 10月5日 10月20日 350,000 378,000

14 ・・・・ 10月6日 10月20日 800,000 864,000

１０月計 1,150,000 1,242,000

15 ・・・・ 11月15日 11月20日 250,000 270,000

16 ・・・・ 11月15日 11月20日 150,000 162,000

１１月計 400,000 432,000

17 ○○学会参加費（○○太郎） 12月10日 X月X日 20,000 21,600

18 ○○学会参加費（○○次郎） 12月12日 X月X日 15,000 16,200

１２月計 35,000 37,800

第３四半期計 1,585,000 1,711,800

19

20

１月計 0 0

21

22

２月計 0 0

23

24

３月計 0 0

第４四半期計 0 0

合　計 2,519,500 2,721,060

契約管理番号： □□□□□□□□－□

○○○○○○技術開発プロジェクト

××××××の開発

△△△△△△△の研究開発

株式会社◎◎◎◎

諸経費

№ 品　名　等 検収日 支払日
経費発生額

契約先名称 法人番号
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例１－４ 月別項目別明細表の作成（その他経費／旅費） 

*項目｢品名等｣を「件名、出張日（期間）、出張者、目的地」に「支払日」を「精算日（支
払日）」などに書き換えてください。 

 
*旅費の計上を検収ベースとする場合は、検収日は出張者の帰着日又は出張者が事
業所内で旅費精算を行った日などとし、事業者側で統一した日としてください。 

*旅費の計上を支払ベースとする場合は、本人又は旅行代理店等に支払いを行った
月ごとの計上、あるいは当該出張の種々の支払の最終支払月にまとめての計上を
行ってください。 

*税込額を四半期の適宜な期間で合計して、その合計額から抜額を割り戻す方法も可
能です。 

*消費税を割り戻す場合の円未満の端数処理は、委託先の社内規程等により処理し
てください。 

*旅費計上の留意点 
・旅費規程等に定められていないルールについては、社内で運用を認めていることを
メモ等で残してください。（例：タクシー利用、駐車場利用等） 

・規程上、出張報告書等の作成が義務付けられていない場合は、旅費請求する書類
等に「件名、出張者、日程､用務先、内容」の５項目を補記してください。 

・出張報告書等と従事日誌の時間数に矛盾がないように注意してください。 
・複数の用務を兼ねた出張の扱い又は私的な用務（例：観光、実家等への立ち寄り等）
により、日程が延長等になった場合は「委託業務事務処理マニュアル Ⅶ．その他経
費 ２．旅費（大学・国立研究開発法人等は「Ⅶ．旅費について」）」を参照してくださ
い。 

・補助員の単独での出張は計上不可（登録された研究実施場所への出張及び国立研
究開発法人に所属するリサーチアシスタント者(博士前期課程)で業務管理者が必要
を認めたものを除く）です。 

・現金支払による国内出張の日当、宿泊費、交通機関運賃は課税対象となります。消
費税額を控除して計上してください。早出・遅着日当などで、税務当局より給与として
の取扱を受け、源泉税の対象となっているものは、消費税の控除は必要ありませ
ん。 

 
*海外出張の留意点 
・海外出張は、必ず出張報告書を作成してください。 
・海外出張における海外での旅費は、消費税の課税対象になりませんので、支払額を
消費税抜額欄に計上します。（航空運賃、海外での交通費、日当、宿泊費、傷害保
険料、パスポート交付手数料、査証手数料） 

・支度料、予防注射料、国内交通費、空港使用料、空港保安サービス料、発券手数料
は消費税が含まれることが前提となるため、消費税を控除した額を計上してくださ
い。 

・海外経費の円換算は、委託先の社内規程等によるレートを使用してください。その際、
レート換算の証拠書類を添付してください。 

  

Ｎ１年度 月別項目別明細表(資産登録が不要なもの) 別紙２－２

開発項目：

再委託等項目：

委託先等名称：

対象項目名：

消費税抜額 消費税込額

1

件名：○○に関する打ち合わせ

期間：Ｎ１年４月１２～１３日

出張者：○○、目的地：ＸＸ市

4月15日 4月30日 30,000 32,400

４月計 30,000 32,400

2

件名：○○委員会出席

期間：Ｎ１年４月２４日

出張者：○○、目的地：ＸＸ市

4月25日 5月6日 10,000 10,800

3

件名：○○学会参加（○大学）

期間：Ｎ１年４月２８～２９日

出張者：○△、目的地：ＸＸ市

5月2日 5月30日 26,561 28,686

５月計 36,561 39,486

4 ・・・・ 6月2日 6月30日 2,652 2,864

5 ・・・・ 6月20日 6月29日 5,000 5,400

６月計 7,652 8,264

第１四半期計 74,213 80,150

７月計 0 0

８月計 0 0

6

件名：国際見本市（ドイツ○○ＢＥＲＧ　ＭＥ

ＳＳＥ）

期間：Ｎ１年９月１７～２０日

出張者：○○、目的地：ドイツ○○ＢＥＲＧ

9月21日 9月30日 275,000 297,000

7 ドイツ出張　国内交通費、空港使用料等 9月21日 9月30日 12,000 12,960

９月計 287,000 309,960

第２四半期計 287,000 309,960

0

0

１０月計 0 0

0

0

１１月計 0 0

0

0

１２月計 0 0

第３四半期計 0 0

株式会社◎◎◎◎

旅費

№ 件名、出張日（期間）、出張者、目的地 検収日
精算日

（支払日）

経費発生額
契約先名称 法人番号

契約管理番号： □□□□□□□□－□

○○○○○○技術開発プロジェクト

××××××の開発

△△△△△△△の研究開発
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契約管理番号： □□□□□□□□－□ 別紙８

なし なし

通常勤務 業務管理者　所属：

氏名： 印 氏名： ○○　○○ 印

開始時刻 終了時刻 開始時刻 終了時刻

4/1 水

4/2 木

4/3 金 10:00 18:00 1:00 7:00

4/4 土

4/5 日

4/6 月

4/7 火 10:00 17:00 1:00 6:00

4/8 水 11:00 14:00 1:00 2:00

4/9 木

4/10 金

4/11 土

4/12 日

4/13 月 13:00 18:00 5:00

4/14 火 13:00 18:00 5:00

4/15 水 10:00 12:00 15:00 17:00 0:20 3:40

4/16 木

4/17 金

4/18 土

4/19 日

4/20 月 9:00 17:00 1:00 7:00

4/21 火 9:00 17:00 1:00 7:00

4/22 水 13:00 16:00 1:00 2:00

4/23 木

4/24 金

4/25 土

4/26 日

4/27 月 13:00 17:00 4:00

4/28 火 9:00 17:00 1:00 7:00

4/29 祝

4/30 木

55:40 55.66

所属 氏名

＊事業者としてコンプライアンス（法令遵守）プログラム等を有する場合にはその責任者が、有しない場合

○○○○○○△△△△△△の試験を実施

△△△△△△○○○○○の試験を実施

○○□□△△□□△△の試験データの分析

数値表示に変換した右の時間数を労務費積算書に記入

　　　　　 には役員等コンプライアンスに関し責任を有する者が、併せて従事内容の確認を行ってください。

※下記業務以外のＮＥＤＯ業務従事： ※NEDO以外の公的資金に係る業務への従事：

ＮＥＤＯ確認欄

確認日

△△△△△△○○○○○の試験を実施

従事者　所属：

合計

２０２０年４月分 委託業務従事日誌

日
曜

日

開発項目：

再委託等項目：

△△△

従事した

時間数

○○　／　○○

 

委託先等名称：

除外する

時間数

第○回□□□□□□□○○○委員会の開催

○○○○○○○○○の試験を実施

□□　□□

具体的な研究内容、作業内容

※独自の休日を設定する場合は「休日」と入力

○○○試作機の仕様検討、○○○○試験データの分析

出張：第○○回△△○○学会にて情報収集

△△△△△△試作機の仕様検討

従事時間帯(２４時間制で時刻入力)

◇◇◇

出張：第○○回△△○○学会にて情報収集

◇◇◇

○○○○○○△△△△△△の試験データの分析

４．従事日誌と労務費積算書 

委託業務で発生する労務費は、研究員費もしくは補助員費として「労務

費積算書」に集計します。 

研究員費は、原則として毎日、登録研究員が委託業務の従事時間や従

事内容を「従事日誌」に記載し、月単位で「労務費積算書」に計上します。

論文作成の労務費は計上できません。ただし、学会発表に必要な資料作

成に要した労務費は計上可能です。 

補助員は従事日誌の作成は必要としませんが、他の業務もしくは複数の

ＮＥＤＯ事業に従事する場合、正社員の場合及び大学等の場合は、従事時

間や従事内容の確認が必要となりますので、当該事業の従事時間等を管

理するようにしてください。労務費は発生月に計上します。 

 

（１）委託業務従事日誌及び労務費積算書の様式 

「委託業務従事日誌」、「委託業務従事月報」及び「労務費積算書」は
契約約款毎に定めておりますので、「委託事業の手続き：約款・様式」の
ページ(https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/yakkan.html）から当該
委託事業の標準契約書のページへ移動し、約款別表から様式をダウン
ロードして記入してください。（なお、本手引きでは業務委託契約約款の
別表様式を用いております。契約約款によっては様式番号等も異なりま
すのでご注意ください。) 

 
（２） 委託業務従事日誌の記入要領 

「委託業務従事日誌」の記入例を 例２ に示します。 
「委託業務従事月報」は、委託期間の半年以上継続して当該ＮＥＤＯ事業
に申告した率にて従事する率専従者等の専従者が作成します。 

例２ 【委託業務従事日誌】 
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例１－６ 月別項目別明細表の作成（大学等の場合 例示：旅費） 
 
 
 
 
大学等は内税方式で計上を行うため、月別項目別明細表の支払金額欄は原則、消
費税込額のみを記載してください。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
ただし、以下の支出に関しては消費税抜額欄に記入し、あわせて消費税相当額を加
算した額も消費税込額欄に記入してください。 

・海外での旅費等、消費税の課税対象とならない支出 
・学会参加費等で消費税不課税に該当する支出 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２０年度          月別項目別明細表                     契約管理番号： □□□□□□□□－□ 

開発項目：○○の基礎研究開発事業                                

○○の研究開発                                     

○○の技術研究                                     

再委託等項目：                                             

委託先等名称： 国立大学法人○○大学                                            

対象項

目名 
旅費 

№ 件名・出張日（期間）、出張者・目的地 
契約先

名称 

法人番

号 
検収日 

精算日 

（支払日） 

支払金額 

消費税抜額 消費税込額 

 ４月計       

１ 

件名：第○回○○○○○学会に参加 

出張期間：○年４月 26～28 日、 

出張者：○○○○、目的地：○○市 

  

4/30 5/10  119,880 

 ５月計      119,880 

２ 

○○○○○に関する調査、○年 6月 9

～10 日、○○○○、○○○○市及び

□□市 

  

6/11 6/25  132,840 

 ６月計      132,840 

 第１四半期計      252,720 

３ 

外国出張：○○○○国際学会に参加

○年 6 月 20～２8 日、△△△△、 

○○国○○○（海外分） 

  

6/30 7/10 1,000,000 1,080,000 

４ 

外国出張：○○○○国際学会に参加

○年 6 月 20～２8 日、△△△△、 

○○国○○○（国内分） 

  

6/30 7/10  6,040 

 ７月計      1,086,040 

 ８月計      0 

５ 
○○○に関する業務打合せ、○年 8

月 30 日、☆☆☆☆、○○市 
  

8/30 9/1  2,160 

６ 

第○回○○○○委員会へ出席、○年

9 月１日、 

☆☆☆☆、○○○○区 

  

9/1 9/1  1,080 

７ 

○○○○○に関する調査、○年 9月 9

～10 日、 

□△○○、○○○○町 

  

9/11 9/11  58,320 

 ９月計      61,560 

 第２四半期計      1,147,700 

 

別紙２－２ 別紙２-１-１ 
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契約管理番号： □□□□□□□□－□ 別紙８

なし なし

通常勤務 業務管理者　所属：

氏名： 印 氏名： ○○　○○ 印

開始時刻 終了時刻 開始時刻 終了時刻

4/1 水

4/2 木

4/3 金 10:00 18:00 1:00 7:00

4/4 土

4/5 日

4/6 月

4/7 火 10:00 17:00 1:00 6:00

4/8 水 11:00 14:00 1:00 2:00

4/9 木

4/10 金

4/11 土

4/12 日

4/13 月 13:00 18:00 5:00

4/14 火 13:00 18:00 5:00

4/15 水 10:00 12:00 15:00 17:00 0:20 3:40

4/16 木

4/17 金

4/18 土

4/19 日

4/20 月 9:00 17:00 1:00 7:00

4/21 火 9:00 17:00 1:00 7:00

4/22 水 13:00 16:00 1:00 2:00

4/23 木

4/24 金

4/25 土

4/26 日

4/27 月 13:00 17:00 4:00

4/28 火 9:00 17:00 1:00 7:00

4/29 祝

4/30 木

55:40 55.66

所属 氏名

＊事業者としてコンプライアンス（法令遵守）プログラム等を有する場合にはその責任者が、有しない場合

○○○○○○△△△△△△の試験を実施

△△△△△△○○○○○の試験を実施

○○□□△△□□△△の試験データの分析

数値表示に変換した右の時間数を労務費積算書に記入

　　　　　 には役員等コンプライアンスに関し責任を有する者が、併せて従事内容の確認を行ってください。

※下記業務以外のＮＥＤＯ業務従事： ※NEDO以外の公的資金に係る業務への従事：

ＮＥＤＯ確認欄

確認日

△△△△△△○○○○○の試験を実施

従事者　所属：

合計

２０２０年４月分 委託業務従事日誌

日
曜

日

開発項目：

再委託等項目：

△△△

従事した

時間数

○○　／　○○

 

委託先等名称：

除外する

時間数

第○回□□□□□□□○○○委員会の開催

○○○○○○○○○の試験を実施

□□　□□

具体的な研究内容、作業内容

※独自の休日を設定する場合は「休日」と入力

○○○試作機の仕様検討、○○○○試験データの分析

出張：第○○回△△○○学会にて情報収集

△△△△△△試作機の仕様検討

従事時間帯(２４時間制で時刻入力)

◇◇◇

出張：第○○回△△○○学会にて情報収集

◇◇◇

○○○○○○△△△△△△の試験データの分析

４．従事日誌と労務費積算書 

委託業務で発生する労務費は、研究員費もしくは補助員費として「労務

費積算書」に集計します。 

研究員費は、原則として毎日、登録研究員が委託業務の従事時間や従

事内容を「従事日誌」に記載し、月単位で「労務費積算書」に計上します。

論文作成の労務費は計上できません。ただし、学会発表に必要な資料作

成に要した労務費は計上可能です。 

補助員は従事日誌の作成は必要としませんが、他の業務もしくは複数の

ＮＥＤＯ事業に従事する場合、正社員の場合及び大学等の場合は、従事時

間や従事内容の確認が必要となりますので、当該事業の従事時間等を管

理するようにしてください。労務費は発生月に計上します。 

 

（１）委託業務従事日誌及び労務費積算書の様式 

「委託業務従事日誌」、「委託業務従事月報」及び「労務費積算書」は
契約約款毎に定めておりますので、「委託事業の手続き：約款・様式」の
ページ(https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/yakkan.html）から当該
委託事業の標準契約書のページへ移動し、約款別表から様式をダウン
ロードして記入してください。（なお、本手引きでは業務委託契約約款の
別表様式を用いております。契約約款によっては様式番号等も異なりま
すのでご注意ください。) 

 
（２） 委託業務従事日誌の記入要領 

「委託業務従事日誌」の記入例を 例２ に示します。 
「委託業務従事月報」は、委託期間の半年以上継続して当該ＮＥＤＯ事業
に申告した率にて従事する率専従者等の専従者が作成します。 

例２ 【委託業務従事日誌】 
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例１－６ 月別項目別明細表の作成（大学等の場合 例示：旅費） 
 
 
 
 
大学等は内税方式で計上を行うため、月別項目別明細表の支払金額欄は原則、消
費税込額のみを記載してください。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
ただし、以下の支出に関しては消費税抜額欄に記入し、あわせて消費税相当額を加
算した額も消費税込額欄に記入してください。 

・海外での旅費等、消費税の課税対象とならない支出 
・学会参加費等で消費税不課税に該当する支出 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２０年度          月別項目別明細表                     契約管理番号： □□□□□□□□－□ 

開発項目：○○の基礎研究開発事業                                

○○の研究開発                                     

○○の技術研究                                     

再委託等項目：                                             

委託先等名称： 国立大学法人○○大学                                            

対象項

目名 
旅費 

№ 件名・出張日（期間）、出張者・目的地 
契約先

名称 

法人番

号 
検収日 

精算日 

（支払日） 

支払金額 

消費税抜額 消費税込額 

 ４月計       

１ 

件名：第○回○○○○○学会に参加 

出張期間：○年４月 26～28 日、 

出張者：○○○○、目的地：○○市 

  

4/30 5/10  119,880 

 ５月計      119,880 

２ 

○○○○○に関する調査、○年 6月 9

～10 日、○○○○、○○○○市及び

□□市 

  

6/11 6/25  132,840 

 ６月計      132,840 

 第１四半期計      252,720 

３ 

外国出張：○○○○国際学会に参加

○年 6 月 20～２8 日、△△△△、 

○○国○○○（海外分） 

  

6/30 7/10 1,000,000 1,080,000 

４ 

外国出張：○○○○国際学会に参加

○年 6 月 20～２8 日、△△△△、 

○○国○○○（国内分） 

  

6/30 7/10  6,040 

 ７月計      1,086,040 

 ８月計      0 

５ 
○○○に関する業務打合せ、○年 8

月 30 日、☆☆☆☆、○○市 
  

8/30 9/1  2,160 

６ 

第○回○○○○委員会へ出席、○年

9 月１日、 

☆☆☆☆、○○○○区 

  

9/1 9/1  1,080 

７ 

○○○○○に関する調査、○年 9月 9

～10 日、 

□△○○、○○○○町 

  

9/11 9/11  58,320 

 ９月計      61,560 

 第２四半期計      1,147,700 

 

別紙２－２ 別紙２-１-１ 
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「労務費積算書」（大学用）の作成上の注意点 

・研究員、補助員にかかる計上額（金額）は「人件費算定表」により算出し、その金額を「労務費積算書」の「金額」欄に転記してください。 

・研究員（研究員区分）、補助員にかかわらず、「単価」、「時間数」の欄は空白としてください。 

 

 

例３－２ 【労務費積算書】 （大学用） 

 

別紙９

開発項目：

印

再委託先等項目：

時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額

○○　○○○ 426,020 426,020 426,020 426,020 426,020 426,020 0.00 2,556,120

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0.00 426,020 0.00 426,020 0.00 426,020 0.00 426,020 0.00 426,020 0.00 426,020 0.00 2,556,120

0.00 426,020 0.00 852,040 0.00 1,278,060 0.00 1,704,080 0.00 2,130,100 0.00 2,556,120

時間 円 時間 円

　＊１．登録研究員と補助員はそれぞれ別葉で作成してください。

　＊２．率専従者の場合は、単価、適用月、時間数欄を空欄とし、金額欄に月額を記入してください。

上期月別合計

第１四半期 第２四半期

単価 適用月
４月 ５月

年度内月別累計

氏名

四半期別合計

○○　○○

0.00 1,278,060 0.00 1,278,060

６月 ８月 ９月 上期合計

委託先等名称：

業務管理者　所属：

氏名：

○○○

○○○

７月

2020年度

○○○○○○

□□□□□□□□－□契約管理番号：労務費積算書
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（３） 労務費積算書の記入要領 

労務費は「労務費積算書」を用いて計上します。 

労務費積算書は研究員、補助員毎に作成します。委託業務の従事時間数等を入力することにより、労務費は自動計算されます。 

（記入例： 例３―１、例３―２） 

率専従者の場合は「時間数」欄を空欄とし、「金額」欄に月額を記入してください。 

期間中、健保等級に変更があった場合は改訂等級適用月から等級変更を行ってください。労務費積算書には同一氏名を 2 行に分けて記入し、改訂

前を上段、改訂後を下段に記載ください。健保等級の設定は委託マニュアル等を参照して設定してください。 

 

例３－１ 【労務費積算書】 （一般用） 

 

再委託先等項目：

時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額

根戸　一郎 3,080 ４ 60.50 186,340 80.00 246,400 110.50 340,340 120.50 371,140 68.00 209,440 0 439.50 1,353,660

根戸　一郎 3,450 ９ 0 0 0 0 0 110.00 379,500 110.00 379,500

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

60.50 186,340 80.00 246,400 110.50 340,340 120.50 371,140 68.00 209,440 110.00 379,500 549.50 1,733,160

60.50 186,340 140.50 432,740 251.00 773,080 371.50 1,144,220 439.50 1,353,660 549.50 1,733,160

時間 円 時間 円

　＊１．登録研究員と補助員は、それぞれ別葉で作成してください。

　＊２．率専従者の場合は、時間数欄を空欄とし、金額欄に月額を記入してください。

８月 ９月 上期合計
単価 適用月

４月 ５月 ６月

298.50 960,080

第１四半期 第２四半期

上期月別合計

年度内月別累計

氏名

四半期別合計

７月

251.00 773,080
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「労務費積算書」（大学用）の作成上の注意点 

・研究員、補助員にかかる計上額（金額）は「人件費算定表」により算出し、その金額を「労務費積算書」の「金額」欄に転記してください。 

・研究員（研究員区分）、補助員にかかわらず、「単価」、「時間数」の欄は空白としてください。 

 

 

例３－２ 【労務費積算書】 （大学用） 

 

別紙９

開発項目：

印

再委託先等項目：

時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額

○○　○○○ 426,020 426,020 426,020 426,020 426,020 426,020 0.00 2,556,120

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0.00 426,020 0.00 426,020 0.00 426,020 0.00 426,020 0.00 426,020 0.00 426,020 0.00 2,556,120

0.00 426,020 0.00 852,040 0.00 1,278,060 0.00 1,704,080 0.00 2,130,100 0.00 2,556,120

時間 円 時間 円

　＊１．登録研究員と補助員はそれぞれ別葉で作成してください。

　＊２．率専従者の場合は、単価、適用月、時間数欄を空欄とし、金額欄に月額を記入してください。

上期月別合計

第１四半期 第２四半期

単価 適用月
４月 ５月

年度内月別累計

氏名

四半期別合計

○○　○○

0.00 1,278,060 0.00 1,278,060

６月 ８月 ９月 上期合計

委託先等名称：

業務管理者　所属：

氏名：

○○○

○○○

７月

2020年度

○○○○○○

□□□□□□□□－□契約管理番号：労務費積算書
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（３） 労務費積算書の記入要領 

労務費は「労務費積算書」を用いて計上します。 

労務費積算書は研究員、補助員毎に作成します。委託業務の従事時間数等を入力することにより、労務費は自動計算されます。 

（記入例： 例３―１、例３―２） 

率専従者の場合は「時間数」欄を空欄とし、「金額」欄に月額を記入してください。 

期間中、健保等級に変更があった場合は改訂等級適用月から等級変更を行ってください。労務費積算書には同一氏名を 2 行に分けて記入し、改訂

前を上段、改訂後を下段に記載ください。健保等級の設定は委託マニュアル等を参照して設定してください。 

 

例３－１ 【労務費積算書】 （一般用） 

 

再委託先等項目：

時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額

根戸　一郎 3,080 ４ 60.50 186,340 80.00 246,400 110.50 340,340 120.50 371,140 68.00 209,440 0 439.50 1,353,660

根戸　一郎 3,450 ９ 0 0 0 0 0 110.00 379,500 110.00 379,500

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

60.50 186,340 80.00 246,400 110.50 340,340 120.50 371,140 68.00 209,440 110.00 379,500 549.50 1,733,160

60.50 186,340 140.50 432,740 251.00 773,080 371.50 1,144,220 439.50 1,353,660 549.50 1,733,160

時間 円 時間 円

　＊１．登録研究員と補助員は、それぞれ別葉で作成してください。

　＊２．率専従者の場合は、時間数欄を空欄とし、金額欄に月額を記入してください。

８月 ９月 上期合計
単価 適用月

４月 ５月 ６月

298.50 960,080

第１四半期 第２四半期

上期月別合計

年度内月別累計

氏名

四半期別合計

７月

251.00 773,080
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「月別項目別明細表」、「労務費積算書」と「経費発生調書」との関係 （一般） 

 

別紙２－２ □□□□□□□□－□ 別紙９

○○の基盤研究開発事業

○○の研究開発

印
（株）○○○○○

消耗品費

金額 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額

21 300,300 271,700 22 314,600 21 300,300 19 271,700 19 271,700 121.00 1,730,300

1 ＊＊薬品 4月20日 0 0 0 0 0 0 0.00 0

2 ＊＊実験器具 4月25日 0 0 0 0 0 0 0.00 0

４月計 0 0 0 0 0 0 0.00 0

3 ＊＊実験器具一式 5月14日 0 0 0 0 0 0 0.00 0

4 ＊＊薬品 5月20日 0 0 0 0 0 0 0.00 0

５月計 0 0 0 0 0 0 0.00 0

5 ＊＊実験器具一式 6月10日 0 0 0 0 0 0 0.00 0

6 ＊＊薬品 6月25日 0 0 0 0 0 0 0.00 0

６月計 0 0 0 0 0 0 0.00 0

第１四半期計 0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

300,300 271,700 22.00 314,600 21.00 300,300 19.00 271,700 19.00 271,700 121.00 1,730,300

３月計 300,300 572,000 62.00 886,600 83.00 1,186,900 102.00 1,458,600 121.00 1,730,300

第４四半期計

合　計 円 日 円

　＊１．登録研究員と補助員はそれぞれ別葉で作成してください。

　＊２．率専従者の場合は、時間数欄を空欄とし、金額欄に月額を記入してください。

２０２２年度 （確定検査） 別紙１－１

10.0% ― ― ― ― ― ― ― 10.0% (d)（＝a＋c）

3,000,000 3,000,000 0 850,000 2,200,000 0 2,200,000 0 0 3,050,000 ▲ 50,000 50,000 3,050,000 3,050,000

0

3,000,000 3,000,000 0 850,000 2,200,000 0 2,200,000 0 3,050,000

0

5,040,000 5,040,000 1,243,400 1,216,200 1,219,400 1,227,000 401,200 818,200 ▲ 11,435 4,894,565 145,435 ▲ 145,435 4,894,565 4,894,565

3,600,000 3,600,000 886,600 843,700 878,400 876,800 290,800 587,600 ▲ 11,435 3,474,065

1,440,000 1,440,000 356,800 372,500 341,000 350,200 110,400 230,600 1,420,500

15,180,000 15,180,000 1,460,000 4,670,000 6,985,000 2,200,240 790,000 6,195,000 ▲ 22,900 15,292,340 ▲ 112,340 95,435 15,275,435 15,275,435

3,860,000 3,860,000 960,000 1,100,000 775,000 806,840 225,000 550,000 ▲ 20,000 3,621,840

4,000,000 4,000,000 500,000 1,000,000 1,500,000 1,107,600 550,000 950,000 ▲ 2,900 4,104,700

7,150,000 7,150,000 0 2,500,000 4,650,000 0 0 4,650,000 7,150,000

170,000 170,000 0 70,000 60,000 285,800 15,000 45,000 415,800

23,220,000 23,220,000 2,703,400 6,736,200 10,404,400 3,427,240 3,391,200 7,013,200 ▲ 34,335 23,236,905 23,220,000

2,322,000 2,322,000 2,323,690 ▲ 1,690 2,322,000 2,322,000

25,542,000 25,542,000 25,560,595 ▲ 18,595 0 25,542,000 25,542,000

2,043,360 2,043,360 2,044,848 ▲ 1,488 (145,435) ←流用減額計 2,043,360

27,585,360 27,585,360 27,605,443 ▲ 20,083 (4,644,000) ←流用制限額 27,585,360

27,585,360 27,585,360 27,585,360

調書種別 検査員　

① 中間検査 （自署欄）

② 確定検査

③

④

⑤

⑥

960,000 1,036,800

0 0

260,000 280,800

○○の研究開発 委託期間： ２０２２年4月1日～２０２３年2月28日

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

（検査実施分）

(e)

２０２３年３月５日 【実績報告時記入欄】

Ⅲ．その他経費

　１．消耗品費

　２．旅費

ＮＥＤＯの負担割合：
２０２２年4月15日

再委託等項目： 業務完了日： ２０２３年2月28日

0

○○年度

限度額と

発生額の

差額

(a'－b)

　３．外注費

　４．諸経費

　　年　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　月　　日までの分

検査年月日 計上期間

小　計　Ａ（＝Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅳ．間接経費（＝Ａ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ａ＋Ⅳ）

消費税及び地方消費税Ｃ（＝Ｂ×８％）

　　　　　　○○○○　　　　　●●●●
総計D(NEDO負担額)におけるＮ１年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')２０２２年１１月２０日 ２０２２年１０月３１日までの分 15,242,990

２０２３年　３月　５日 ２０２３年　２月２８日までの分 27,585,360

　　年　　月　　日 　　年　月　　日までの分

間接経費率 10.0%

Ⅰ．機械装置等費

　１．土木・建築工事費

　２．機械装置等製作・購入費

　３．保守・改造修理費

Ⅱ．労務費

　１．研究員費

　２．補助員費

□□□□□□□□－□

委託先名称： （株）○○○○○ 件　名： ○○の基盤研究開発事業 ＮＥＤＯ担当部： ○○○○技術開発部

流用後の

合計額

支払対象額

(e)

(b)か(d)の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 実績

項　　目

契約金額

(a)

○○年度

限度額

(a') 実績 10月実績 11・12月実績

流用する

増減の額

 (c)

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 期中検査時に使用

再委託先等名称：

3,621,840 3,911,587

806,840 871,387

経費発生調書

7月31日 80,000 86,400

7月31日 180,000 194,400

400,000 432,000

108,000

6月30日 250,000 270,000

300,000 324,000

5月31日 200,000 216,000

委託先等名称： 再委託先等項目：

上期合計対象項目名：

№ 支払日

６月 ７月 ８月 ９月５月

検収日品　名　等 法人番号契約先名称
消費税込額消費税抜額

経費発生額 時間数 時間数
適用月単価

(株)　○○○○○

再委託等項目： 氏名：

○○の研究開発 業務管理者　所属：

２０２２年度 月別項目別明細表 ２０２２年度 労務費積算書 契約管理番号：

契約管理番号：

開発項目： 開発項目： ○○の基盤研究開発事業 委託先等名称：

□□□□□□□□－□

886,600 59.00

第２四半期

843,700

上期月別合計

年度内月別累計

四半期別合計
62.00

21.00

21.00

19.00

40.00

第１四半期

日

氏　名

4○○　○○ 14,300 19

　　年　　月　　日 　　年　月　　日までの分

※代表委託者等が

検査する場合、

法人名も記入

４月

契約管理番号：

修正累計額
○○年度

発生額合計(b)

※負担割合を契約している場

合のみ記入

原契約日：

　　年　　月　　日

5月31日 100,000

6月30日 150,000 162,000

月別項目別

明細書
労務費積算書

経費発生調書

月別項目別明細書、労務費積算書それぞれの

四半期ごとの合計額を、経費発生調書の該当欄に

転記します。
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人件費算定表（大学用） 【例】 

 

通勤費
<※2>

時間外
手当<※

3>

○○
<※4>

・・・・・
○○
<※4>

厚生年金 健康保険 介護保険 児童手当 労災保険 雇用保険

４月 ・・・・・
５月 ・・・・・
６月 ・・・・・

夏期手当
<※1>

・・・・・ <※6> <※８>

７月 ・・・・・
８月 ・・・・・
９月 ・・・・・

１０月 ・・・・・
１１月 ・・・・・
１２月 ・・・・・

年末手当
<※1>

・・・・・ <※6> <※８>

１月 ・・・・・

２月 ・・・・・
３月 ・・・・・

計

ＮＥＤＯ
従事時

間<※７>
【D】

当月労
働時間<

※5>
【B】

基本給

時間単
価

【C】
（A/B）

当月
支給額

【A】

法定福利費事業主負担分 NEDOへの計
上額

<※９>
【Ａ＋Ｆ】

又は
【E＋F】

消費税
相当額

【F】

計
【E】

(C×D)

氏名

○○○○

諸手当

原則として ＮＥＤＯ非専従等の場合に

記入してください。

<※1> 賞与は支給対象月完了後に計上してください。

<※2> 通勤費は月ごとの計上とします。通勤費は、消費税を割り戻した税抜額を計上してください。

（通勤費以外の手当についても、支給額が確定しており前払いで支給される手当は経過月ごとに計上できることとします。）

<※3> 時間外手当はNEDO従事対象期間のみとします。

<※4> 各大学で規定されている手当を記載してください。（手当の種類ごとに列を分けて記載してください。）

<※5> 1ヶ月の労働時間：所定労働時間（有給を含む）＋所定外労働時間

<※6> 賞与対象期間の実労働時間の合計時間を記入してください(有給を含む)。

<※7> 時間数を按分する場合は按分後の時間数を記入してください。従事日誌記載の時間数と一致しないことがあります。

<※8> 賞与対象期間のNEDO従事時間の合計時間を記入してください。

<※9> 消費税相当額の金額を加算した合計額を労務費積算書に転記してください。



- 15 - 

「月別項目別明細表」、「労務費積算書」と「経費発生調書」との関係 （一般） 

 

別紙２－２ □□□□□□□□－□ 別紙９

○○の基盤研究開発事業

○○の研究開発

印
（株）○○○○○

消耗品費

金額 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額

21 300,300 271,700 22 314,600 21 300,300 19 271,700 19 271,700 121.00 1,730,300

1 ＊＊薬品 4月20日 0 0 0 0 0 0 0.00 0

2 ＊＊実験器具 4月25日 0 0 0 0 0 0 0.00 0

４月計 0 0 0 0 0 0 0.00 0

3 ＊＊実験器具一式 5月14日 0 0 0 0 0 0 0.00 0

4 ＊＊薬品 5月20日 0 0 0 0 0 0 0.00 0

５月計 0 0 0 0 0 0 0.00 0

5 ＊＊実験器具一式 6月10日 0 0 0 0 0 0 0.00 0

6 ＊＊薬品 6月25日 0 0 0 0 0 0 0.00 0

６月計 0 0 0 0 0 0 0.00 0

第１四半期計 0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0 0 0 0.00 0

300,300 271,700 22.00 314,600 21.00 300,300 19.00 271,700 19.00 271,700 121.00 1,730,300

３月計 300,300 572,000 62.00 886,600 83.00 1,186,900 102.00 1,458,600 121.00 1,730,300

第４四半期計

合　計 円 日 円

　＊１．登録研究員と補助員はそれぞれ別葉で作成してください。

　＊２．率専従者の場合は、時間数欄を空欄とし、金額欄に月額を記入してください。

２０２２年度 （確定検査） 別紙１－１

10.0% ― ― ― ― ― ― ― 10.0% (d)（＝a＋c）

3,000,000 3,000,000 0 850,000 2,200,000 0 2,200,000 0 0 3,050,000 ▲ 50,000 50,000 3,050,000 3,050,000

0

3,000,000 3,000,000 0 850,000 2,200,000 0 2,200,000 0 3,050,000

0

5,040,000 5,040,000 1,243,400 1,216,200 1,219,400 1,227,000 401,200 818,200 ▲ 11,435 4,894,565 145,435 ▲ 145,435 4,894,565 4,894,565

3,600,000 3,600,000 886,600 843,700 878,400 876,800 290,800 587,600 ▲ 11,435 3,474,065

1,440,000 1,440,000 356,800 372,500 341,000 350,200 110,400 230,600 1,420,500

15,180,000 15,180,000 1,460,000 4,670,000 6,985,000 2,200,240 790,000 6,195,000 ▲ 22,900 15,292,340 ▲ 112,340 95,435 15,275,435 15,275,435

3,860,000 3,860,000 960,000 1,100,000 775,000 806,840 225,000 550,000 ▲ 20,000 3,621,840

4,000,000 4,000,000 500,000 1,000,000 1,500,000 1,107,600 550,000 950,000 ▲ 2,900 4,104,700

7,150,000 7,150,000 0 2,500,000 4,650,000 0 0 4,650,000 7,150,000

170,000 170,000 0 70,000 60,000 285,800 15,000 45,000 415,800

23,220,000 23,220,000 2,703,400 6,736,200 10,404,400 3,427,240 3,391,200 7,013,200 ▲ 34,335 23,236,905 23,220,000

2,322,000 2,322,000 2,323,690 ▲ 1,690 2,322,000 2,322,000

25,542,000 25,542,000 25,560,595 ▲ 18,595 0 25,542,000 25,542,000

2,043,360 2,043,360 2,044,848 ▲ 1,488 (145,435) ←流用減額計 2,043,360

27,585,360 27,585,360 27,605,443 ▲ 20,083 (4,644,000) ←流用制限額 27,585,360

27,585,360 27,585,360 27,585,360

調書種別 検査員　

① 中間検査 （自署欄）

② 確定検査

③

④

⑤

⑥

960,000 1,036,800

0 0

260,000 280,800

○○の研究開発 委託期間： ２０２２年4月1日～２０２３年2月28日

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

（検査実施分）

(e)

２０２３年３月５日 【実績報告時記入欄】

Ⅲ．その他経費

　１．消耗品費

　２．旅費

ＮＥＤＯの負担割合：
２０２２年4月15日

再委託等項目： 業務完了日： ２０２３年2月28日

0

○○年度

限度額と

発生額の

差額

(a'－b)

　３．外注費

　４．諸経費

　　年　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　月　　日までの分

検査年月日 計上期間

小　計　Ａ（＝Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅳ．間接経費（＝Ａ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ａ＋Ⅳ）

消費税及び地方消費税Ｃ（＝Ｂ×８％）

　　　　　　○○○○　　　　　●●●●
総計D(NEDO負担額)におけるＮ１年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')２０２２年１１月２０日 ２０２２年１０月３１日までの分 15,242,990

２０２３年　３月　５日 ２０２３年　２月２８日までの分 27,585,360

　　年　　月　　日 　　年　月　　日までの分

間接経費率 10.0%

Ⅰ．機械装置等費

　１．土木・建築工事費

　２．機械装置等製作・購入費

　３．保守・改造修理費

Ⅱ．労務費

　１．研究員費

　２．補助員費

□□□□□□□□－□

委託先名称： （株）○○○○○ 件　名： ○○の基盤研究開発事業 ＮＥＤＯ担当部： ○○○○技術開発部

流用後の

合計額

支払対象額

(e)

(b)か(d)の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 実績

項　　目

契約金額

(a)

○○年度

限度額

(a') 実績 10月実績 11・12月実績

流用する

増減の額

 (c)

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 期中検査時に使用

再委託先等名称：

3,621,840 3,911,587

806,840 871,387

経費発生調書

7月31日 80,000 86,400

7月31日 180,000 194,400

400,000 432,000

108,000

6月30日 250,000 270,000

300,000 324,000

5月31日 200,000 216,000

委託先等名称： 再委託先等項目：

上期合計対象項目名：

№ 支払日

６月 ７月 ８月 ９月５月

検収日品　名　等 法人番号契約先名称
消費税込額消費税抜額

経費発生額 時間数 時間数
適用月単価

(株)　○○○○○

再委託等項目： 氏名：

○○の研究開発 業務管理者　所属：

２０２２年度 月別項目別明細表 ２０２２年度 労務費積算書 契約管理番号：

契約管理番号：

開発項目： 開発項目： ○○の基盤研究開発事業 委託先等名称：

□□□□□□□□－□

886,600 59.00

第２四半期

843,700

上期月別合計

年度内月別累計

四半期別合計
62.00

21.00

21.00

19.00

40.00

第１四半期

日

氏　名

4○○　○○ 14,300 19

　　年　　月　　日 　　年　月　　日までの分

※代表委託者等が

検査する場合、

法人名も記入

４月

契約管理番号：

修正累計額
○○年度

発生額合計(b)

※負担割合を契約している場

合のみ記入

原契約日：

　　年　　月　　日

5月31日 100,000

6月30日 150,000 162,000

月別項目別

明細書
労務費積算書

経費発生調書

月別項目別明細書、労務費積算書それぞれの

四半期ごとの合計額を、経費発生調書の該当欄に

転記します。
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人件費算定表（大学用） 【例】 

 

通勤費
<※2>

時間外
手当<※

3>

○○
<※4>

・・・・・
○○
<※4>

厚生年金 健康保険 介護保険 児童手当 労災保険 雇用保険

４月 ・・・・・
５月 ・・・・・
６月 ・・・・・

夏期手当
<※1>

・・・・・ <※6> <※８>

７月 ・・・・・
８月 ・・・・・
９月 ・・・・・

１０月 ・・・・・
１１月 ・・・・・
１２月 ・・・・・

年末手当
<※1>

・・・・・ <※6> <※８>

１月 ・・・・・

２月 ・・・・・
３月 ・・・・・

計

ＮＥＤＯ
従事時

間<※７>
【D】

当月労
働時間<

※5>
【B】

基本給

時間単
価

【C】
（A/B）

当月
支給額

【A】

法定福利費事業主負担分 NEDOへの計
上額

<※９>
【Ａ＋Ｆ】

又は
【E＋F】

消費税
相当額

【F】

計
【E】

(C×D)

氏名

○○○○

諸手当

原則として ＮＥＤＯ非専従等の場合に

記入してください。

<※1> 賞与は支給対象月完了後に計上してください。

<※2> 通勤費は月ごとの計上とします。通勤費は、消費税を割り戻した税抜額を計上してください。

（通勤費以外の手当についても、支給額が確定しており前払いで支給される手当は経過月ごとに計上できることとします。）

<※3> 時間外手当はNEDO従事対象期間のみとします。

<※4> 各大学で規定されている手当を記載してください。（手当の種類ごとに列を分けて記載してください。）

<※5> 1ヶ月の労働時間：所定労働時間（有給を含む）＋所定外労働時間

<※6> 賞与対象期間の実労働時間の合計時間を記入してください(有給を含む)。

<※7> 時間数を按分する場合は按分後の時間数を記入してください。従事日誌記載の時間数と一致しないことがあります。

<※8> 賞与対象期間のNEDO従事時間の合計時間を記入してください。

<※9> 消費税相当額の金額を加算した合計額を労務費積算書に転記してください。
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「支出簿」、「労務費積算書」と「経費発生調書」との関係 （国立研究開発法人等用） 

 

支　出　簿　(国立研究開発法人等用） □□□□□□□□－□

２０２２年度

開　発　項　目：□□□□の基盤研究開発事業　／　□□□□の研究開発

契約管理番号：□□□□□□□□－□

委託先等名称：国立研究開発法人○○○機構 印

1.備品費

整理番号 関連番号 契約日 件名 契約済額 発生日 支出日 時間数 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額

KA0400021 4月20日 接続継手　KP700 110,160 4月20日 5月31日 426,762 426,762 0.00 2,987,334

KA0400043 4月22日 定電流電源装置 207,360 4月22日 6月30日 0 0 0 0.00 0

小計 317,520 294,000 0 0 0 0.00 0

　 2.消耗品費 0 0 0 0.00 0

整理番号 関連番号 契約日 件名 契約済額 発生日 支出日 0 0 0 0.00 0

KB0400051 4月15日 □□溶剤100リットル 99,360 4月15日 5月31日 0 0 0 0.00 0

KB0400063 4月16日 偏光レンズ一式 96,120 4月16日 6月30日 0 0 0 0.00 0

KB0400111 5月10日 特殊かご形電動機 84,240 5月10日 6月30日 0 0 0 0.00 0

　 小計 279,720 259,000 0 0 0 0.00 0

7.その他経費 0 0 0 0.00 0

整理番号 関連番号 契約日 件名 契約済額 発生日 支出日 0 0 0 0.00 0

KC0401001 4月23日 ○講演会×委員謝金 216,000 4月23日 4月23日 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0.00 0

0.00 0.00 426,762 0.00 426,762 0

２００万円以上の場合は契約相手先、法人番号を記載． 0.00 0.00 2,560,572 0.00 2,987,334

日 円 日 円

　＊１．登録研究員と補助員はそれぞれ別葉で作成してください。

　＊２．率専従者の場合は、単価、適用月、時間数欄を空欄とし、金額欄に月額を記入してください。

経費発生調書 ２０２２年度 （中間検査） □□□□□□□□－□

件　　名： □□□□の基盤研究開発事業

□□□□の研究開発

再委託等件名：

10.0% 10.0% ― ― ― ― ― ― 10.0%

25,327,000 25,327,000 2,859,348 9,420,546 8,631,176 0 0 0 0 20,911,070

2,468,000 2,468,000 294,000 1,246,000 5,400 1,545,400

9,800,000 9,800,000 259,000 4,789,010 3,344,000 8,392,010

5,250,000 5,250,000 1,707,048 1,280,286 1,490,286 4,477,620

32,000 32,000 8,000 8,000 8,000 24,000

2,345,000 2,345,000 245,700 1,109,600 567,890 1,923,190

5,432,000 5,432,000 345,600 987,650 3,215,600 4,548,850

2,532,000 2,532,000 2,091,107

27,859,000 27,859,000 23,002,177

2,228,720 2,228,720 1,840,174

30,087,720 30,087,720 24,842,351

30,087,720 30,087,720

①

②

③

④

⑤

⑥

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

中間検査 ２０２３年１月１５日 ２０２２年１２月３１日までの分 24,842,351 検査員

（自署欄）
　　○○○○　　　　●●●●

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

調書№

【中間検査・確定検査の実施状況】
支払対象額

(検査実施分)

(c)

【実績報告時記入欄】

調書種別 検査年月日 計上期間 ２０２３年１月１５日
総計D(NEDO負担額)における□□年度

支払対象額と限度額との差額(ｃ－a')

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ） 5,245,369 24,842,351

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額 24,842,351

合　計　Ｂ（＝Ⅰ＋Ⅱ） 4,856,823 23,002,177

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×８%) 388,546 1,840,174

　６．その他

Ⅱ．間接経費（＝Ⅰ×比率） 440,893 2,091,107

　２．消耗品費

　３．人件費

　４．光熱水費

　５．旅費

間接経費率 ―

Ⅰ．直接経費 4,415,930 20,911,070

　１．備品費

第４四半期 期中検査時に使用

修正累計額

Ｎ２年度

発生額合計

(b)

Ｎ１年度

限度額と

発生額合

計の

差額

(a'－b)

支払対象額

(c)
(b)か(a')の低い額

（間接経費は

小計×比率）

実績 ○月実績 ○月実績

項　　目

契約金額

(a)

Ｎ１年度

限度額

(a')

第１四半期 第２四半期 第３四半期

実績 実績 実績

  場合のみ記入 業務完了日： 　　年　月　日

再委託先等名称： 委託期間： ２０２２年4月1日～２０２３年2月28日

　　　ＮＥＤＯの ※負担割合のある 原契約日： ２０２２年4月15日

負担割合：

0.00 1,280,286

契約管理番号：

委託先名称： 国立研究開発法人○○○機構 ＮＥＤＯ担当部： ○○○○技術開発部

0.00 853,524 1,707,048 0.00 2,133,810

四半期別合計
第１四半期 第２四半期

0.00 1,707,048

年度内月別累計 0.00 426,762

426,762 0.00 426,762 853,524 0.00 426,762上期月別合計 0.00

×委員 216,000 16,000 200,000 0 0 0

0 0 0

債主名 支出額 消費税 税抜額 四半期毎集計 0 0 0

279,720 20,720 259,000 0 0 0

0 0 0

△△モータ 84,240 6,240 78,000 0 0

0

××光学 96,120 7,120 89,000 0 0 0

○×化学 99,360 7,360 92,000 0 0

0

債主名 支出額 消費税 税抜額 四半期毎集計 0 0 0

0

317,520 23,520 294,000 0 0 0

00 0

426,762

×××電機 207,360 15,360 192,000 0

426,762 426,762 853,524○○○工機 110,160 8,160 102,000 ○○　○○

0

６月 ７月 ８月 ９月 上期合計

氏名：

金額 時間数 金額 金額 時間数 金額時間数

再委託先等項目：

氏　名 単価 適用月
４月

開発項目： □□□□の基盤研究開発事業

５月

債主名 支出額 消費税 税抜額 四半期毎集計

委託先等名称： 国立研究開発法人○○○機構

□□□□の研究開発 業務管理者　所属：

別紙２-１-２ ２０２２年度  労務費積算書 契約管理番号：
別紙９

別紙１－１－２
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「月別項目別明細表」、「労務費積算書」と「経費発生調書」との関係 （大学用） 

  

□□□□□□□□－□

印

４月計

426,762 426,762 0.00 2,987,334

0 0 0 0.00 0

0 0 0 0.00 0

５月計 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0.00 0

0 0 0 0.00 0

６月計 0 0 0 0.00 0

第１四半期計 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0.00 0

0 0 0 0.00 0

７月計 0 0 0 0.00 0

0.00 0.00 426,762 0.00 426,762 2,987,334

第４四半期計 0.00 0.00 2,560,572 0.00 2,987,334

合　計

日 円 日 円

　＊１．登録研究員と補助員はそれぞれ別葉で作成してください。

　＊２．率専従者の場合は、時間数又は日数欄を空欄とし、金額欄に月額を記入してください。

２０２２年度　　月別項目別明細表 別紙２

経費発生調書 ２０２２年度 （中間検査） □□□□□□□□－□ 契約管理番号：□□□□□□□□－□

件　　名： □□□□の基盤研究開発事業 ○○の基盤研究開発事業

□□□□の研究開発 ○○の研究開発

再委託等件名： 国立大学法人○○○大学

第１四半期

No 検収日 精算日 消費税抜額 消費税込額

15.0% 15.0% ― ― ― ― ― ― 15.0%

22,827,000 22,827,000 3,879,578 8,366,546 8,617,776 0 0 0 0 20,863,900

9,800,000 9,800,000 1,581,230 4,789,010 3,344,000 9,714,240

5,250,000 5,250,000 1,707,048 1,480,286 1,490,286 4,677,620 9月計 200,000
2,345,000 2,345,000 245,700 1,109,600 567,890 1,923,190 ↑契約相手先欄は割愛

5,432,000 5,432,000 345,600 987,650 3,215,600 4,548,850

3,424,000 3,424,000 3,129,585

26,251,000 26,251,000 23,993,485

26,251,000 26,251,000

①

②

③

④

⑤

⑥

9/15 9/30 200,000

謝金

謝金は、「人件費・謝金」に計上してください

―

第４四半期 期中検査時に使用

件名

対象項目名：支払対象額

(c)
(b)か(a')の低い額

（間接経費は

小計×比率）

修正累計額

第３四半期第２四半期

再委託等項目：

委託先等名称：

開発項目：

○○講演会に係る○

委員ほかの謝金
1

0.00

別紙９別紙２

第２四半期

６月

金額

853,524

0

0

0

853,524

1,707,048

第１四半期

426,762

0

0

426,762

委託期間：

原契約日：

業務完了日：

3,129,585

23,993,485

23,993,485

総計D(NEDO負担額)におけるＮ１年度

支払対象額と限度額との差額(ｃ－a')

【実績報告時記入欄】

294,415

2,257,515

Ｎ１年度

発生額合計

(b)

Ｎ１年度

限度額と

発生額の

差額

(a'－b)

20,863,9001,963,100

　年　月　日

0.00

426,762

0

0

0

0.00

0.00

0

0

0

0

0

0.00

0.00

426,762

853,524

２０２２年4月1日～２０２３年2月28日

２０２２年4月15日

　　年　　月　　日

２０２３年１月１５日

実績

合計の内、ＮＥＤＯ負担額

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】

※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

計上期間

２０２３年１２月３１日までの分

　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日までの分

検査員

（自署欄）

  場合のみ記入

　　　ＮＥＤＯの

負担割合：

　２．人件費・謝金

検査年月日

再委託先等名称：

　　
※負担割合のある

項　　目

契約金額

(a)

Ｎ１年度

限度額

(a')

中間検査 ２０２３年１月１５日 23,993,485

　１．物品費

実績 ○月実績 ○月実績

　　○○○○　　　　●●●●
　　年　　月　　日

支払対象額

(検査実施分)

(c)調書種別

　３．旅費

　４．その他

Ⅱ．間接経費（＝Ⅰ×比率）

合　計　（＝Ⅰ＋Ⅱ）

間接経費率

Ⅰ．直接経費

実績 実績

1,280,286

委託先名称： 国立大学法人○○○大学 ○○○○技術開発部

1,707,048

契約管理番号：

ＮＥＤＯ担当部：

426,762

2,133,810

0.00

1,923,190
四半期別合計

上期月別合計

0.00

８月 ９月

116,550

○○　○○

時間数

又は

日数

金額

時間数

又は

日数

0

0

金額

４月

契約管理番号：

委託先等名称：

労務費積算書２０２２年度  

年度内月別累計

1,080,000

0

00

0

0

○○の基盤研究開発事業

0

国立大学法人○○○大学

6/25

426,762

上期合計旅費

氏　名 単価 適用月
金額

時間数

又は

日数

金額消費税抜額 消費税込額

時間数

又は

日数

管理者　所属：

金額

時間数

又は

日数

氏名：

対象項目名：

№ 検収日
精算日

（支払日）

支払金額

７月

委託先等名称： 国立大学法人○○○大学 再委託先等項目：

件名・出張日（期

間）、出張者・目的地
時間数

又は

日数

時間数

又は

日数

２０２２年度 月別項目別明細表

再委託等項目：

426,762

金額

○○の研究開発 ○○の研究開発

５月

1 4/30 5/10 116,550

契約管理番号： □□□□□□□□－□

開発項目： ○○の基盤研究開発事業 開発項目：

3 6/30 7/10

129,150

2 6/11

1,000,000 1,080,000

129,150

245,700

件名：第○回○○○○学会に参加、

出張期間：○年４月26～28日、出張

者：○○○○、目的地：○○○市

○○○○○に関する調査、○年6月9

～10日、○○○○、○○○○市及び

□□市

外国出張：○○○○国際学会に参

加、○年6月20～２8日、△△△△、

○○国○○○

法人番号契約先名称

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0

別紙１－１
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「支出簿」、「労務費積算書」と「経費発生調書」との関係 （国立研究開発法人等用） 

 

支　出　簿　(国立研究開発法人等用） □□□□□□□□－□

２０２２年度

開　発　項　目：□□□□の基盤研究開発事業　／　□□□□の研究開発

契約管理番号：□□□□□□□□－□

委託先等名称：国立研究開発法人○○○機構 印

1.備品費

整理番号 関連番号 契約日 件名 契約済額 発生日 支出日 時間数 時間数 金額 時間数 金額 時間数 金額

KA0400021 4月20日 接続継手　KP700 110,160 4月20日 5月31日 426,762 426,762 0.00 2,987,334

KA0400043 4月22日 定電流電源装置 207,360 4月22日 6月30日 0 0 0 0.00 0

小計 317,520 294,000 0 0 0 0.00 0

　 2.消耗品費 0 0 0 0.00 0

整理番号 関連番号 契約日 件名 契約済額 発生日 支出日 0 0 0 0.00 0

KB0400051 4月15日 □□溶剤100リットル 99,360 4月15日 5月31日 0 0 0 0.00 0

KB0400063 4月16日 偏光レンズ一式 96,120 4月16日 6月30日 0 0 0 0.00 0

KB0400111 5月10日 特殊かご形電動機 84,240 5月10日 6月30日 0 0 0 0.00 0

　 小計 279,720 259,000 0 0 0 0.00 0

7.その他経費 0 0 0 0.00 0

整理番号 関連番号 契約日 件名 契約済額 発生日 支出日 0 0 0 0.00 0

KC0401001 4月23日 ○講演会×委員謝金 216,000 4月23日 4月23日 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0.00 0

0.00 0.00 426,762 0.00 426,762 0

２００万円以上の場合は契約相手先、法人番号を記載． 0.00 0.00 2,560,572 0.00 2,987,334

日 円 日 円

　＊１．登録研究員と補助員はそれぞれ別葉で作成してください。

　＊２．率専従者の場合は、単価、適用月、時間数欄を空欄とし、金額欄に月額を記入してください。

経費発生調書 ２０２２年度 （中間検査） □□□□□□□□－□

件　　名： □□□□の基盤研究開発事業

□□□□の研究開発

再委託等件名：

10.0% 10.0% ― ― ― ― ― ― 10.0%

25,327,000 25,327,000 2,859,348 9,420,546 8,631,176 0 0 0 0 20,911,070

2,468,000 2,468,000 294,000 1,246,000 5,400 1,545,400

9,800,000 9,800,000 259,000 4,789,010 3,344,000 8,392,010

5,250,000 5,250,000 1,707,048 1,280,286 1,490,286 4,477,620

32,000 32,000 8,000 8,000 8,000 24,000

2,345,000 2,345,000 245,700 1,109,600 567,890 1,923,190

5,432,000 5,432,000 345,600 987,650 3,215,600 4,548,850

2,532,000 2,532,000 2,091,107

27,859,000 27,859,000 23,002,177

2,228,720 2,228,720 1,840,174

30,087,720 30,087,720 24,842,351

30,087,720 30,087,720

①

②

③

④

⑤

⑥

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

中間検査 ２０２３年１月１５日 ２０２２年１２月３１日までの分 24,842,351 検査員

（自署欄）
　　○○○○　　　　●●●●

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

調書№

【中間検査・確定検査の実施状況】
支払対象額

(検査実施分)

(c)

【実績報告時記入欄】

調書種別 検査年月日 計上期間 ２０２３年１月１５日
総計D(NEDO負担額)における□□年度

支払対象額と限度額との差額(ｃ－a')

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ） 5,245,369 24,842,351

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額 24,842,351

合　計　Ｂ（＝Ⅰ＋Ⅱ） 4,856,823 23,002,177

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×８%) 388,546 1,840,174

　６．その他

Ⅱ．間接経費（＝Ⅰ×比率） 440,893 2,091,107

　２．消耗品費

　３．人件費

　４．光熱水費

　５．旅費

間接経費率 ―

Ⅰ．直接経費 4,415,930 20,911,070

　１．備品費

第４四半期 期中検査時に使用

修正累計額

Ｎ２年度

発生額合計

(b)

Ｎ１年度

限度額と

発生額合

計の

差額

(a'－b)

支払対象額

(c)
(b)か(a')の低い額

（間接経費は

小計×比率）

実績 ○月実績 ○月実績

項　　目

契約金額

(a)

Ｎ１年度

限度額

(a')

第１四半期 第２四半期 第３四半期

実績 実績 実績

  場合のみ記入 業務完了日： 　　年　月　日

再委託先等名称： 委託期間： ２０２２年4月1日～２０２３年2月28日

　　　ＮＥＤＯの ※負担割合のある 原契約日： ２０２２年4月15日

負担割合：

0.00 1,280,286

契約管理番号：

委託先名称： 国立研究開発法人○○○機構 ＮＥＤＯ担当部： ○○○○技術開発部

0.00 853,524 1,707,048 0.00 2,133,810

四半期別合計
第１四半期 第２四半期

0.00 1,707,048

年度内月別累計 0.00 426,762

426,762 0.00 426,762 853,524 0.00 426,762上期月別合計 0.00

×委員 216,000 16,000 200,000 0 0 0

0 0 0

債主名 支出額 消費税 税抜額 四半期毎集計 0 0 0

279,720 20,720 259,000 0 0 0

0 0 0

△△モータ 84,240 6,240 78,000 0 0

0

××光学 96,120 7,120 89,000 0 0 0

○×化学 99,360 7,360 92,000 0 0

0

債主名 支出額 消費税 税抜額 四半期毎集計 0 0 0

0

317,520 23,520 294,000 0 0 0

00 0

426,762

×××電機 207,360 15,360 192,000 0

426,762 426,762 853,524○○○工機 110,160 8,160 102,000 ○○　○○

0

６月 ７月 ８月 ９月 上期合計

氏名：

金額 時間数 金額 金額 時間数 金額時間数

再委託先等項目：

氏　名 単価 適用月
４月

開発項目： □□□□の基盤研究開発事業

５月

債主名 支出額 消費税 税抜額 四半期毎集計

委託先等名称： 国立研究開発法人○○○機構

□□□□の研究開発 業務管理者　所属：

別紙２-１-２ ２０２２年度  労務費積算書 契約管理番号：
別紙９

別紙１－１－２
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「月別項目別明細表」、「労務費積算書」と「経費発生調書」との関係 （大学用） 

  

□□□□□□□□－□

印

４月計

426,762 426,762 0.00 2,987,334

0 0 0 0.00 0

0 0 0 0.00 0

５月計 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0.00 0

0 0 0 0.00 0

６月計 0 0 0 0.00 0

第１四半期計 0 0 0 0.00 0

0 0 0 0.00 0

0 0 0 0.00 0

７月計 0 0 0 0.00 0

0.00 0.00 426,762 0.00 426,762 2,987,334

第４四半期計 0.00 0.00 2,560,572 0.00 2,987,334

合　計

日 円 日 円

　＊１．登録研究員と補助員はそれぞれ別葉で作成してください。

　＊２．率専従者の場合は、時間数又は日数欄を空欄とし、金額欄に月額を記入してください。

２０２２年度　　月別項目別明細表 別紙２

経費発生調書 ２０２２年度 （中間検査） □□□□□□□□－□ 契約管理番号：□□□□□□□□－□

件　　名： □□□□の基盤研究開発事業 ○○の基盤研究開発事業

□□□□の研究開発 ○○の研究開発

再委託等件名： 国立大学法人○○○大学

第１四半期

No 検収日 精算日 消費税抜額 消費税込額

15.0% 15.0% ― ― ― ― ― ― 15.0%

22,827,000 22,827,000 3,879,578 8,366,546 8,617,776 0 0 0 0 20,863,900

9,800,000 9,800,000 1,581,230 4,789,010 3,344,000 9,714,240

5,250,000 5,250,000 1,707,048 1,480,286 1,490,286 4,677,620 9月計 200,000
2,345,000 2,345,000 245,700 1,109,600 567,890 1,923,190 ↑契約相手先欄は割愛

5,432,000 5,432,000 345,600 987,650 3,215,600 4,548,850

3,424,000 3,424,000 3,129,585

26,251,000 26,251,000 23,993,485

26,251,000 26,251,000

①

②

③

④

⑤

⑥

9/15 9/30 200,000

謝金

謝金は、「人件費・謝金」に計上してください

―

第４四半期 期中検査時に使用

件名

対象項目名：支払対象額

(c)
(b)か(a')の低い額

（間接経費は

小計×比率）

修正累計額

第３四半期第２四半期

再委託等項目：

委託先等名称：

開発項目：

○○講演会に係る○

委員ほかの謝金
1

0.00

別紙９別紙２

第２四半期

６月

金額

853,524

0

0

0

853,524

1,707,048

第１四半期

426,762

0

0

426,762

委託期間：

原契約日：

業務完了日：

3,129,585

23,993,485

23,993,485

総計D(NEDO負担額)におけるＮ１年度

支払対象額と限度額との差額(ｃ－a')

【実績報告時記入欄】

294,415

2,257,515

Ｎ１年度

発生額合計

(b)

Ｎ１年度

限度額と

発生額の

差額

(a'－b)

20,863,9001,963,100

　年　月　日

0.00

426,762

0

0

0

0.00

0.00

0

0

0

0

0

0.00

0.00

426,762

853,524

２０２２年4月1日～２０２３年2月28日

２０２２年4月15日

　　年　　月　　日

２０２３年１月１５日

実績

合計の内、ＮＥＤＯ負担額

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】

※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

計上期間

２０２３年１２月３１日までの分

　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日までの分

検査員

（自署欄）

  場合のみ記入

　　　ＮＥＤＯの

負担割合：

　２．人件費・謝金

検査年月日

再委託先等名称：

　　
※負担割合のある

項　　目

契約金額

(a)

Ｎ１年度

限度額

(a')

中間検査 ２０２３年１月１５日 23,993,485

　１．物品費

実績 ○月実績 ○月実績

　　○○○○　　　　●●●●
　　年　　月　　日

支払対象額

(検査実施分)

(c)調書種別

　３．旅費

　４．その他

Ⅱ．間接経費（＝Ⅰ×比率）

合　計　（＝Ⅰ＋Ⅱ）

間接経費率

Ⅰ．直接経費

実績 実績

1,280,286

委託先名称： 国立大学法人○○○大学 ○○○○技術開発部

1,707,048

契約管理番号：

ＮＥＤＯ担当部：

426,762

2,133,810

0.00

1,923,190
四半期別合計

上期月別合計

0.00

８月 ９月

116,550

○○　○○

時間数

又は

日数

金額

時間数

又は

日数

0

0

金額

４月

契約管理番号：

委託先等名称：

労務費積算書２０２２年度  

年度内月別累計

1,080,000

0

00

0

0

○○の基盤研究開発事業

0

国立大学法人○○○大学

6/25

426,762

上期合計旅費

氏　名 単価 適用月
金額

時間数

又は

日数

金額消費税抜額 消費税込額

時間数

又は

日数

管理者　所属：

金額

時間数

又は

日数

氏名：

対象項目名：

№ 検収日
精算日

（支払日）

支払金額

７月

委託先等名称： 国立大学法人○○○大学 再委託先等項目：

件名・出張日（期

間）、出張者・目的地
時間数

又は

日数

時間数

又は

日数

２０２２年度 月別項目別明細表

再委託等項目：

426,762

金額

○○の研究開発 ○○の研究開発

５月

1 4/30 5/10 116,550

契約管理番号： □□□□□□□□－□

開発項目： ○○の基盤研究開発事業 開発項目：

3 6/30 7/10

129,150

2 6/11

1,000,000 1,080,000

129,150

245,700

件名：第○回○○○○学会に参加、

出張期間：○年４月26～28日、出張

者：○○○○、目的地：○○○市

○○○○○に関する調査、○年6月9

～10日、○○○○、○○○○市及び

□□市

外国出張：○○○○国際学会に参

加、○年6月20～２8日、△△△△、

○○国○○○

法人番号契約先名称

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0

別紙１－１



- 19 - 

（２） 経費発生調書作成上の注意点 

 

経費発生調書は、原則、委託契約書上の事業者別に作成することが必要です。例えば、委託先が連名方式（共同受託）であれば、事業者別の経

費発生調書を作成することが必要です。 

 

＜経費発生調書が複数必要となる場合＞ 

• 委託先と契約関係にある再委託先、共同実施先がある場合や、研究組合方式により研究分担先と委託業務を実施している場合は、委託

先の経費発生調書の他に、再委託先、共同実施先、研究分担先別の経費発生調書を作成してください。また、委託先と経理処理を別にし

ている分室がある場合にも、分室別の経費発生調書を作成してください。 

 

＜他様式の経費発生調書が必要となる場合＞ 

• ２０１４年度以前に標準契約約款に特別約款を付して委託契約した国立機関等（独立行政法人、大学等）で且つ継続案件の場合は、それ

ぞれの特別約款で定められた様式の調書（独立行政法人用「経費発生調書」等）を作成してください。 

• 再委託先・共同実施先が国立機関等の場合は、当該機関の受託規程等で定められた様式の調書（国立・公立機関は「決算報告書」及び

「収支決算書」等）を作成してください。なお、これらの場合、NEDO 委託契約で定めた本書に示す様式の経費発生調書の作成は不要で

す。 

 

＜経費発生調書【総括表】が必要となる場合＞ 

• 委託先の他に、再委託先・共同実施先・研究分担先・分室（別経理）といった複数の経費発生調書がある場合は、年度末中間検査時な

らびに確定検査時に経費発生調書【総括表】（以下、「総括表」といいます）を作成してください。 

 

＜流用について＞ 

• 委託先分、再委託先、共同実施先、研究分担先、分室（別経理）それぞれで、年度限度額の合計２０％を超えて流用することはできません。

必要な場合は実施計画変更届出書の提出が必要となります。ただし、大学・国立研究開発法人等用契約約款で締結している大学等は除

きます。 
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５．経費発生調書 

委託業務を遂行する上で、実際に発生し支払を行った委託費対象経費を経費発生調書に計上します。この経費発生調書を用いて検査を行いま

す。 

（１）経費発生調書の様式 

経 費 発 生 調 書 は 、 契 約 約 款 毎 に 定 め て あ り ま す の で 、 「 委 託 事 業 の 手 続 き ： 約 款 ・ 様 式 」 の ペ ー ジ

(https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/yakkan.html）から当該委託事業の標準契約書のページへ移動し、約款別表から様式をダウンロードして記

入してください。 

経費発生調書の様式は、標準契約約款、大学・国立研究開発法人等用の契約約款によって、「一般用」「大学用」「国立研究開発法人等」の積算項

目に違いがあるものの、業務委託契約、共同研究契約など、契約の種類による様式※の違いはありません。また、単年度契約、複数年度契約の契

約形態、若しくは委託先、再委託先等事業者の分類の違いはあるものの利用する経費発生調書に違いはありません。 

※ ただし、調査委託契約の場合は約款の積算項目に基づき、経費発生調書様式の大項目「Ⅰ．機械装置等費」は適用しません。従って、Ⅱ「労務

費」をⅠに、Ⅲ「その他経費」をⅡに、Ⅳ「間接経費」をⅢに読み替えます。 

【経費発生調書エクセルファイルの注意点】 

① ファイルの動作環境 

表計算ソフトエクセル （Microsoft Office Excel 2000 以上） 

② セルの設定 

予め計算式の入っているセルは赤字で表示され、書き込み禁止の設定（パスワードによる保護設定）がされています。 

（やむを得ず、書き込み禁止のセルを修正する場合は、ＮＥＤＯの担当部までご連絡ください。） 

黄色のセル（青字で表示）は、予め計算式が入っていますが、修正は可能です。 

空白セルのデータを入力した箇所は青字で表示されます。 
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「 経 費 発 生 調 書 」 様 式 （一般用） 

 

 

（中間検査・年度末中間検査・確定検査・概算払）
件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

0.0% 0.0% ― ― ― ― ― ― ― 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 ←流用減額計 0

0 0 0 0 0 ←流用制限額 0

0 0 0

　　年　　月　　日

①

②

③

④

⑤ 2019年度

⑥ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

経費発生調書　２０□□年度

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　４．諸経費

小　計　Ａ（＝Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅳ．間接経費（＝Ａ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ａ＋Ⅳ）

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×８%)

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

　１．研究員費

　２．補助員費

Ⅲ．その他経費

　１．消耗品費

　２．旅費

　３．外注費

間接経費率

Ⅰ．機械装置等費

　１．土木・建築工事費

※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

検査員

（自署欄）　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

【実績報告時記入欄】

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(ｅ)

総計D(NEDO負担額)におけるＮ1年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')

調書種別 検査年月日 計上期間

　２．機械装置等製作・購入費

　３．保守・改造修理費

Ⅱ．労務費

流用後の

合計額

(d)

(＝a'＋c)

支払対象額

(e)
(b)か(d)の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 実績 実績 □月実績 □月実績

第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度

発生額合計

(b)

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

流用する

増減の額

(c)

項　　目

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

第１四半期 第２四半期 第３四半期

　　場合のみ記入 業務完了日： 　　年 　月 　日

再委託先等名称： 委託期間： 　　年 　月 　日～　　年 　月　　日

※負担割合のある 原契約日： 　　年 　月 　日

契約管理番号： □□□□□□□□－□

委託先名称： ＮＥＤＯ担当部：

別紙１－１1)

2)

3)

4)

5)

6)

7)

8)
9)

10)
11)

12)

13) 14) 16) 17) 18)

19)

21)20)
22) 23) 24) 25)

26)

29)

28)

27)

15)

一般用

最新版使用

のこと

プルダウンで
8%,10%選択 

- 20 - 

＜委託先等が免税事業者又は海外企業である場合の消費税の扱い＞ 

• 免税事業者の場合、経費発生調書の「消費税及び地方消費税Ｃ」の行の数値欄（流用制限額欄を除く）は、計算式を削除して「0（ゼロ）」入

力してください。（例４―１ Ｐ．３０等参照） 

• 海外企業等が再委託先の場合、総括表の該当する企業欄の経費列の右列欄を使用して、委託先等名称欄に「消費税等」と記入して消費

税及び地方消費税の金額のみを記入してください。（例７ Ｐ．３６等参照） 

 

＜経費発生調書を修正する際の注意＞ 

• 過去、中間検査でＮＥＤＯが確認した経費発生調書上の数字は、遡って（上書き）修正は一切出来ません。 

修正が必要な場合は、「修正額内訳書（例６－１、例６－２ Ｐ．３４参照）」を作成し、経費発生調書の「修正累計額欄」を使って修正してく

ださい。（例６－３ Ｐ．３５参照） 

• 概算払を受けるため、ＮＥＤＯへ「経費発生調書」を提出している場合についても、請求額の受領とは関係なく、数字の修正は一切出来ま

せん。 

• 修正累計額欄を用いて修正金額を反映させる際、「修正額内訳書」に直近調書№、修正対象項目、修正対象月、修正前の額、修正後の

額、修正金額及び修正理由を記入してください。 

• 当該年度中の計算ミス等による修正、未計上分の追加は、「修正額内訳書」に内訳を記入のうえ修正累計額欄に計上してください。 

（注意：過年度分の未計上分は計上できません。また、過年度分について、単価等に誤りのある事が判明した場合、減額修正は行います

が、増額修正はできません。） 

 

＜複数年度契約で限度額の変更を行った場合の限度額＞ 

• 実施計画変更申請により、「前倒し」、「後倒し」による当該年度限度額の変更を行った場合は、当該年度限度額欄に変更後の限度額を記

入してください。 

• 変更契約により、契約金額の増額変更を行った場合は、変更契約書における限度額を当該年度限度額欄に記入するとともに、変更契約

金額を契約金額欄に記入してください。 

 

＜その他＞ 

• 経費発生調書を作成するときの対象期間において、経費が発生していない場合でも空白にはせず、「０（ゼロ）」を記入してください。 
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力してください。（例４―１ Ｐ．３０等参照） 

• 海外企業等が再委託先の場合、総括表の該当する企業欄の経費列の右列欄を使用して、委託先等名称欄に「消費税等」と記入して消費

税及び地方消費税の金額のみを記入してください。（例７ Ｐ．３６等参照） 

 

＜経費発生調書を修正する際の注意＞ 

• 過去、中間検査でＮＥＤＯが確認した経費発生調書上の数字は、遡って（上書き）修正は一切出来ません。 

修正が必要な場合は、「修正額内訳書（例６－１、例６－２ Ｐ．３４参照）」を作成し、経費発生調書の「修正累計額欄」を使って修正してく

ださい。（例６－３ Ｐ．３５参照） 

• 概算払を受けるため、ＮＥＤＯへ「経費発生調書」を提出している場合についても、請求額の受領とは関係なく、数字の修正は一切出来ま

せん。 

• 修正累計額欄を用いて修正金額を反映させる際、「修正額内訳書」に直近調書№、修正対象項目、修正対象月、修正前の額、修正後の

額、修正金額及び修正理由を記入してください。 

• 当該年度中の計算ミス等による修正、未計上分の追加は、「修正額内訳書」に内訳を記入のうえ修正累計額欄に計上してください。 

（注意：過年度分の未計上分は計上できません。また、過年度分について、単価等に誤りのある事が判明した場合、減額修正は行います

が、増額修正はできません。） 

 

＜複数年度契約で限度額の変更を行った場合の限度額＞ 

• 実施計画変更申請により、「前倒し」、「後倒し」による当該年度限度額の変更を行った場合は、当該年度限度額欄に変更後の限度額を記

入してください。 

• 変更契約により、契約金額の増額変更を行った場合は、変更契約書における限度額を当該年度限度額欄に記入するとともに、変更契約

金額を契約金額欄に記入してください。 

 

＜その他＞ 

• 経費発生調書を作成するときの対象期間において、経費が発生していない場合でも空白にはせず、「０（ゼロ）」を記入してください。 
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「 経 費 発 生 調 書 」 様 式 （国立研究開発法人等用） 

 
 

□□年度 （中間検査・年度末中間検査・確定検査・概算払） □□□□□□□□－□

件　　名：

再委託等件名：

0.0% 0.0% ― ― ― ― ― ― ― 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0

　　年　　月　　日

①

②

③

④

⑤ 2019年度

⑥

契約管理番号：

委託先名称： ＮＥＤＯ担当部：

経費発生調書(国立研究開発法人用)

再委託先等名称： 委託期間： 　　年 　月 　日～　　年 　月　　日

業務完了日： 　　年 　月 　日

原契約日： 　　年 　月 　日
ＮＥＤＯの負担割合：

第１四半期 第２四半期 第３四半期

※負担割合のある場合のみ記入

　４．光熱水費

支払対象額

(c)
(b)か(a')の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 実績 実績 □月実績 □月実績

第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度

発生額合計

(b)

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

項　　目

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

間接経費率

Ⅰ．直接経費

　１．備品費

　２．消耗品費

　３．人件費

Ⅱ．間接経費（＝Ⅰ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ⅰ＋Ⅱ）

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×８%)

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

　５．旅費

　６．その他

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

【実績報告時記入欄】

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(ｅ)

総計D(NEDO負担額)におけるＮ1年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')

調書種別 検査年月日 計上期間 検査員

（自署欄）　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

別紙１－１－２
1)

2)

3)

4)

5)

6)

7)

8)
9)

10)
11)

12)

13) 14) 16) 17) 18)

19)

21)20)
22) 25)

26)

29)

28)

27)

15)

国立研究開

発法人等用

プルダウンで
8%,10%選択 
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「 経 費 発 生 調 書 」 様 式 （大学用） 

 

 

（中間検査・年度末中間検査・確定検査・概算払） □□□□□□□□－□

件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

0.0% 0.0% ― ― ― ― ― ― ― 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0

①

②

③

④

⑤ 2019年度

⑥ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　４．その他

Ⅱ．間接経費（＝Ⅰ×比率）

合　計　（＝Ⅰ＋Ⅱ）

合計の内、ＮＥＤＯ負担額

　３．旅費

※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

【実績報告時記入欄】

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(c)

　　年　　月　　日
総計D(NEDO負担額)におけるＮ１年度

支払対象額と限度額との差額(ｃ－a')

調書種別 検査年月日 計上期間 検査員

（自署欄）　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

Ⅰ．直接経費

　１．物品費

　２．人件費・謝金

実績 実績

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

支払対象額

(c)
(b)か(a')の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

□月実績 □月実績

間接経費率

実績 実績

項　　目

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度

発生額合計

(b)

※負担割合のある 原契約日： 　　年 　月 　日

　　場合のみ記入 業務完了日： 　　年 　月 　日

再委託先等名称： 委託期間： 　　年 　月 　日～　　年 　月　　日

契約管理番号：

委託先名称： ＮＥＤＯ担当部：

経費発生調書　２０□□年度
別紙１－１－１

2)

3)

4)

12)

13)

1)

14)

5)

6)

7)

8)

9)

10)

11)

15) 16) 17) 18)

19)

20) 21)
22)

27)26)

28)

25)

29)

大学用
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「 経 費 発 生 調 書 」 様 式 （国立研究開発法人等用） 

 
 

□□年度 （中間検査・年度末中間検査・確定検査・概算払） □□□□□□□□－□

件　　名：

再委託等件名：

0.0% 0.0% ― ― ― ― ― ― ― 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0

　　年　　月　　日

①

②

③

④

⑤ 2019年度

⑥

契約管理番号：

委託先名称： ＮＥＤＯ担当部：

経費発生調書(国立研究開発法人用)

再委託先等名称： 委託期間： 　　年 　月 　日～　　年 　月　　日

業務完了日： 　　年 　月 　日

原契約日： 　　年 　月 　日
ＮＥＤＯの負担割合：

第１四半期 第２四半期 第３四半期

※負担割合のある場合のみ記入

　４．光熱水費

支払対象額

(c)
(b)か(a')の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 実績 実績 □月実績 □月実績

第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度

発生額合計

(b)

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

項　　目

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

間接経費率

Ⅰ．直接経費

　１．備品費

　２．消耗品費

　３．人件費

Ⅱ．間接経費（＝Ⅰ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ⅰ＋Ⅱ）

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×８%)

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

　５．旅費

　６．その他

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

【実績報告時記入欄】

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(ｅ)

総計D(NEDO負担額)におけるＮ1年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')

調書種別 検査年月日 計上期間 検査員

（自署欄）　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

別紙１－１－２
1)

2)

3)

4)

5)

6)

7)

8)
9)

10)
11)

12)

13) 14) 16) 17) 18)

19)

21)20)
22) 25)

26)

29)

28)

27)

15)

国立研究開

発法人等用

プルダウンで
8%,10%選択 
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「 経 費 発 生 調 書 」 様 式 （大学用） 

 

 

（中間検査・年度末中間検査・確定検査・概算払） □□□□□□□□－□

件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

0.0% 0.0% ― ― ― ― ― ― ― 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0

①

②

③

④

⑤ 2019年度

⑥ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　４．その他

Ⅱ．間接経費（＝Ⅰ×比率）

合　計　（＝Ⅰ＋Ⅱ）

合計の内、ＮＥＤＯ負担額

　３．旅費

※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

【実績報告時記入欄】

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(c)

　　年　　月　　日
総計D(NEDO負担額)におけるＮ１年度

支払対象額と限度額との差額(ｃ－a')

調書種別 検査年月日 計上期間 検査員

（自署欄）　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

Ⅰ．直接経費

　１．物品費

　２．人件費・謝金

実績 実績

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

支払対象額

(c)
(b)か(a')の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

□月実績 □月実績

間接経費率

実績 実績

項　　目

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度

発生額合計

(b)

※負担割合のある 原契約日： 　　年 　月 　日

　　場合のみ記入 業務完了日： 　　年 　月 　日

再委託先等名称： 委託期間： 　　年 　月 　日～　　年 　月　　日

契約管理番号：

委託先名称： ＮＥＤＯ担当部：

経費発生調書　２０□□年度
別紙１－１－１

2)

3)

4)

12)

13)

1)

14)

5)

6)

7)

8)

9)

10)

11)

15) 16) 17) 18)

19)

20) 21)
22)

27)26)

28)

25)

29)

大学用
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９） 委託期間 

契約書で定められた委託期間（再委託先等の場合、再委託契約書等で定められた委託期間）を記入してください。 

10） 原契約日 

当初の契約締結日（再委託先等の場合、再委託契約書等の契約締結日）を記入してください。 

11） 業務完了日 

確定検査時のみ実績報告書に記載する業務完了日を記入してください。 
（再委託先等の業務完了日は、委託先へ提出する実績報告書の業務完了日を記入してください。） 

12） 間接経費率 

「契約金額」欄には契約書の間接経費率を記入してください。 
「当年度限度額」欄には、当該年度の間接経費率を記入してください。 
間接経費率の考え方については、委託業務事務処理マニュアル（間接経費について）を参照してください。 

13） 契約金額(a) 

検査時点における直近の契約金額を記入してください。（2 年度目以降は中項目の金額は入力はしなくても可） 
複数年度契約では、複数年度全体の契約金額を記入してください。 

14） 当年度限度額(a’) 

当該年度の限度額を記入してください。単年度契約では契約金額(a)と同額を記入してください。 

15） 第１四半期 

月別項目別明細表・労務費積算書の４～６月分の経費発生額を記入してください。 

16） 第２四半期 

月別項目別明細表・労務費積算書の７～９月分の経費発生額を記入してください。 

17） 第３四半期 

月別項目別明細表・労務費積算書の１０～１２月分の経費発生額を記入してください。 

18） 第４四半期 

月別項目別明細表・労務費積算書の１～３月分の経費発生額を記入してください。 
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（３） 経費発生調書の記入要領 
（大学用の様式においては、「総計Ｄ」は「合計」に、英字「ｅ」は「ｃ」と読み替えます。 
 国立研究開発法人等用の様式においては、英字「ｅ」は「ｃ」と読み替えます。） 
 

１） 表題 

経費発生調書の使用目的に応じ、表題の（中間検査）・（年度末中間検査）・（確定検査）・（概算払）の中から選択してください。 
（概算払）は、国からの補助金により委託事業を行っている場合のみ使用します。 

２） 委託先名称 

委託先の名称を記入してください。 

３） 再委託先等名称 

再委託先等の経費発生調書の場合は、この欄に再委託先等の名称を記入してください。 
再委託先等とは、再委託先、共同実施先、研究分担先、分室（別経理）のことです。 

４） ＮＥＤＯの負担割合 

契約上、負担割合が定められている場合は、負担割合を分数で記入してください。 
負担割合が定められている場合、「総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額」の行（一般用はａ、ａ’、ｅの欄、大学用、国立研究開発法人等用はａ、ａ’、ｃの欄）には、
「総計Ｄ×負担割合」で計算された金額が表示されます。（空白の場合は、「総計Ｄ」と同額になります。） 

５） 件名 

委託契約書中の件名を記入してください。 

６） 再委託等件名 

再委託先等の経費発生調書の場合は、この欄に再委託契約書等の件名を記入してください。 

７） 契約管理番号 

ＮＥＤＯと委託契約を締結する際に通知された契約管理番号を記入してください。 
再委託先等で作成される経費発生調書等についても同一番号を記入してください。 

８） ＮＥＤＯの担当部 

当該契約のＮＥＤＯの担当部名を記入してください。 
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９） 委託期間 

契約書で定められた委託期間（再委託先等の場合、再委託契約書等で定められた委託期間）を記入してください。 

10） 原契約日 

当初の契約締結日（再委託先等の場合、再委託契約書等の契約締結日）を記入してください。 

11） 業務完了日 

確定検査時のみ実績報告書に記載する業務完了日を記入してください。 
（再委託先等の業務完了日は、委託先へ提出する実績報告書の業務完了日を記入してください。） 

12） 間接経費率 

「契約金額」欄には契約書の間接経費率を記入してください。 
「当年度限度額」欄には、当該年度の間接経費率を記入してください。 
間接経費率の考え方については、委託業務事務処理マニュアル（間接経費について）を参照してください。 

13） 契約金額(a) 

検査時点における直近の契約金額を記入してください。（2 年度目以降は中項目の金額は入力はしなくても可） 
複数年度契約では、複数年度全体の契約金額を記入してください。 

14） 当年度限度額(a’) 

当該年度の限度額を記入してください。単年度契約では契約金額(a)と同額を記入してください。 

15） 第１四半期 

月別項目別明細表・労務費積算書の４～６月分の経費発生額を記入してください。 

16） 第２四半期 

月別項目別明細表・労務費積算書の７～９月分の経費発生額を記入してください。 

17） 第３四半期 

月別項目別明細表・労務費積算書の１０～１２月分の経費発生額を記入してください。 

18） 第４四半期 

月別項目別明細表・労務費積算書の１～３月分の経費発生額を記入してください。 
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（３） 経費発生調書の記入要領 
（大学用の様式においては、「総計Ｄ」は「合計」に、英字「ｅ」は「ｃ」と読み替えます。 
 国立研究開発法人等用の様式においては、英字「ｅ」は「ｃ」と読み替えます。） 
 

１） 表題 

経費発生調書の使用目的に応じ、表題の（中間検査）・（年度末中間検査）・（確定検査）・（概算払）の中から選択してください。 
（概算払）は、国からの補助金により委託事業を行っている場合のみ使用します。 

２） 委託先名称 

委託先の名称を記入してください。 

３） 再委託先等名称 

再委託先等の経費発生調書の場合は、この欄に再委託先等の名称を記入してください。 
再委託先等とは、再委託先、共同実施先、研究分担先、分室（別経理）のことです。 

４） ＮＥＤＯの負担割合 

契約上、負担割合が定められている場合は、負担割合を分数で記入してください。 
負担割合が定められている場合、「総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額」の行（一般用はａ、ａ’、ｅの欄、大学用、国立研究開発法人等用はａ、ａ’、ｃの欄）には、
「総計Ｄ×負担割合」で計算された金額が表示されます。（空白の場合は、「総計Ｄ」と同額になります。） 

５） 件名 

委託契約書中の件名を記入してください。 

６） 再委託等件名 

再委託先等の経費発生調書の場合は、この欄に再委託契約書等の件名を記入してください。 

７） 契約管理番号 

ＮＥＤＯと委託契約を締結する際に通知された契約管理番号を記入してください。 
再委託先等で作成される経費発生調書等についても同一番号を記入してください。 

８） ＮＥＤＯの担当部 

当該契約のＮＥＤＯの担当部名を記入してください。 
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24） 流用後の合計額(d) ＜大学用、国立研究開発法人等用の様式に本項目はありません。＞ 

流用した結果、大項目Ⅰ～Ⅳの契約金額（複数年度契約では限度額）がそれぞれいくらになったのかが確認できます。 

25） 支払対象額(e) ＜大学用、国立研究開発法人等用の様式では支払対象額(c)＞ 

「当年度限度額（ａ’）」を上限として、「当年度発生額合計(b)」又は「流用後の合計額(d)」のいずれか低い金額が表示されます。 

「支払対象額(e)」における「総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額」欄に、支払いの対象となる額が表示されます。（太枠セル） 

26） 【中間検査・確定検査の実施状況】 

中間検査、確定検査のために経費発生調書を作成する際には、この欄に、現在までの中間検査、確定検査の実施状況を記入し、記録とし

て残してください。 

「支払対象額（検査実施分）（ｅ）」欄は「支払対象額（ｅ）」の「総計Ｄ」の額をもとに記入してください。 

複数年度契約の２年度目以降は、前年度までの検査実施状況は、各年度末中間検査の実施状況を記入してください。 

なお、「計上期間」は、中間検査、年度末中間検査は対象となる月の末日を、確定検査は検査対象となる日付までを記入してください。 

27） 年月日 

検査を行った検査員が、検査した日を記載します。（作成時は、空白としてください。） 

28） 検査員（自署欄） 

検査を行った検査員がサイン（自署）する欄です。 

代表委託者等が再委託先、共同実施先等又は連名契約における代表委託先以外の委託先を検査した場合は、ＮＥＤＯの検査員と区別する

ため、氏名だけではなく法人名も記入してください。 

<注１> 代表委託者等とは、再委託先、共同実施先等がある委託先又は代表委託先です。 

<注２> 代表委託者等による確定検査（年度末中間検査）は、ＮＥＤＯの行う確定検査（年度末中間検査）以前に行ってください。 

29） 【実績報告時記入欄】 

「確定検査」時と「年度末中間検査」時のみ「総計Ｄ（ＮＥＤＯ負担額）における当該年度の支払対象額と限度額の差額（e－a’）」が表示されま

す。  
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19） 期中検査時に使用 

四半期の途中月で中間検査を受検した場合、途中月までの経費を□月（途中月）実績として左欄に記入し、あわせて当該四半期実績欄へ

同額を転記してください。次回検査時には、残り月の経費を□月（残り月）実績として右欄に記入し、当該四半期の実績欄の経費を途中月＋

残り月の合計額に変更してください。 

<例> ４～１０月までの中間検査を受検した場合 

①中間検査時には、「１０月実績」として、１０月分の経費を左欄に記入し、同額を第３四半期実績欄に転記します。 

（例４－１ Ｐ．３０、例４－２ Ｐ．３１参照） 

②次回検査時には、「１１月・１２月実績」として、１１月、１２月分の合計実績額を右欄に記入し、第３四半期実績欄を１０月～１２月の

合計実績額に変更します。（例５－１ Ｐ．３２、例５－２ Ｐ．３３参照） 

20） 修正累計額 

既検査額に修正が生じた場合は、「修正額内訳書（例６－１、例６－２ Ｐ．３４）」に修正の内容を記入したうえで、その項目における修正額

の累計額を、この欄に記入してください。（例６－３ Ｐ．３５参照） 

21） 発生額合計(b) 

第１四半期実績額から修正累計額までの合計が項目別に自動計算により表示されます。 

「総計Ｄ」には、経費発生額の合計が表示されます。 

22） 当年度限度金額と発生額合計の差額（a－b） 

契約金額から発生額合計を引いた金額、すなわち、残っている契約金額が表示されます。 

複数年度契約の場合は、「当年度限度額(a’)と当年度発生額合計(b)の差額」が表示されます。 

23） 流用する増減の額(c) ＜大学用、国立研究開発法人等用の様式に本項目はありません。＞ 

発生額合計が契約金額に達しない大項目があった場合に、その未達の契約金額を他の発生額が超過している大項目へ移すことができると

したもので、契約金額未達の大項目欄に、他へ移す金額をマイナスの額で記入し、契約金額を超過した大項目欄に、他から移ってくる契約

金額をプラスの額で記入します。 

「流用減額計」欄には、流用によってマイナスした額（他の大項目へ移した額）の合計が表示され、流用制限額との確認ができます。 

「流用制限額」欄には、年度限度額「小計Ａ」の２０％の額が表示され、いくらまで流用可能なのかが確認できます。 

<流用とは> 委託期間中において、実施計画書の委託費項目別明細表に記載された大項目（Ⅰ～Ⅲ）の経費の配分額について、発

生額が契約時の金額を下回る項目と契約時の金額を上回る項目がある場合、その大項目間で契約時の大項目毎の経

費配分額を移動することをいいます。 



- 27 - 

24） 流用後の合計額(d) ＜大学用、国立研究開発法人等用の様式に本項目はありません。＞ 

流用した結果、大項目Ⅰ～Ⅳの契約金額（複数年度契約では限度額）がそれぞれいくらになったのかが確認できます。 

25） 支払対象額(e) ＜大学用、国立研究開発法人等用の様式では支払対象額(c)＞ 

「当年度限度額（ａ’）」を上限として、「当年度発生額合計(b)」又は「流用後の合計額(d)」のいずれか低い金額が表示されます。 

「支払対象額(e)」における「総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額」欄に、支払いの対象となる額が表示されます。（太枠セル） 

26） 【中間検査・確定検査の実施状況】 

中間検査、確定検査のために経費発生調書を作成する際には、この欄に、現在までの中間検査、確定検査の実施状況を記入し、記録とし

て残してください。 

「支払対象額（検査実施分）（ｅ）」欄は「支払対象額（ｅ）」の「総計Ｄ」の額をもとに記入してください。 

複数年度契約の２年度目以降は、前年度までの検査実施状況は、各年度末中間検査の実施状況を記入してください。 

なお、「計上期間」は、中間検査、年度末中間検査は対象となる月の末日を、確定検査は検査対象となる日付までを記入してください。 

27） 年月日 

検査を行った検査員が、検査した日を記載します。（作成時は、空白としてください。） 

28） 検査員（自署欄） 

検査を行った検査員がサイン（自署）する欄です。 

代表委託者等が再委託先、共同実施先等又は連名契約における代表委託先以外の委託先を検査した場合は、ＮＥＤＯの検査員と区別する

ため、氏名だけではなく法人名も記入してください。 

<注１> 代表委託者等とは、再委託先、共同実施先等がある委託先又は代表委託先です。 

<注２> 代表委託者等による確定検査（年度末中間検査）は、ＮＥＤＯの行う確定検査（年度末中間検査）以前に行ってください。 

29） 【実績報告時記入欄】 

「確定検査」時と「年度末中間検査」時のみ「総計Ｄ（ＮＥＤＯ負担額）における当該年度の支払対象額と限度額の差額（e－a’）」が表示されま

す。  
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19） 期中検査時に使用 

四半期の途中月で中間検査を受検した場合、途中月までの経費を□月（途中月）実績として左欄に記入し、あわせて当該四半期実績欄へ

同額を転記してください。次回検査時には、残り月の経費を□月（残り月）実績として右欄に記入し、当該四半期の実績欄の経費を途中月＋

残り月の合計額に変更してください。 

<例> ４～１０月までの中間検査を受検した場合 

①中間検査時には、「１０月実績」として、１０月分の経費を左欄に記入し、同額を第３四半期実績欄に転記します。 

（例４－１ Ｐ．３０、例４－２ Ｐ．３１参照） 

②次回検査時には、「１１月・１２月実績」として、１１月、１２月分の合計実績額を右欄に記入し、第３四半期実績欄を１０月～１２月の

合計実績額に変更します。（例５－１ Ｐ．３２、例５－２ Ｐ．３３参照） 

20） 修正累計額 

既検査額に修正が生じた場合は、「修正額内訳書（例６－１、例６－２ Ｐ．３４）」に修正の内容を記入したうえで、その項目における修正額

の累計額を、この欄に記入してください。（例６－３ Ｐ．３５参照） 

21） 発生額合計(b) 

第１四半期実績額から修正累計額までの合計が項目別に自動計算により表示されます。 

「総計Ｄ」には、経費発生額の合計が表示されます。 

22） 当年度限度金額と発生額合計の差額（a－b） 

契約金額から発生額合計を引いた金額、すなわち、残っている契約金額が表示されます。 

複数年度契約の場合は、「当年度限度額(a’)と当年度発生額合計(b)の差額」が表示されます。 

23） 流用する増減の額(c) ＜大学用、国立研究開発法人等用の様式に本項目はありません。＞ 

発生額合計が契約金額に達しない大項目があった場合に、その未達の契約金額を他の発生額が超過している大項目へ移すことができると

したもので、契約金額未達の大項目欄に、他へ移す金額をマイナスの額で記入し、契約金額を超過した大項目欄に、他から移ってくる契約

金額をプラスの額で記入します。 

「流用減額計」欄には、流用によってマイナスした額（他の大項目へ移した額）の合計が表示され、流用制限額との確認ができます。 

「流用制限額」欄には、年度限度額「小計Ａ」の２０％の額が表示され、いくらまで流用可能なのかが確認できます。 

<流用とは> 委託期間中において、実施計画書の委託費項目別明細表に記載された大項目（Ⅰ～Ⅲ）の経費の配分額について、発

生額が契約時の金額を下回る項目と契約時の金額を上回る項目がある場合、その大項目間で契約時の大項目毎の経

費配分額を移動することをいいます。 
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２） 経費発生調書【総括表】 

・年度末中間検査 （委託先：Ｎ２年４月５日受検） 例７（Ｐ．３６） 

・確定検査 （委託先：Ｎ３年３月５日受検）  例９（Ｐ．３９） 

 

①委託先経費発生調書の「契約金額(a)」を契約金額欄に記入します。 

②「昨年度末までの実績累計額」欄に、“契約開始年度から昨年度までの年度”を記入するとともに、前年度（年度末中間検査時）の委託先経

費発生調書から「発生額」、「支払対象額」、「支払対象額のうちＮＥＤＯ負担額」、「支払対象額－限度額（ＮＥＤＯ負担額）」を記入します。 

（単年度契約、複数年度契約の初年度の場合、当該項目の金額欄は「０」を記入します。） 

③「今年度実績」欄に、“当該年度”を記入するとともに、委託先経費発生調書の当該年度の「限度額」、「限度額のうちＮＥＤＯ負担額」、「発生

額」、「支払対象額」、「支払対象額のうちＮＥＤＯ負担額」、「支払対象額－限度額（ＮＥＤＯ負担額）」を記入します。 

④「今年度までの実績累計」欄に、“契約開始年度から今年度までの年度”を記入します。 

「発生額」、「支払対象額」、「支払対象額のうちＮＥＤＯ負担額」、「支払対象額－限度額（ＮＥＤＯ負担額）」の欄は、今年度までの実績累計

が表示されます。 

⑤再委託先等の経費発生調書の内容についても委託先経費発生調書と同様に総括表に記入します。 

⑥再委託先等に不課税団体（海外企業）を含む場合は、該当する再委託先等の右隣の列に消費税のみを計上します。 
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（４） 経費発生調書の記入例 

大学用の様式においては、「総計Ｄ」は「合計」に、英字「ｅ」は「ｃ」と読み替えます。 

 

１） 経費発生調書 

a．中間検査 （委託先：Ｎ１年１１月１８日受検）  例４－１（Ｐ．３０） 例４－２（Ｐ．３１） 

① 【中間検査・確定検査の実施状況】欄に、中間検査時の「総計Ｄ」の「支払対象額(ｅ)」を記録として残します。 

② 代表委託先が再委託先等の中間検査を行った場合、代表委託先の検査員の法人名称とサインを記入します。（以下の検査も同様） 

なお、委託先による再委託先等への当該中間検査経費発生調書のＮＥＤＯへの提出は当該年度毎に年度末中間検査、確定検査時の

経費発生調書とともに提出します。 

 

ｂ．年度末中間検査 （委託先：Ｎ２年４月５日受検） 例５－１（Ｐ．３２） 例５－２（Ｐ．３３） 

① 第４四半期実績額の右側の「期中検査時に使用」欄に中間検査を行った１０月分実績額と１１、１２月分実績額を記入します。 

② 中間検査対象期間に修正があったため、「修正額内訳書」例６－１、例６－２ （Ｐ．３４）を作成し、結果を「経費発生調書」の「修正累計額」

欄に記入します。（例６－３ Ｐ．３５参照） 

③ 【中間検査・確定検査の実施状況】欄に、年度末中間検査時の「総計Ｄ」の「支払対象額(ｅ)」を記録として残します。 

④ 例５－１（Ｐ．３２）では「当年度限度金額と発生額合計の差額（a’- b）」欄の項目で残っている契約金額を、「流用する増減の額(c)」の欄

「Ⅰ．機械装置等費」へ全額流用することにより、「流用後の合計金額」が増額し、「総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額の支払対象額(e)」が「総計

Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額の当年度限度額（a’）」と同額となります。 

⑤ 【実績報告時記入欄】には「総計Ｄ（ＮＥＤＯ負担額）における当該年度の支払対象額と限度額の差額（e－a’）」が表示されます。 

 

ｃ．確定検査 （委託先：Ｎ３年３月５日受検）  例８－１（Ｐ．３７） 例８－２（Ｐ．３８） 

① ２年度目以降、「契約金額欄」は中項目の金額は入力はしなくても可。 

② 【中間検査・確定検査の実施状況】欄には、前年度までの各年度における年度末中間検査の状況を記入しその後に、当該年度の中間検

査から確定検査までの状況を記入します。 
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２） 経費発生調書【総括表】 

・年度末中間検査 （委託先：Ｎ２年４月５日受検） 例７（Ｐ．３６） 

・確定検査 （委託先：Ｎ３年３月５日受検）  例９（Ｐ．３９） 

 

①委託先経費発生調書の「契約金額(a)」を契約金額欄に記入します。 

②「昨年度末までの実績累計額」欄に、“契約開始年度から昨年度までの年度”を記入するとともに、前年度（年度末中間検査時）の委託先経

費発生調書から「発生額」、「支払対象額」、「支払対象額のうちＮＥＤＯ負担額」、「支払対象額－限度額（ＮＥＤＯ負担額）」を記入します。 

（単年度契約、複数年度契約の初年度の場合、当該項目の金額欄は「０」を記入します。） 

③「今年度実績」欄に、“当該年度”を記入するとともに、委託先経費発生調書の当該年度の「限度額」、「限度額のうちＮＥＤＯ負担額」、「発生

額」、「支払対象額」、「支払対象額のうちＮＥＤＯ負担額」、「支払対象額－限度額（ＮＥＤＯ負担額）」を記入します。 

④「今年度までの実績累計」欄に、“契約開始年度から今年度までの年度”を記入します。 

「発生額」、「支払対象額」、「支払対象額のうちＮＥＤＯ負担額」、「支払対象額－限度額（ＮＥＤＯ負担額）」の欄は、今年度までの実績累計

が表示されます。 

⑤再委託先等の経費発生調書の内容についても委託先経費発生調書と同様に総括表に記入します。 

⑥再委託先等に不課税団体（海外企業）を含む場合は、該当する再委託先等の右隣の列に消費税のみを計上します。 

- 28 - 

（４） 経費発生調書の記入例 

大学用の様式においては、「総計Ｄ」は「合計」に、英字「ｅ」は「ｃ」と読み替えます。 

 

１） 経費発生調書 

a．中間検査 （委託先：Ｎ１年１１月１８日受検）  例４－１（Ｐ．３０） 例４－２（Ｐ．３１） 

① 【中間検査・確定検査の実施状況】欄に、中間検査時の「総計Ｄ」の「支払対象額(ｅ)」を記録として残します。 

② 代表委託先が再委託先等の中間検査を行った場合、代表委託先の検査員の法人名称とサインを記入します。（以下の検査も同様） 

なお、委託先による再委託先等への当該中間検査経費発生調書のＮＥＤＯへの提出は当該年度毎に年度末中間検査、確定検査時の

経費発生調書とともに提出します。 

 

ｂ．年度末中間検査 （委託先：Ｎ２年４月５日受検） 例５－１（Ｐ．３２） 例５－２（Ｐ．３３） 

① 第４四半期実績額の右側の「期中検査時に使用」欄に中間検査を行った１０月分実績額と１１、１２月分実績額を記入します。 

② 中間検査対象期間に修正があったため、「修正額内訳書」例６－１、例６－２ （Ｐ．３４）を作成し、結果を「経費発生調書」の「修正累計額」

欄に記入します。（例６－３ Ｐ．３５参照） 

③ 【中間検査・確定検査の実施状況】欄に、年度末中間検査時の「総計Ｄ」の「支払対象額(ｅ)」を記録として残します。 

④ 例５－１（Ｐ．３２）では「当年度限度金額と発生額合計の差額（a’- b）」欄の項目で残っている契約金額を、「流用する増減の額(c)」の欄

「Ⅰ．機械装置等費」へ全額流用することにより、「流用後の合計金額」が増額し、「総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額の支払対象額(e)」が「総計

Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額の当年度限度額（a’）」と同額となります。 

⑤ 【実績報告時記入欄】には「総計Ｄ（ＮＥＤＯ負担額）における当該年度の支払対象額と限度額の差額（e－a’）」が表示されます。 

 

ｃ．確定検査 （委託先：Ｎ３年３月５日受検）  例８－１（Ｐ．３７） 例８－２（Ｐ．３８） 

① ２年度目以降、「契約金額欄」は中項目の金額は入力はしなくても可。 

② 【中間検査・確定検査の実施状況】欄には、前年度までの各年度における年度末中間検査の状況を記入しその後に、当該年度の中間検

査から確定検査までの状況を記入します。 
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経費発生調書 （中間検査） □□□□□□□□－□

件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

15.0% 15.0% ― ― ― ― ― ― ― 15.0%

37,710,000 19,900,000 744,190 2,482,098 10,071,610 0 10,071,610 0 0 13,297,898 6,602,102 13,297,898

21,400,000 11,500,000 78,910 630,000 8,610,000 8,610,000 9,318,910

10,500,000 5,300,000 476,280 840,210 987,650 987,650 2,304,140

1,250,000 540,000 0 123,000 234,560 234,560 357,560

4,560,000 2,560,000 189,000 888,888 239,400 239,400 1,317,288

5,656,000 2,985,000 1,994,684 990,316 1,994,684

43,366,000 22,885,000 15,292,582 7,592,418 15,292,582

43,366,000 22,885,000 15,292,582

①

②

③

④

⑤

⑥

○○技術の適用化研究

　　場合のみ記入 ○○の基礎研究

第３四半期

10月実績

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

第４四半期

委託期間：

○○○○技術開発部ＮＥＤＯ担当部：

N1年 4月 1日～N3年 2月29日

契約管理番号：

委託先名称： 国立大学法人　○○大学

Ｎ１年度

○○創造プログラム

再委託先等名称： 学校法人　○○大学 ○○の基盤技術開発

修正累計額

原契約日： N1年 4月15日

第１四半期 第２四半期 期中検査時に使用 当年度

発生額合計

(b)

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

支払対象額

(c)
(b)か(a')の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

業務完了日： 　年　月　日

※負担割合のある

　４．その他

実績 実績 10月実績 実績

間接経費率

Ⅰ．直接経費

　１．物品費

　２．人件費・謝金

　３．旅費

項　　目

Ｎ1年１１月１８日
総計D(NEDO負担額)におけるＮ１年度

支払対象額と限度額との差額(ｃ－a')

調書種別 検査年月日 計上期間 検査員

（自署欄）
NEDO検査員　○○○○　●●●●

中間検査 Ｎ１年１１月１８日 Ｎ1年１０月３１日までの分 15,292,582

Ⅱ．間接経費（＝Ⅰ×比率）

合　計　（＝Ⅰ＋Ⅱ）

合計の内、ＮＥＤＯ負担額

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】

【実績報告時記入欄】

国立大学法人　○○大学
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

支払対象額

(検査実施分)

(c)

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分 ※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

＊＊＊＊　○○○○
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

確定検査時のみ記入委託先自社分の場合は、再委託先等項目は記載不要

「中間検査」・「年度末中間検査」・「確定検査」・

「概算払」から選択

負担割合を分数で記入

委託先自社分の場合は、再委

託先等名称は記載不要

前回検査で、四半期の途中月までの検査を受検した場合、

それ以降の残りの月の経費を右欄に記入し、合計を当該

四半期実績欄へ転記

例４－２

別紙１－１－１

委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

再委託先検査の場合の記載

本調書は委託先にて写を保管 大学用
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経費発生調書 （中間検査）
件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

10.0% 10.0% ― ― ― ― ― ― ― 10.0%

35,000,000 19,500,000 0 8,400,000 11,200,000 0 11,200,000 0 0 19,600,000 ▲ 100,000 100,000 19,600,000 19,600,000

0

35,000,000 19,500,000 0 8,400,000 11,200,000 11,200,000 19,600,000

0

10,500,000 5,040,000 1,243,300 1,261,560 401,200 0 401,200 0 0 2,906,060 2,133,940 ▲ 100,000 4,940,000 2,906,060

7,500,000 3,600,000 886,500 889,060 290,800 290,800 2,066,360

3,000,000 1,440,000 356,800 372,500 110,400 110,400 839,700

26,110,000 14,240,000 1,460,000 4,950,000 3,940,000 0 3,940,000 0 0 10,350,000 3,890,000 14,240,000 10,350,000

8,000,000 3,940,000 960,000 1,100,000 225,000 225,000 2,285,000

6,500,000 2,980,000 500,000 1,000,000 550,000 550,000 2,050,000

10,500,000 6,780,000 0 2,500,000 3,150,000 3,150,000 5,650,000

1,110,000 540,000 0 350,000 15,000 15,000 365,000

71,610,000 38,780,000 2,703,300 14,611,560 15,541,200 0 15,541,200 0 0 32,856,060 32,856,060

7,161,000 3,878,000 3,285,606 592,394 3,878,000 3,285,606

78,771,000 42,658,000 36,141,666 6,516,334 0 42,658,000 36,141,666

6,301,680 3,412,640 2,891,333 521,307 (100,000) ←流用減額計 2,891,333

85,072,680 46,070,640 39,032,999 7,037,641 (7,756,000) ←流用制限額 39,032,999

85,072,680 46,070,640 39,032,999

Ｎ１年１１月１８日

①

②

③

④

⑤

⑥ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分 ※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

＊＊＊＊　○○○○
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

検査員

（自署欄）
NEDO検査員　○○○○　●●●●

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

中間検査 Ｎ１年１１月１８日 Ｎ1年１０月３１日までの分 39,032,999

（株）○○○電機

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(ｅ)

総計D(NEDO負担額)におけるＮ1年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')

調書種別 検査年月日 計上期間

【実績報告時記入欄】

　４．諸経費

小　計　Ａ（＝Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅳ．間接経費（＝Ａ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ａ＋Ⅳ）

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×８%)

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

　１．研究員費

　２．補助員費

Ⅲ．その他経費

　１．消耗品費

　２．旅費

　３．外注費

間接経費率

Ⅰ．機械装置等費

　１．土木・建築工事費

　２．機械装置等製作・購入費

　３．保守・改造修理費

Ⅱ．労務費

流用後の

合計額

(d)

(＝a'＋c)

支払対象額

(e)
(b)か(d)の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 10月実績 実績 10月実績

第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度

発生額合計

(b)

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

流用する

増減の額

(c)

項　　目

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

第１四半期 第２四半期 第３四半期

再委託先等名称： （株）　○○研究所 ○○の基盤技術開発 委託期間： N1年 4月 1日～N3年 2月29日

※負担割合のある ○○技術の適用化研究 原契約日： N1年 4月15日

　　場合のみ記入 ○○の基礎研究 業務完了日：

契約管理番号： □□□□□□□□－□

委託先名称： （株）○○○電機 ○○創造プログラム ＮＥＤＯ担当部： ○○○○技術開発部

Ｎ１年度

前回検査で、四半期の途中月までの検査を受検した場合、それ以

降の残りの月の経費を右欄に記入し、合計を当該四半期実績欄へ

転記

確定検査時のみ記入

委託先自社分の場合

は、再委託先等名称

は記載不要

負担割合を分数で記入

委託先自社分の場合は、再委託先等項目は記載不要

「中間検査」・「年度末中間検査」・「確定検査」・「概算払」から選択

委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

再委託先検査の場合の記載

本調書は委託先にて写を保管

非課税団体等

の場合は、内

税方式で記入

例４－１

別紙１－１

非課税団体等の場合は、

「消費税及び地方消費税

Ｃ」は「０」を入力

中間検査時の流用も

可能です

一般用
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経費発生調書 （中間検査） □□□□□□□□－□

件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

15.0% 15.0% ― ― ― ― ― ― ― 15.0%

37,710,000 19,900,000 744,190 2,482,098 10,071,610 0 10,071,610 0 0 13,297,898 6,602,102 13,297,898

21,400,000 11,500,000 78,910 630,000 8,610,000 8,610,000 9,318,910

10,500,000 5,300,000 476,280 840,210 987,650 987,650 2,304,140

1,250,000 540,000 0 123,000 234,560 234,560 357,560

4,560,000 2,560,000 189,000 888,888 239,400 239,400 1,317,288

5,656,000 2,985,000 1,994,684 990,316 1,994,684

43,366,000 22,885,000 15,292,582 7,592,418 15,292,582

43,366,000 22,885,000 15,292,582

①

②

③

④

⑤

⑥

○○技術の適用化研究

　　場合のみ記入 ○○の基礎研究

第３四半期

10月実績

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

第４四半期

委託期間：

○○○○技術開発部ＮＥＤＯ担当部：

N1年 4月 1日～N3年 2月29日

契約管理番号：

委託先名称： 国立大学法人　○○大学

Ｎ１年度

○○創造プログラム

再委託先等名称： 学校法人　○○大学 ○○の基盤技術開発

修正累計額

原契約日： N1年 4月15日

第１四半期 第２四半期 期中検査時に使用 当年度

発生額合計

(b)

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

支払対象額

(c)
(b)か(a')の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

業務完了日： 　年　月　日

※負担割合のある

　４．その他

実績 実績 10月実績 実績

間接経費率

Ⅰ．直接経費

　１．物品費

　２．人件費・謝金

　３．旅費

項　　目

Ｎ1年１１月１８日
総計D(NEDO負担額)におけるＮ１年度

支払対象額と限度額との差額(ｃ－a')

調書種別 検査年月日 計上期間 検査員

（自署欄）
NEDO検査員　○○○○　●●●●

中間検査 Ｎ１年１１月１８日 Ｎ1年１０月３１日までの分 15,292,582

Ⅱ．間接経費（＝Ⅰ×比率）

合　計　（＝Ⅰ＋Ⅱ）

合計の内、ＮＥＤＯ負担額

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】

【実績報告時記入欄】

国立大学法人　○○大学
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

支払対象額

(検査実施分)

(c)

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分 ※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

＊＊＊＊　○○○○
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

確定検査時のみ記入委託先自社分の場合は、再委託先等項目は記載不要

「中間検査」・「年度末中間検査」・「確定検査」・

「概算払」から選択

負担割合を分数で記入

委託先自社分の場合は、再委

託先等名称は記載不要

前回検査で、四半期の途中月までの検査を受検した場合、

それ以降の残りの月の経費を右欄に記入し、合計を当該

四半期実績欄へ転記

例４－２

別紙１－１－１

委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

再委託先検査の場合の記載

本調書は委託先にて写を保管 大学用
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経費発生調書 （中間検査）
件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

10.0% 10.0% ― ― ― ― ― ― ― 10.0%

35,000,000 19,500,000 0 8,400,000 11,200,000 0 11,200,000 0 0 19,600,000 ▲ 100,000 100,000 19,600,000 19,600,000

0

35,000,000 19,500,000 0 8,400,000 11,200,000 11,200,000 19,600,000

0

10,500,000 5,040,000 1,243,300 1,261,560 401,200 0 401,200 0 0 2,906,060 2,133,940 ▲ 100,000 4,940,000 2,906,060

7,500,000 3,600,000 886,500 889,060 290,800 290,800 2,066,360

3,000,000 1,440,000 356,800 372,500 110,400 110,400 839,700

26,110,000 14,240,000 1,460,000 4,950,000 3,940,000 0 3,940,000 0 0 10,350,000 3,890,000 14,240,000 10,350,000

8,000,000 3,940,000 960,000 1,100,000 225,000 225,000 2,285,000

6,500,000 2,980,000 500,000 1,000,000 550,000 550,000 2,050,000

10,500,000 6,780,000 0 2,500,000 3,150,000 3,150,000 5,650,000

1,110,000 540,000 0 350,000 15,000 15,000 365,000

71,610,000 38,780,000 2,703,300 14,611,560 15,541,200 0 15,541,200 0 0 32,856,060 32,856,060

7,161,000 3,878,000 3,285,606 592,394 3,878,000 3,285,606

78,771,000 42,658,000 36,141,666 6,516,334 0 42,658,000 36,141,666

6,301,680 3,412,640 2,891,333 521,307 (100,000) ←流用減額計 2,891,333

85,072,680 46,070,640 39,032,999 7,037,641 (7,756,000) ←流用制限額 39,032,999

85,072,680 46,070,640 39,032,999

Ｎ１年１１月１８日

①

②

③

④

⑤

⑥ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分 ※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

＊＊＊＊　○○○○
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

検査員

（自署欄）
NEDO検査員　○○○○　●●●●

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

中間検査 Ｎ１年１１月１８日 Ｎ1年１０月３１日までの分 39,032,999

（株）○○○電機

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(ｅ)

総計D(NEDO負担額)におけるＮ1年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')

調書種別 検査年月日 計上期間

【実績報告時記入欄】

　４．諸経費

小　計　Ａ（＝Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅳ．間接経費（＝Ａ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ａ＋Ⅳ）

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×８%)

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

　１．研究員費

　２．補助員費

Ⅲ．その他経費

　１．消耗品費

　２．旅費

　３．外注費

間接経費率

Ⅰ．機械装置等費

　１．土木・建築工事費

　２．機械装置等製作・購入費

　３．保守・改造修理費

Ⅱ．労務費

流用後の

合計額

(d)

(＝a'＋c)

支払対象額

(e)
(b)か(d)の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 10月実績 実績 10月実績

第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度

発生額合計

(b)

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

流用する

増減の額

(c)

項　　目

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

第１四半期 第２四半期 第３四半期

再委託先等名称： （株）　○○研究所 ○○の基盤技術開発 委託期間： N1年 4月 1日～N3年 2月29日

※負担割合のある ○○技術の適用化研究 原契約日： N1年 4月15日

　　場合のみ記入 ○○の基礎研究 業務完了日：

契約管理番号： □□□□□□□□－□

委託先名称： （株）○○○電機 ○○創造プログラム ＮＥＤＯ担当部： ○○○○技術開発部

Ｎ１年度

前回検査で、四半期の途中月までの検査を受検した場合、それ以

降の残りの月の経費を右欄に記入し、合計を当該四半期実績欄へ

転記

確定検査時のみ記入

委託先自社分の場合

は、再委託先等名称

は記載不要

負担割合を分数で記入

委託先自社分の場合は、再委託先等項目は記載不要

「中間検査」・「年度末中間検査」・「確定検査」・「概算払」から選択

委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

再委託先検査の場合の記載

本調書は委託先にて写を保管

非課税団体等

の場合は、内

税方式で記入

例４－１

別紙１－１

非課税団体等の場合は、

「消費税及び地方消費税

Ｃ」は「０」を入力

中間検査時の流用も

可能です

一般用
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経費発生調書 （年度末中間検査） □□□□□□□□－□

件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

15.0% 15.0% ― ― ― ― ― ― ― 15.0%

37,710,000 19,900,000 744,190 2,482,098 14,047,430 2,799,316 10,071,610 3,975,820 ▲ 111,186 19,961,848 ▲ 61,848 19,900,000

21,400,000 11,500,000 78,910 630,000 9,660,000 123,456 8,610,000 1,050,000 ▲ 30,000 10,462,366

10,500,000 5,300,000 476,280 840,210 2,721,090 2,057,890 987,650 1,733,440 23,814 6,119,284

1,250,000 540,000 0 123,000 234,560 74,760 234,560 0 ▲ 105,000 327,320

4,560,000 2,560,000 189,000 888,888 1,431,780 543,210 239,400 1,192,380 3,052,878

5,656,000 2,985,000 2,994,277 ▲ 9,277 2,985,000

43,366,000 22,885,000 22,956,125 ▲ 71,125 22,885,000

43,366,000 22,885,000 22,885,000

0

①

②

③

④

⑤

⑥ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

＊＊＊＊　○○○○
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

【実績報告時記入欄】

国立大学法人　○○大学
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

年度末中間検査 Ｎ２年　４月　５日 Ｎ２年　３月３１日までの分 22,885,000

総計D(NEDO負担額)におけるＮ１年度

支払対象額と限度額との差額(ｃ－a')

調書種別 検査年月日 計上期間 検査員

（自署欄）

　３．旅費

Ⅱ．間接経費（＝Ⅰ×比率）

合　計　（＝Ⅰ＋Ⅱ）

合計の内、ＮＥＤＯ負担額

　４．その他

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(c)

Ｎ２年４月５日

NEDO検査員　○○○○　●●●●
中間検査 Ｎ１年１１月１８日 Ｎ１年１０月３１日までの分 15,292,582

Ⅰ．直接経費

　１．物品費

　２．人件費・謝金

期中検査時に使用

11,12月実績

第４四半期

実績 実績 実績 実績

当年度

発生額合計

(b)

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

支払対象額

(c)
(b)か(a')の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

項　　目

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

修正累計額
第１四半期 第２四半期 第３四半期

10月実績

間接経費率

※負担割合のある ○○技術の適用化研究 原契約日： N1年 4月15日

　　場合のみ記入 ○○の基礎研究 業務完了日： 　年　月　日

○○○○技術開発部

再委託先等名称： 学校法人　○○大学 ○○の基盤技術開発 委託期間： N1年 4月 1日～N3年 2月29日

N１年度 契約管理番号：

委託先名称： 国立大学法人　○○大学 ○○創造プログラム ＮＥＤＯ担当部：

確定検査時のみ記入委託先自社分の場合は、再委託先等項目は記載不要

「中間検査」・「年度末中間検査」・「確

定検査」・「概算払」から選択

負担割合を分数で記入

委託先自社分の場合は、再委

託先等名称は記載不要

前回検査で、四半期の途中月までの検査を受検した場合、

それ以降の残りの月の経費を右欄に記入し、合計を当該

四半期実績欄へ転記

例５－２

別紙１－１－１

委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

再委託先検査の場合の記載

本調書は委託先にて写を保管 大学用

年度末中間・確定検査時及び概算払を選択

することにより金額が表示される
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経費発生調書 （年度末中間検査）
件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

10.0% 10.0% ― ― ― ― ― ― ― 10.0%

35,000,000 19,500,000 0 8,400,000 11,200,000 0 11,200,000 0 0 19,600,000 ▲ 100,000 100,000 19,600,000 19,600,000

0

35,000,000 19,500,000 0 8,400,000 11,200,000 0 11,200,000 0 19,600,000

0

10,500,000 5,040,000 1,243,300 1,261,560 1,230,910 1,205,500 401,200 829,710 ▲ 11,435 4,929,835 110,165 ▲ 110,165 4,929,835 4,929,835

7,500,000 3,600,000 886,500 889,060 834,010 778,800 290,800 543,210 ▲ 11,435 3,376,935

3,000,000 1,440,000 356,800 372,500 396,900 426,700 110,400 286,500 1,552,900

26,110,000 14,240,000 1,460,000 4,950,000 6,263,560 2,185,335 3,940,000 2,323,560 ▲ 22,900 14,835,995 ▲ 595,995 10,165 14,250,165 14,250,165

8,000,000 3,940,000 960,000 1,100,000 1,459,560 642,135 225,000 1,234,560 ▲ 20,000 4,141,695

6,500,000 2,980,000 500,000 1,000,000 1,006,000 876,000 550,000 456,000 ▲ 2,900 3,379,100

10,500,000 6,780,000 0 2,500,000 3,550,000 555,000 3,150,000 400,000 6,605,000

1,110,000 540,000 0 350,000 248,000 112,200 15,000 233,000 710,200

71,610,000 38,780,000 2,703,300 14,611,560 18,694,470 3,390,835 15,541,200 3,153,270 ▲ 34,335 39,365,830 38,780,000

7,161,000 3,878,000 3,936,583 ▲ 58,583 3,878,000 3,878,000

78,771,000 42,658,000 43,302,413 ▲ 644,413 0 42,658,000 42,658,000

6,301,680 3,412,640 3,464,193 ▲ 51,553 (110,165) ←流用減額計 3,412,640

85,072,680 46,070,640 46,766,606 ▲ 695,966 (7,756,000) ←流用制限額 46,070,640

85,072,680 46,070,640 46,070,640

Ｎ２年　４月　５日 0

①

②

③

④

⑤

⑥ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分 ※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

総計D(NEDO負担額)におけるＮ１年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')

調書種別 検査年月日 計上期間

【実績報告時記入欄】

＊＊＊＊　○○○○
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

年度末中間検査 Ｎ２年　４月　５日 Ｎ２年　３月３１日までの分 46,070,640
（株）○○○電機

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

検査員

（自署欄）
NEDO検査員　○○○○　●●●●

中間検査 Ｎ１年１１月１８日 Ｎ１年１０月３１日までの分 39,032,999

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(ｅ)

　４．諸経費

小　計　Ａ（＝Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅳ．間接経費（＝Ａ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ａ＋Ⅳ）

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×８%)

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

　１．研究員費

　２．補助員費

Ⅲ．その他経費

　１．消耗品費

　２．旅費

　３．外注費

間接経費率

Ⅰ．機械装置等費

　１．土木・建築工事費

　２．機械装置等製作・購入費

　３．保守・改造修理費

Ⅱ．労務費

流用後の

合計額

(d)

(＝a'＋c)

支払対象額

(e)
(b)か(d)の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 実績 実績 10月実績 11,12月実績

第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度

発生額合計

(b)

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

流用する

増減の額

(c)

項　　目

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

第１四半期 第２四半期 第３四半期

　　場合のみ記入 ○○の基礎研究 業務完了日： 　年　月　日

再委託先等名称： （株）　○○研究所 ○○の基盤技術開発 委託期間： N1年 4月 1日～N3年 2月29日

※負担割合のある ○○技術の適用化研究 原契約日： N1年 4月15日

Ｎ１年度 契約管理番号： □□□□□□□□－□

委託先名称： （株）○○○電機 ○○創造プログラム ＮＥＤＯ担当部： ○○○○技術開発部

確定検査時のみ記入

委託先自社分の場合

は、再委託先等名称

は記載不要

負担割合を分数で記入

委託先自社分の場合は、再委託先等項目は記載不要

「中間検査」・「年度末中間検査」・「確定検査」・「概算払」から選択

委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

再委託先検査の場合の記載

本調書は委託先にて写を保管

例５－１

別紙１－１

非課税団体等の場合は、「消費税及び

地方消費税Ｃ」は「０」を入力

前回検査で、四半期の途中月までの検査を受検した場

合、それ以降の残りの月の経費を右欄に記入し、合計

を当該四半期実績欄へ転記

一般用

年度末中間・確定検査時及び概算払を選

択することにより金額が表示される
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経費発生調書 （年度末中間検査） □□□□□□□□－□

件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

15.0% 15.0% ― ― ― ― ― ― ― 15.0%

37,710,000 19,900,000 744,190 2,482,098 14,047,430 2,799,316 10,071,610 3,975,820 ▲ 111,186 19,961,848 ▲ 61,848 19,900,000

21,400,000 11,500,000 78,910 630,000 9,660,000 123,456 8,610,000 1,050,000 ▲ 30,000 10,462,366

10,500,000 5,300,000 476,280 840,210 2,721,090 2,057,890 987,650 1,733,440 23,814 6,119,284

1,250,000 540,000 0 123,000 234,560 74,760 234,560 0 ▲ 105,000 327,320

4,560,000 2,560,000 189,000 888,888 1,431,780 543,210 239,400 1,192,380 3,052,878

5,656,000 2,985,000 2,994,277 ▲ 9,277 2,985,000

43,366,000 22,885,000 22,956,125 ▲ 71,125 22,885,000

43,366,000 22,885,000 22,885,000

0

①

②

③

④

⑤

⑥ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

＊＊＊＊　○○○○
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

【実績報告時記入欄】

国立大学法人　○○大学
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

年度末中間検査 Ｎ２年　４月　５日 Ｎ２年　３月３１日までの分 22,885,000

総計D(NEDO負担額)におけるＮ１年度

支払対象額と限度額との差額(ｃ－a')

調書種別 検査年月日 計上期間 検査員

（自署欄）

　３．旅費

Ⅱ．間接経費（＝Ⅰ×比率）

合　計　（＝Ⅰ＋Ⅱ）

合計の内、ＮＥＤＯ負担額

　４．その他

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(c)

Ｎ２年４月５日

NEDO検査員　○○○○　●●●●
中間検査 Ｎ１年１１月１８日 Ｎ１年１０月３１日までの分 15,292,582

Ⅰ．直接経費

　１．物品費

　２．人件費・謝金

期中検査時に使用

11,12月実績

第４四半期

実績 実績 実績 実績

当年度

発生額合計

(b)

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

支払対象額

(c)
(b)か(a')の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

項　　目

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

修正累計額
第１四半期 第２四半期 第３四半期

10月実績

間接経費率

※負担割合のある ○○技術の適用化研究 原契約日： N1年 4月15日

　　場合のみ記入 ○○の基礎研究 業務完了日： 　年　月　日

○○○○技術開発部

再委託先等名称： 学校法人　○○大学 ○○の基盤技術開発 委託期間： N1年 4月 1日～N3年 2月29日

N１年度 契約管理番号：

委託先名称： 国立大学法人　○○大学 ○○創造プログラム ＮＥＤＯ担当部：

確定検査時のみ記入委託先自社分の場合は、再委託先等項目は記載不要

「中間検査」・「年度末中間検査」・「確

定検査」・「概算払」から選択

負担割合を分数で記入

委託先自社分の場合は、再委

託先等名称は記載不要

前回検査で、四半期の途中月までの検査を受検した場合、

それ以降の残りの月の経費を右欄に記入し、合計を当該

四半期実績欄へ転記

例５－２

別紙１－１－１

委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

再委託先検査の場合の記載

本調書は委託先にて写を保管 大学用

年度末中間・確定検査時及び概算払を選択

することにより金額が表示される
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経費発生調書 （年度末中間検査）
件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

10.0% 10.0% ― ― ― ― ― ― ― 10.0%

35,000,000 19,500,000 0 8,400,000 11,200,000 0 11,200,000 0 0 19,600,000 ▲ 100,000 100,000 19,600,000 19,600,000

0

35,000,000 19,500,000 0 8,400,000 11,200,000 0 11,200,000 0 19,600,000

0

10,500,000 5,040,000 1,243,300 1,261,560 1,230,910 1,205,500 401,200 829,710 ▲ 11,435 4,929,835 110,165 ▲ 110,165 4,929,835 4,929,835

7,500,000 3,600,000 886,500 889,060 834,010 778,800 290,800 543,210 ▲ 11,435 3,376,935

3,000,000 1,440,000 356,800 372,500 396,900 426,700 110,400 286,500 1,552,900

26,110,000 14,240,000 1,460,000 4,950,000 6,263,560 2,185,335 3,940,000 2,323,560 ▲ 22,900 14,835,995 ▲ 595,995 10,165 14,250,165 14,250,165

8,000,000 3,940,000 960,000 1,100,000 1,459,560 642,135 225,000 1,234,560 ▲ 20,000 4,141,695

6,500,000 2,980,000 500,000 1,000,000 1,006,000 876,000 550,000 456,000 ▲ 2,900 3,379,100

10,500,000 6,780,000 0 2,500,000 3,550,000 555,000 3,150,000 400,000 6,605,000

1,110,000 540,000 0 350,000 248,000 112,200 15,000 233,000 710,200

71,610,000 38,780,000 2,703,300 14,611,560 18,694,470 3,390,835 15,541,200 3,153,270 ▲ 34,335 39,365,830 38,780,000

7,161,000 3,878,000 3,936,583 ▲ 58,583 3,878,000 3,878,000

78,771,000 42,658,000 43,302,413 ▲ 644,413 0 42,658,000 42,658,000

6,301,680 3,412,640 3,464,193 ▲ 51,553 (110,165) ←流用減額計 3,412,640

85,072,680 46,070,640 46,766,606 ▲ 695,966 (7,756,000) ←流用制限額 46,070,640

85,072,680 46,070,640 46,070,640

Ｎ２年　４月　５日 0

①

②

③

④

⑤

⑥ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分 ※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

総計D(NEDO負担額)におけるＮ１年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')

調書種別 検査年月日 計上期間

【実績報告時記入欄】

＊＊＊＊　○○○○
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

年度末中間検査 Ｎ２年　４月　５日 Ｎ２年　３月３１日までの分 46,070,640
（株）○○○電機

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

検査員

（自署欄）
NEDO検査員　○○○○　●●●●

中間検査 Ｎ１年１１月１８日 Ｎ１年１０月３１日までの分 39,032,999

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(ｅ)

　４．諸経費

小　計　Ａ（＝Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅳ．間接経費（＝Ａ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ａ＋Ⅳ）

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×８%)

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

　１．研究員費

　２．補助員費

Ⅲ．その他経費

　１．消耗品費

　２．旅費

　３．外注費

間接経費率

Ⅰ．機械装置等費

　１．土木・建築工事費

　２．機械装置等製作・購入費

　３．保守・改造修理費

Ⅱ．労務費

流用後の

合計額

(d)

(＝a'＋c)

支払対象額

(e)
(b)か(d)の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 実績 実績 10月実績 11,12月実績

第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度

発生額合計

(b)

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

流用する

増減の額

(c)

項　　目

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

第１四半期 第２四半期 第３四半期

　　場合のみ記入 ○○の基礎研究 業務完了日： 　年　月　日

再委託先等名称： （株）　○○研究所 ○○の基盤技術開発 委託期間： N1年 4月 1日～N3年 2月29日

※負担割合のある ○○技術の適用化研究 原契約日： N1年 4月15日

Ｎ１年度 契約管理番号： □□□□□□□□－□

委託先名称： （株）○○○電機 ○○創造プログラム ＮＥＤＯ担当部： ○○○○技術開発部

確定検査時のみ記入

委託先自社分の場合

は、再委託先等名称

は記載不要

負担割合を分数で記入

委託先自社分の場合は、再委託先等項目は記載不要

「中間検査」・「年度末中間検査」・「確定検査」・「概算払」から選択

委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

再委託先検査の場合の記載

本調書は委託先にて写を保管

例５－１

別紙１－１

非課税団体等の場合は、「消費税及び

地方消費税Ｃ」は「０」を入力

前回検査で、四半期の途中月までの検査を受検した場

合、それ以降の残りの月の経費を右欄に記入し、合計

を当該四半期実績欄へ転記

一般用

年度末中間・確定検査時及び概算払を選

択することにより金額が表示される
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経費発生調書 （年度末中間検査）
件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

10.0% 10.0% ― ― ― ― ― ― ― 10.0%

35,000,000 19,500,000 0 8,400,000 11,200,000 0 11,200,000 0 0 19,600,000 ▲ 100,000 100,000 19,600,000 19,600,000

0

35,000,000 19,500,000 0 8,400,000 11,200,000 0 11,200,000 0 19,600,000

0

10,500,000 5,040,000 1,243,300 1,261,560 1,230,910 1,205,500 401,200 829,710 ▲ 14,810 4,926,460 113,540 ▲ 110,165 4,929,835 4,926,460

7,500,000 3,600,000 886,500 889,060 834,010 778,800 290,800 543,210 ▲ 14,810 3,373,560

3,000,000 1,440,000 356,800 372,500 396,900 426,700 110,400 286,500 1,552,900

26,110,000 14,240,000 1,460,000 4,950,000 6,263,560 2,185,335 3,940,000 2,323,560 ▲ 22,900 14,835,995 ▲ 595,995 10,165 14,250,165 14,250,165

8,000,000 3,940,000 960,000 1,100,000 1,459,560 642,135 225,000 1,234,560 ▲ 20,000 4,141,695

6,500,000 2,980,000 500,000 1,000,000 1,006,000 876,000 550,000 456,000 ▲ 2,900 3,379,100

10,500,000 6,780,000 0 2,500,000 3,550,000 555,000 3,150,000 400,000 6,605,000

1,110,000 540,000 0 350,000 248,000 112,200 15,000 233,000 710,200

71,610,000 38,780,000 2,703,300 14,611,560 18,694,470 3,390,835 15,541,200 3,153,270 ▲ 37,710 39,362,455 38,776,625

7,161,000 3,878,000 3,936,245 ▲ 58,245 3,878,000 3,877,662

78,771,000 42,658,000 43,298,700 ▲ 640,700 0 42,658,000 42,654,287

6,301,680 3,412,640 3,463,896 ▲ 51,256 (110,165) ←流用減額計 3,412,342

85,072,680 46,070,640 46,762,596 ▲ 691,956 (7,756,000) ←流用制限額 46,066,629

85,072,680 46,070,640 46,066,629

Ｎ２年　４月　５日 ▲ 4,011

①

②

③

④

⑤

⑥

Ｎ１年度 契約管理番号： □□□□□□□□－□

委託先名称： （株）○○○電機 ○○創造プログラム ＮＥＤＯ担当部： ○○○○技術開発部

再委託先等名称： （株）　○○研究所 ○○の基盤技術開発 委託期間： N1年 4月 1日～N3年 2月29日

※負担割合のある ○○技術の適用化研究 原契約日： N1年 4月15日

第２四半期 第３四半期

　　場合のみ記入 ○○の基礎研究 業務完了日： 　年　月　日

間接経費率

Ⅰ．機械装置等費

　１．土木・建築工事費

　２．機械装置等製作・購入費

　３．保守・改造修理費

Ⅱ．労務費

流用後の

合計額

(d)

(＝a'＋c)

支払対象額

(e)
(b)か(d)の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 実績 実績 10月実績 11,12月実績

第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度

発生額合計

(b)

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

流用する

増減の額

(c)

項　　目

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

第１四半期

　４．諸経費

小　計　Ａ（＝Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅳ．間接経費（＝Ａ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ａ＋Ⅳ）

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×８%)

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

　１．研究員費

　２．補助員費

Ⅲ．その他経費

　１．消耗品費

　２．旅費

　３．外注費

検査員

（自署欄）
NEDO検査員　○○○○　●●●●

中間検査 Ｎ１年１１月１８日 Ｎ１年１０月３１日までの分 39,032,999

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

【実績報告時記入欄】

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(ｅ)

総計D(NEDO負担額)におけるＮ１年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')

調書種別 検査年月日 計上期間

＊＊＊＊　○○○○
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

年度末中間検査 Ｎ２年　４月　５日 Ｎ２年　３月３１日までの分 46,066,629
（株）○○○電機

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分 ※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

例６－３ 別紙１－１

一般用

① ８ 68,670 64,680 ▲ 3,990

① ９ 55,590 52,360 ▲ 3,230

① １０ 91,080 83,490 ▲ 7,590

小計 　 　 ▲ 14,810

① １０ 20,000 0 ▲ 20,000

① １０ 39,150 36,250 ▲ 2,900

合計 　 　 ▲ 37,710

研究員費 ○○　○○の労務

研究員費

修正額内訳書 委託先または再委託先等名称： （株）○○○電機

直近
調書
№

修正対象項目 修正対象月 修正前の額 修正後の額 修正金額

○○　○○の労務

消耗品費 ○○薬品について

研究員費 ＊＊　＊＊の労務

旅費 １０／１０～１２

例６－１
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契約管理番号：

① ８ 68,670 64,680 ▲ 3,990

① ９ 55,590 52,360 ▲ 3,230

① １０ 91,080 83,490 ▲ 7,590

小計 　 　 ▲ 14,810

① １０ 20,000 0 ▲ 20,000

① １０ 39,150 36,250 ▲ 2,900

合計 　 　 ▲ 37,710

　

契約管理番号：

① ８ 405,000 375,000 ▲ 30,000

① ９ 476,280 514,382 38,102

① １０ 126,000 21,000 ▲ 105,000

合計 　 　 ▲ 96,898

研究員費 ○○　○○の労務費単価の適用違い。誤＠３２７０円→正＠３０８０円、２１時間分。

研究員費

修正額内訳書 委託先または再委託先等名称： （株）○○○電機 □□□□□□□□－□

直近

調書

№

修正対象項目 修正対象月 修正前の額 修正後の額 修正金額 修正理由

○○　○○の労務費単価の適用違い。誤＠３２７０円→正＠３０８０円、１７時間分。

消耗品費 ○○薬品について、委託外使用分を計上したため。

研究員費 ＊＊　＊＊の労務時間集計誤り。誤１８時間→正１６．５時間。＠５０６０円。

旅費 １０／１０～１２出張の旅費について、消費税分を割り戻さなかったため。

修正理由

修正額内訳書 委託先または再委託先等名称： 国立大学法人○○○大学 □□□□□□□□－□

直近

調書

№

修正対象項目 修正対象月 修正前の額 修正後の額 修正金額

人件費・謝金 ○○○○の人件費に消費税分が未計上だったため。

その他 ○○○の借料　経過月額（１ヶ月）を計上するところ前納額（６ヶ月分）を一括計上したため。

物品費 ○○○○装置の購入価格（消費税込）に消費税分を加算し計上したため。

別紙１－２

例６－１

別紙１－２

例６－２

大学用

一般用
中項目毎に記載

複数月あれば小計記載

①

②

③

④

⑤

⑥

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(ｅ)調書種別 検査年月日 計上期間

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

中間検査 Ｎ１年１１月１８日 Ｎ1年１０月３１日までの分 39,032,999

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分
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経費発生調書 （年度末中間検査）
件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

10.0% 10.0% ― ― ― ― ― ― ― 10.0%

35,000,000 19,500,000 0 8,400,000 11,200,000 0 11,200,000 0 0 19,600,000 ▲ 100,000 100,000 19,600,000 19,600,000

0

35,000,000 19,500,000 0 8,400,000 11,200,000 0 11,200,000 0 19,600,000

0

10,500,000 5,040,000 1,243,300 1,261,560 1,230,910 1,205,500 401,200 829,710 ▲ 14,810 4,926,460 113,540 ▲ 110,165 4,929,835 4,926,460

7,500,000 3,600,000 886,500 889,060 834,010 778,800 290,800 543,210 ▲ 14,810 3,373,560

3,000,000 1,440,000 356,800 372,500 396,900 426,700 110,400 286,500 1,552,900

26,110,000 14,240,000 1,460,000 4,950,000 6,263,560 2,185,335 3,940,000 2,323,560 ▲ 22,900 14,835,995 ▲ 595,995 10,165 14,250,165 14,250,165

8,000,000 3,940,000 960,000 1,100,000 1,459,560 642,135 225,000 1,234,560 ▲ 20,000 4,141,695

6,500,000 2,980,000 500,000 1,000,000 1,006,000 876,000 550,000 456,000 ▲ 2,900 3,379,100

10,500,000 6,780,000 0 2,500,000 3,550,000 555,000 3,150,000 400,000 6,605,000

1,110,000 540,000 0 350,000 248,000 112,200 15,000 233,000 710,200

71,610,000 38,780,000 2,703,300 14,611,560 18,694,470 3,390,835 15,541,200 3,153,270 ▲ 37,710 39,362,455 38,776,625

7,161,000 3,878,000 3,936,245 ▲ 58,245 3,878,000 3,877,662

78,771,000 42,658,000 43,298,700 ▲ 640,700 0 42,658,000 42,654,287

6,301,680 3,412,640 3,463,896 ▲ 51,256 (110,165) ←流用減額計 3,412,342

85,072,680 46,070,640 46,762,596 ▲ 691,956 (7,756,000) ←流用制限額 46,066,629

85,072,680 46,070,640 46,066,629

Ｎ２年　４月　５日 ▲ 4,011

①

②

③

④

⑤

⑥

Ｎ１年度 契約管理番号： □□□□□□□□－□

委託先名称： （株）○○○電機 ○○創造プログラム ＮＥＤＯ担当部： ○○○○技術開発部

再委託先等名称： （株）　○○研究所 ○○の基盤技術開発 委託期間： N1年 4月 1日～N3年 2月29日

※負担割合のある ○○技術の適用化研究 原契約日： N1年 4月15日

第２四半期 第３四半期

　　場合のみ記入 ○○の基礎研究 業務完了日： 　年　月　日

間接経費率

Ⅰ．機械装置等費

　１．土木・建築工事費

　２．機械装置等製作・購入費

　３．保守・改造修理費

Ⅱ．労務費

流用後の

合計額

(d)

(＝a'＋c)

支払対象額

(e)
(b)か(d)の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 実績 実績 10月実績 11,12月実績

第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度

発生額合計

(b)

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

流用する

増減の額

(c)

項　　目

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

第１四半期

　４．諸経費

小　計　Ａ（＝Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅳ．間接経費（＝Ａ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ａ＋Ⅳ）

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×８%)

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

　１．研究員費

　２．補助員費

Ⅲ．その他経費

　１．消耗品費

　２．旅費

　３．外注費

検査員

（自署欄）
NEDO検査員　○○○○　●●●●

中間検査 Ｎ１年１１月１８日 Ｎ１年１０月３１日までの分 39,032,999

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

【実績報告時記入欄】

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(ｅ)

総計D(NEDO負担額)におけるＮ１年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')

調書種別 検査年月日 計上期間

＊＊＊＊　○○○○
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

年度末中間検査 Ｎ２年　４月　５日 Ｎ２年　３月３１日までの分 46,066,629
（株）○○○電機

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分 ※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

例６－３ 別紙１－１

一般用

① ８ 68,670 64,680 ▲ 3,990

① ９ 55,590 52,360 ▲ 3,230

① １０ 91,080 83,490 ▲ 7,590

小計 　 　 ▲ 14,810

① １０ 20,000 0 ▲ 20,000

① １０ 39,150 36,250 ▲ 2,900

合計 　 　 ▲ 37,710

研究員費 ○○　○○の労務

研究員費

修正額内訳書 委託先または再委託先等名称： （株）○○○電機

直近
調書
№

修正対象項目 修正対象月 修正前の額 修正後の額 修正金額

○○　○○の労務

消耗品費 ○○薬品について

研究員費 ＊＊　＊＊の労務

旅費 １０／１０～１２

例６－１
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契約管理番号：

① ８ 68,670 64,680 ▲ 3,990

① ９ 55,590 52,360 ▲ 3,230

① １０ 91,080 83,490 ▲ 7,590

小計 　 　 ▲ 14,810

① １０ 20,000 0 ▲ 20,000

① １０ 39,150 36,250 ▲ 2,900

合計 　 　 ▲ 37,710

　

契約管理番号：

① ８ 405,000 375,000 ▲ 30,000

① ９ 476,280 514,382 38,102

① １０ 126,000 21,000 ▲ 105,000

合計 　 　 ▲ 96,898

研究員費 ○○　○○の労務費単価の適用違い。誤＠３２７０円→正＠３０８０円、２１時間分。

研究員費

修正額内訳書 委託先または再委託先等名称： （株）○○○電機 □□□□□□□□－□

直近

調書

№

修正対象項目 修正対象月 修正前の額 修正後の額 修正金額 修正理由

○○　○○の労務費単価の適用違い。誤＠３２７０円→正＠３０８０円、１７時間分。

消耗品費 ○○薬品について、委託外使用分を計上したため。

研究員費 ＊＊　＊＊の労務時間集計誤り。誤１８時間→正１６．５時間。＠５０６０円。

旅費 １０／１０～１２出張の旅費について、消費税分を割り戻さなかったため。

修正理由

修正額内訳書 委託先または再委託先等名称： 国立大学法人○○○大学 □□□□□□□□－□

直近

調書

№

修正対象項目 修正対象月 修正前の額 修正後の額 修正金額

人件費・謝金 ○○○○の人件費に消費税分が未計上だったため。

その他 ○○○の借料　経過月額（１ヶ月）を計上するところ前納額（６ヶ月分）を一括計上したため。

物品費 ○○○○装置の購入価格（消費税込）に消費税分を加算し計上したため。

別紙１－２

例６－１

別紙１－２

例６－２

大学用

一般用
中項目毎に記載

複数月あれば小計記載

①

②

③

④

⑤

⑥

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(ｅ)調書種別 検査年月日 計上期間

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

中間検査 Ｎ１年１１月１８日 Ｎ1年１０月３１日までの分 39,032,999

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

  



- 37 - 

経費発生調書 Ｎ２年度 （確定検査）
件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等項目：

10.0% 10.0% ― ― ― ― ― ― ― 10.0%

35,000,000 15,500,000 4,567,890 7,350,000 3,450,000 112,110 0 0 0 15,480,000 20,000 ▲ 20,000 15,480,000 15,480,000

0

15,500,000 4,567,890 7,350,000 3,450,000 112,110 15,480,000

0

10,500,000 5,460,000 1,340,510 1,243,510 1,335,400 1,108,800 0 0 0 5,028,220 431,780 ▲ 431,780 5,028,220 5,028,220

3,900,000 884,510 789,010 989,800 765,400 3,428,720

1,560,000 456,000 454,500 345,600 343,400 1,599,500

26,110,000 11,870,000 675,000 7,315,000 3,785,250 649,000 0 0 0 12,424,250 ▲ 554,250 451,780 12,321,780 12,321,780

4,060,000 315,000 2,940,000 456,000 150,000 3,861,000

3,520,000 150,000 1,500,000 987,650 123,000 2,760,650

3,720,000 0 2,625,000 1,575,000 126,000 4,326,000

570,000 210,000 250,000 766,600 250,000 1,476,600

71,610,000 32,830,000 6,583,400 15,908,510 8,570,650 1,869,910 0 0 0 32,932,470 32,830,000

7,161,000 3,283,000 3,293,247 ▲ 10,247 3,283,000 3,283,000

78,771,000 36,113,000 36,225,717 ▲ 112,717 0 36,113,000 36,113,000

6,301,680 2,889,040 2,898,057 ▲ 9,017 (451,780) ←流用減額計 2,889,040

85,072,680 39,002,040 39,123,774 ▲ 121,734 (6,566,000) ←流用制限額 39,002,040

85,072,680 39,002,040 39,002,040

Ｎ３年　３月　５日 0

①

②

③

④

⑤

⑥ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

委託先名称： （株）○○○電機 ○○創造プログラム ＮＥＤＯ担当部： ○○○○技術開発部

Ⅱ．労務費

N1年 4月15日

　　場合のみ記入 ○○の基礎研究 業務完了日： N3年 2月29日

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

流用する

増減の額

(c)

第２四半期 第３四半期

※負担割合のある

□□□□□□□□－□

再委託先等名称： ○○○○(株) ○○の基盤技術開発 委託期間： N1年 4月 1日～N3年 2月29日

契約管理番号：

○○技術の適用化研究 原契約日：

　３．保守・改造修理費

間接経費率

Ⅰ．機械装置等費

　１．土木・建築工事費

　２．機械装置等製作・購入費

項　　目

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

第１四半期
流用後の

合計額

(d)

(＝a'＋c)

支払対象額

(e)
(b)か(d)の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 実績 実績 ○月実績 ○月実績

第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度

発生額合計

(b)

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

　１．研究員費

　２．補助員費

Ⅲ．その他経費

　１．消耗品費

　２．旅費

　３．外注費

検査員

（自署欄）
NEDO検査員　○○○○　●●●●

年度末中間検査 Ｎ２年　４月　５日 Ｎ２年　３月３１日までの分 46,070,640

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

　４．諸経費

小　計　Ａ（＝Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅳ．間接経費（＝Ａ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ａ＋Ⅳ）

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×８%)

【実績報告時記入欄】

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(ｅ)

総計D(NEDO負担額)におけるＮ２年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')

調書種別 検査年月日 計上期間

中間検査 Ｎ２年１０月２５日 Ｎ２年　９月３０日までの分 26,720,389
（株）○○○○○

確定検査 Ｎ３年　３月　５日 Ｎ３年　２月２９日までの分 39,002,040

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分 ※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

＊＊＊＊　○○○○
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

確定検査時のみ記入

委託先自社分の場合

は、再委託先等名称

は記載不要

負担割合を分数で記入

委託先自社分の場合は、再委託先等項目は記載不要

「中間検査」・「年度末中間検査」・「確定検査」・「概算払」から選択

２年度目以降は、

中項目の金額は入力はしなくても可

支払対象額の総

計を記入

中間検査、年度末中間検査は計上する対象月

の末日を，確定検査時は対象日を記入

委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

再委託先検査の場合の記載

本調書は委託先にて写を保管

例８－１

別紙１－１

複数年度契約の２年目以降は、前年度まで

の各年度末中間検査の状況を記入

確定検査時のみ記入

一般用

Ｎ１年度（過年度分）、年度末中間検査時の検査員のサイ

ンのある経費発生調書の写しを準備

非課税団体等の場合は、「消費税及び地方消費税Ｃ」は「０」を入力

年度末中間・確定検査時及び概算払を選

択することにより金額が表示される
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経費発生調書【総括表】 Ｎ１年度 （年度末中間検査）　　　 Ｎ２年４月５日

検査員　

（自署欄）

ＮＥＤＯ担当部：

開発項目：

委託先等の種別 委託契約全体 委託先自社分 再委託先 再委託先 非課税団体分の 共同実施先

委託先等名称
（株）○○○

電機

（株）○○○

電機

国立大学法人

○○大学

米国州立

○○大学
消費税等 ○○○（株）

契約金額 95,312,680 85,072,680 5,000,000 3,000,000 240,000 2,000,000

　 うちＮＥＤＯ負担額 95,312,680 85,072,680 5,000,000 3,000,000 240,000 2,000,000 0 0 0 0

発生額 0 0 0 0 0 0

支払対象額 0 0 0 0 0 0

　 うちＮＥＤＯ負担額 0 0 0 0 0 0

支払対象額－限度額（NEDO負担額） 0 0 0 0 0 0

限度額 51,150,640 46,070,640 3,000,000 1,000,000 80,000 1,000,000

　 うちＮＥＤＯ負担額 51,150,640 46,070,640 3,000,000 1,000,000 80,000 1,000,000 0 0 0 0

発生額 51,948,006 46,766,606 3,000,000 980,000 78,400 1,123,000

支払対象額 51,129,040 46,070,640 3,000,000 980,000 78,400 1,000,000

　 うちＮＥＤＯ負担額 51,129,040 46,070,640 3,000,000 980,000 78,400 1,000,000 0 0 0 0

支払対象額－限度額（NEDO負担額） ▲ 21,600 0 0 ▲ 20,000 ▲ 1,600 0 0 0 0 0

発生額 51,948,006 46,766,606 3,000,000 980,000 78,400 1,123,000 0 0 0 0

支払対象額 51,129,040 46,070,640 3,000,000 980,000 78,400 1,000,000 0 0 0 0

　 うちＮＥＤＯ負担額 51,129,040 46,070,640 3,000,000 980,000 78,400 1,000,000 0 0 0 0

支払対象額－限度額（NEDO負担額） ▲ 21,600 0 0 ▲ 20,000 ▲ 1,600 0 0 0 0 0

昨年度末まで

の実績累計

年度

今年度実績

Ｎ１年度

今年度までの

実績累計

　　Ｎ１年度

ＮＥＤＯの

　負担割合：

※負担割合のある

　場合のみ記入

○○の基盤技術開発
　　　＊＊＊＊　　○○○○

○○技術の適用化研究

　ＮＥＤＯ検査員　○○○○　　●●●●　
契約管理番号： □□□□□□□□－□

○○○○技術開発部
　（株）○○○○○

○○創造プログラム ※代表委託者等

  が検査する

　場合、法人名

　も記入

再委託先等がある場合は、それぞれの経費発生調書を添付

Ｎ１年度 年度末中間検査時経費発生調書の【契約金額(a)】を

記入

負担割合を分数で記入

「年度末中間検査」・「確定検査」から選択

委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

Ｎ１年度 年度末中間検査時経費発生調書の【Ｎ１年度限度額

(a')】の総計Dを記入

Ｎ１年度 年度末中間検査時経費発生調書の【Ｎ１年度発生額

合計(b)】の総計Dを記入

Ｎ1年度 確定検査時経費発生調書の【支払対象額(e)】の総計

Dを記入

今年度までの実績累計が表示される

例７

別紙１－３

昨年度までの実績累計額を記入

契約初年度は、（昨年度までの実績がないので）「０」を記入

注：大学用の場合、「総計Ｄ」は「合計」に

大学用・国立研究開発法人用の場合、英字「ｅ」は「ｃ」

に読み替えます

共通
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経費発生調書 Ｎ２年度 （確定検査）
件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等項目：

10.0% 10.0% ― ― ― ― ― ― ― 10.0%

35,000,000 15,500,000 4,567,890 7,350,000 3,450,000 112,110 0 0 0 15,480,000 20,000 ▲ 20,000 15,480,000 15,480,000

0

15,500,000 4,567,890 7,350,000 3,450,000 112,110 15,480,000

0

10,500,000 5,460,000 1,340,510 1,243,510 1,335,400 1,108,800 0 0 0 5,028,220 431,780 ▲ 431,780 5,028,220 5,028,220

3,900,000 884,510 789,010 989,800 765,400 3,428,720

1,560,000 456,000 454,500 345,600 343,400 1,599,500

26,110,000 11,870,000 675,000 7,315,000 3,785,250 649,000 0 0 0 12,424,250 ▲ 554,250 451,780 12,321,780 12,321,780

4,060,000 315,000 2,940,000 456,000 150,000 3,861,000

3,520,000 150,000 1,500,000 987,650 123,000 2,760,650

3,720,000 0 2,625,000 1,575,000 126,000 4,326,000

570,000 210,000 250,000 766,600 250,000 1,476,600

71,610,000 32,830,000 6,583,400 15,908,510 8,570,650 1,869,910 0 0 0 32,932,470 32,830,000

7,161,000 3,283,000 3,293,247 ▲ 10,247 3,283,000 3,283,000

78,771,000 36,113,000 36,225,717 ▲ 112,717 0 36,113,000 36,113,000

6,301,680 2,889,040 2,898,057 ▲ 9,017 (451,780) ←流用減額計 2,889,040

85,072,680 39,002,040 39,123,774 ▲ 121,734 (6,566,000) ←流用制限額 39,002,040

85,072,680 39,002,040 39,002,040

Ｎ３年　３月　５日 0

①

②

③

④

⑤

⑥ 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

委託先名称： （株）○○○電機 ○○創造プログラム ＮＥＤＯ担当部： ○○○○技術開発部

Ⅱ．労務費

N1年 4月15日

　　場合のみ記入 ○○の基礎研究 業務完了日： N3年 2月29日

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

流用する

増減の額

(c)

第２四半期 第３四半期

※負担割合のある

□□□□□□□□－□

再委託先等名称： ○○○○(株) ○○の基盤技術開発 委託期間： N1年 4月 1日～N3年 2月29日

契約管理番号：

○○技術の適用化研究 原契約日：

　３．保守・改造修理費

間接経費率

Ⅰ．機械装置等費

　１．土木・建築工事費

　２．機械装置等製作・購入費

項　　目

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

第１四半期
流用後の

合計額

(d)

(＝a'＋c)

支払対象額

(e)
(b)か(d)の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

実績 実績 実績 実績 ○月実績 ○月実績

第４四半期 期中検査時に使用
修正累計額

当年度

発生額合計

(b)

総　計　Ｄ（＝Ｂ＋Ｃ）

　１．研究員費

　２．補助員費

Ⅲ．その他経費

　１．消耗品費

　２．旅費

　３．外注費

検査員

（自署欄）
NEDO検査員　○○○○　●●●●

年度末中間検査 Ｎ２年　４月　５日 Ｎ２年　３月３１日までの分 46,070,640

総計Ｄの内、ＮＥＤＯ負担額

　４．諸経費

小　計　Ａ（＝Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅳ．間接経費（＝Ａ×比率）

合　計　Ｂ（＝Ａ＋Ⅳ）

消費税及び地方消費税Ｃ(=Ｂ×８%)

【実績報告時記入欄】

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(ｅ)

総計D(NEDO負担額)におけるＮ２年度

支払対象額と限度額との差額(e－a')

調書種別 検査年月日 計上期間

中間検査 Ｎ２年１０月２５日 Ｎ２年　９月３０日までの分 26,720,389
（株）○○○○○

確定検査 Ｎ３年　３月　５日 Ｎ３年　２月２９日までの分 39,002,040

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分 ※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

＊＊＊＊　○○○○
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

確定検査時のみ記入

委託先自社分の場合

は、再委託先等名称

は記載不要

負担割合を分数で記入

委託先自社分の場合は、再委託先等項目は記載不要

「中間検査」・「年度末中間検査」・「確定検査」・「概算払」から選択

２年度目以降は、

中項目の金額は入力はしなくても可

支払対象額の総

計を記入

中間検査、年度末中間検査は計上する対象月

の末日を，確定検査時は対象日を記入

委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

再委託先検査の場合の記載

本調書は委託先にて写を保管

例８－１

別紙１－１

複数年度契約の２年目以降は、前年度まで

の各年度末中間検査の状況を記入

確定検査時のみ記入

一般用

Ｎ１年度（過年度分）、年度末中間検査時の検査員のサイ

ンのある経費発生調書の写しを準備

非課税団体等の場合は、「消費税及び地方消費税Ｃ」は「０」を入力

年度末中間・確定検査時及び概算払を選

択することにより金額が表示される
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経費発生調書【総括表】 Ｎ１年度 （年度末中間検査）　　　 Ｎ２年４月５日

検査員　

（自署欄）

ＮＥＤＯ担当部：

開発項目：

委託先等の種別 委託契約全体 委託先自社分 再委託先 再委託先 非課税団体分の 共同実施先

委託先等名称
（株）○○○

電機

（株）○○○

電機

国立大学法人

○○大学

米国州立

○○大学
消費税等 ○○○（株）

契約金額 95,312,680 85,072,680 5,000,000 3,000,000 240,000 2,000,000

　 うちＮＥＤＯ負担額 95,312,680 85,072,680 5,000,000 3,000,000 240,000 2,000,000 0 0 0 0

発生額 0 0 0 0 0 0

支払対象額 0 0 0 0 0 0

　 うちＮＥＤＯ負担額 0 0 0 0 0 0

支払対象額－限度額（NEDO負担額） 0 0 0 0 0 0

限度額 51,150,640 46,070,640 3,000,000 1,000,000 80,000 1,000,000

　 うちＮＥＤＯ負担額 51,150,640 46,070,640 3,000,000 1,000,000 80,000 1,000,000 0 0 0 0

発生額 51,948,006 46,766,606 3,000,000 980,000 78,400 1,123,000

支払対象額 51,129,040 46,070,640 3,000,000 980,000 78,400 1,000,000

　 うちＮＥＤＯ負担額 51,129,040 46,070,640 3,000,000 980,000 78,400 1,000,000 0 0 0 0

支払対象額－限度額（NEDO負担額） ▲ 21,600 0 0 ▲ 20,000 ▲ 1,600 0 0 0 0 0

発生額 51,948,006 46,766,606 3,000,000 980,000 78,400 1,123,000 0 0 0 0

支払対象額 51,129,040 46,070,640 3,000,000 980,000 78,400 1,000,000 0 0 0 0

　 うちＮＥＤＯ負担額 51,129,040 46,070,640 3,000,000 980,000 78,400 1,000,000 0 0 0 0

支払対象額－限度額（NEDO負担額） ▲ 21,600 0 0 ▲ 20,000 ▲ 1,600 0 0 0 0 0

昨年度末まで

の実績累計

年度

今年度実績

Ｎ１年度

今年度までの

実績累計

　　Ｎ１年度

ＮＥＤＯの

　負担割合：

※負担割合のある

　場合のみ記入

○○の基盤技術開発
　　　＊＊＊＊　　○○○○

○○技術の適用化研究

　ＮＥＤＯ検査員　○○○○　　●●●●　
契約管理番号： □□□□□□□□－□

○○○○技術開発部
　（株）○○○○○

○○創造プログラム ※代表委託者等

  が検査する

　場合、法人名

　も記入

再委託先等がある場合は、それぞれの経費発生調書を添付

Ｎ１年度 年度末中間検査時経費発生調書の【契約金額(a)】を

記入

負担割合を分数で記入

「年度末中間検査」・「確定検査」から選択

委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

Ｎ１年度 年度末中間検査時経費発生調書の【Ｎ１年度限度額

(a')】の総計Dを記入

Ｎ１年度 年度末中間検査時経費発生調書の【Ｎ１年度発生額

合計(b)】の総計Dを記入

Ｎ1年度 確定検査時経費発生調書の【支払対象額(e)】の総計

Dを記入

今年度までの実績累計が表示される

例７

別紙１－３

昨年度までの実績累計額を記入

契約初年度は、（昨年度までの実績がないので）「０」を記入

注：大学用の場合、「総計Ｄ」は「合計」に

大学用・国立研究開発法人用の場合、英字「ｅ」は「ｃ」

に読み替えます

共通
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経費発生調書【総括表】 Ｎ２年度　　（確定検査）　　 Ｎ３年３月５日

検査員　

（自署欄）

ＮＥＤＯ担当部：

件名：

委託先等の種別 委託契約全体 委託先自社分 再委託先 再委託先 非課税団体分の 共同実施先

委託先等名称
（株）○○○

電機

（株）○○○

電機

国立大学法人

○○大学

米国州立

○○大学
消費税等 ○○○（株）

契約金額 95,312,680 85,072,680 5,000,000 3,000,000 240,000 2,000,000

　 うちＮＥＤＯ負担額 95,312,680 85,072,680 5,000,000 3,000,000 240,000 2,000,000 0 0 0 0

発生額 51,948,006 46,766,606 3,000,000 980,000 78,400 1,123,000

支払対象額 51,129,040 46,070,640 3,000,000 980,000 78,400 1,000,000

　 うちＮＥＤＯ負担額 51,129,040 46,070,640 3,000,000 980,000 78,400 1,000,000

支払対象額－限度額（NEDO負担額） ▲ 21,600 0 0 ▲ 20,000 ▲ 1,600 0

限度額 44,162,040 39,002,040 2,000,000 2,000,000 160,000 1,000,000

　 うちＮＥＤＯ負担額 44,162,040 39,002,040 2,000,000 2,000,000 160,000 1,000,000 0 0 0 0

発生額 44,505,774 39,123,774 2,000,000 2,000,000 160,000 1,222,000

支払対象額 44,162,040 39,002,040 2,000,000 2,000,000 160,000 1,000,000

　 うちＮＥＤＯ負担額 44,162,040 39,002,040 2,000,000 2,000,000 160,000 1,000,000 0 0 0 0

支払対象額－限度額（NEDO負担額） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

発生額 96,453,780 85,890,380 5,000,000 2,980,000 238,400 2,345,000 0 0 0 0

支払対象額 95,291,080 85,072,680 5,000,000 2,980,000 238,400 2,000,000 0 0 0 0

　 うちＮＥＤＯ負担額 95,291,080 85,072,680 5,000,000 2,980,000 238,400 2,000,000 0 0 0 0

支払対象額－限度額（NEDO負担額） ▲ 21,600 0 0 ▲ 20,000 ▲ 1,600 0 0 0 0 0

※負担割合のある

　場合のみ記入

○○の基盤技術開発
　　　＊＊＊＊　　○○○○

○○技術の適用化研究

　ＮＥＤＯ検査員　○○○○　　●●●●　
契約管理番号： □□□□□□□□－□

○○○○技術開発部
　（株）○○○○○

○○創造プログラム ※代表委託者等

  が検査する

　場合、法人名

　も記入

昨年度末まで

の実績累計

Ｎ１年度

今年度実績

Ｎ２年度

今年度までの

実績累計

Ｎ１年度

　　～Ｎ２年度

ＮＥＤＯの

　負担割合：

再委託先等がある場合は、それぞれの経費発生調書を添付

Ｎ２年度 確定検査時経費発生調書の【契約金額(a)】を記入

負担割合を分数で記入

「年度末中間検査」・「確定検査」から選択
委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

Ｎ１年度 年度末中間検査時総括表の【今年度までの実績累計】

を記入 （「支払対象額－限度額（NEDO負担額）」は、現契約を

反映して修正）

Ｎ２年度 確定検査時経費発生調書の【Ｎ２年度限度額(a')】の総計

Dを記入

Ｎ２年度 確定検査時経費発生調書の【Ｎ２年度発生額合計(b)】の

総計Dを記入

Ｎ２年度 確定検査時経費発生調書の【支払対象額(e)】の総計Dを

記入

今年度までの実績累計が表示される

例９

別紙１－３

Ｎ１年度（過年度分）の年度末中間検査時の検査員のサインのあ

る経費発生調書及び総括表の写しを準備

共通

注：大学用の場合、「総計Ｄ」は「合計」に

大学用・国立研究開発法人用の場合、英字「ｅ」は「ｃ」

に読み替えます
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経費発生調書　 （確定検査） □□□□□□□□－□

件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

15.0% 15.0% ― ― ― ― ― ― ― 15.0%

37,710,000 17,810,000 2,479,980 9,599,648 3,642,810 2,157,610 0 0 0 17,880,048 ▲ 70,048 17,810,000

9,900,000 556,622 7,350,000 1,555,610 456,780 9,919,012

5,200,000 1,237,760 1,237,760 1,367,540 1,098,760 4,941,820

710,000 234,320 123,000 234,560 100,800 692,680

2,000,000 451,278 888,888 485,100 501,270 2,326,536

5,656,000 2,671,000 2,682,007 ▲ 11,007 2,671,000

43,366,000 20,481,000 20,562,055 ▲ 81,055 20,481,000

43,366,000 20,481,000 20,481,000

0

①

②

③

④

⑤

⑥

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分 ※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

＊＊＊＊　○○○○
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

【実績報告時記入欄】

国立大学法人　○○大学
確定検査 Ｎ３年　３月　５日 Ｎ３年２月２９日までの分 20,481,000

中間検査 Ｎ２年１０月２５日 Ｎ２年９月３０日までの分 13,891,572

総計D(NEDO負担額)におけるＮ２年度

支払対象額と限度額との差額(ｃ－a')

調書種別 検査年月日 計上期間 検査員

（自署欄）

　３．旅費

Ⅱ．間接経費（＝Ⅰ×比率）

合　計　（＝Ⅰ＋Ⅱ）

合計の内、ＮＥＤＯ負担額

　４．その他

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(c)

Ｎ３年３月５日

NEDO検査員　○○○○　●●●●
年度末中間検査 Ｎ２年　４月　７日 Ｎ２年３月３１日までの分 22,885,000

Ⅰ．直接経費

　１．物品費

　２．人件費・謝金

期中検査時に使用

○月実績

第４四半期

実績 実績 実績 実績

当年度

発生額合計

(b)

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

支払対象額

(c)
(b)か(a')の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

項　　目

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

修正累計額
第１四半期 第２四半期 第３四半期

○月実績

間接経費率

※負担割合のある ○○技術の適用化研究 原契約日： N1年 4月15日

　　場合のみ記入 ○○の基礎研究 業務完了日： N3年 2月29日

○○○○技術開発部

再委託先等名称： 学校法人　○○大学 ○○の基盤技術開発 委託期間： N1年 4月 1日～N3年 2月29日

Ｎ２年度 契約管理番号：

委託先名称： 国立大学法人　○○大学 ○○創造プログラム ＮＥＤＯ担当部：

確定検査時のみ記入委託先自社分の場合は、再委託先等項目は記載不要

「中間検査」・「年度末中間検査」・「確定検査」・

「概算払」から選択

負担割合を分数で記入

委託先自社分の場合は、再委

託先等名称は記載不要

前回検査で、四半期の途中月までの検査を受検した

場合、それ以降の残りの月の経費を右欄に記入し、

合計を当該四半期実績欄へ転記

例８－２

別紙１－１－１

委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

再委託先検査の場合の記載

本調書は委託先にて写を保管
大学用

Ｎ１年度（過年度分）、年度末中間検査時の検査員のサインのあ

る経費発生調書の写しを準備

複数年度契約の２年目以降は、前年度まで

の各年度末中間検査の状況を記入

中間検査、年度末中間検査は計上する対象月の

末日、確定検査時は対象日を記入
支払対象額の合計

を記入

年度末中間・確定検査時及び概算払を選

択することにより金額が表示される

２年度目以降は、

中項目の金額は入力はしなくても可
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経費発生調書【総括表】 Ｎ２年度　　（確定検査）　　 Ｎ３年３月５日

検査員　

（自署欄）

ＮＥＤＯ担当部：

件名：

委託先等の種別 委託契約全体 委託先自社分 再委託先 再委託先 非課税団体分の 共同実施先

委託先等名称
（株）○○○

電機

（株）○○○

電機

国立大学法人

○○大学

米国州立

○○大学
消費税等 ○○○（株）

契約金額 95,312,680 85,072,680 5,000,000 3,000,000 240,000 2,000,000

　 うちＮＥＤＯ負担額 95,312,680 85,072,680 5,000,000 3,000,000 240,000 2,000,000 0 0 0 0

発生額 51,948,006 46,766,606 3,000,000 980,000 78,400 1,123,000

支払対象額 51,129,040 46,070,640 3,000,000 980,000 78,400 1,000,000

　 うちＮＥＤＯ負担額 51,129,040 46,070,640 3,000,000 980,000 78,400 1,000,000

支払対象額－限度額（NEDO負担額） ▲ 21,600 0 0 ▲ 20,000 ▲ 1,600 0

限度額 44,162,040 39,002,040 2,000,000 2,000,000 160,000 1,000,000

　 うちＮＥＤＯ負担額 44,162,040 39,002,040 2,000,000 2,000,000 160,000 1,000,000 0 0 0 0

発生額 44,505,774 39,123,774 2,000,000 2,000,000 160,000 1,222,000

支払対象額 44,162,040 39,002,040 2,000,000 2,000,000 160,000 1,000,000

　 うちＮＥＤＯ負担額 44,162,040 39,002,040 2,000,000 2,000,000 160,000 1,000,000 0 0 0 0

支払対象額－限度額（NEDO負担額） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

発生額 96,453,780 85,890,380 5,000,000 2,980,000 238,400 2,345,000 0 0 0 0

支払対象額 95,291,080 85,072,680 5,000,000 2,980,000 238,400 2,000,000 0 0 0 0

　 うちＮＥＤＯ負担額 95,291,080 85,072,680 5,000,000 2,980,000 238,400 2,000,000 0 0 0 0

支払対象額－限度額（NEDO負担額） ▲ 21,600 0 0 ▲ 20,000 ▲ 1,600 0 0 0 0 0

※負担割合のある

　場合のみ記入

○○の基盤技術開発
　　　＊＊＊＊　　○○○○

○○技術の適用化研究

　ＮＥＤＯ検査員　○○○○　　●●●●　
契約管理番号： □□□□□□□□－□

○○○○技術開発部
　（株）○○○○○

○○創造プログラム ※代表委託者等

  が検査する

　場合、法人名

　も記入

昨年度末まで

の実績累計

Ｎ１年度

今年度実績

Ｎ２年度

今年度までの

実績累計

Ｎ１年度

　　～Ｎ２年度

ＮＥＤＯの

　負担割合：

再委託先等がある場合は、それぞれの経費発生調書を添付

Ｎ２年度 確定検査時経費発生調書の【契約金額(a)】を記入

負担割合を分数で記入

「年度末中間検査」・「確定検査」から選択
委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

Ｎ１年度 年度末中間検査時総括表の【今年度までの実績累計】

を記入 （「支払対象額－限度額（NEDO負担額）」は、現契約を

反映して修正）

Ｎ２年度 確定検査時経費発生調書の【Ｎ２年度限度額(a')】の総計

Dを記入

Ｎ２年度 確定検査時経費発生調書の【Ｎ２年度発生額合計(b)】の

総計Dを記入

Ｎ２年度 確定検査時経費発生調書の【支払対象額(e)】の総計Dを

記入

今年度までの実績累計が表示される

例９

別紙１－３

Ｎ１年度（過年度分）の年度末中間検査時の検査員のサインのあ

る経費発生調書及び総括表の写しを準備

共通

注：大学用の場合、「総計Ｄ」は「合計」に

大学用・国立研究開発法人用の場合、英字「ｅ」は「ｃ」

に読み替えます
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経費発生調書　 （確定検査） □□□□□□□□－□

件　　名：

　　　ＮＥＤＯの

負担割合： 再委託等件名：

15.0% 15.0% ― ― ― ― ― ― ― 15.0%

37,710,000 17,810,000 2,479,980 9,599,648 3,642,810 2,157,610 0 0 0 17,880,048 ▲ 70,048 17,810,000

9,900,000 556,622 7,350,000 1,555,610 456,780 9,919,012

5,200,000 1,237,760 1,237,760 1,367,540 1,098,760 4,941,820

710,000 234,320 123,000 234,560 100,800 692,680

2,000,000 451,278 888,888 485,100 501,270 2,326,536

5,656,000 2,671,000 2,682,007 ▲ 11,007 2,671,000

43,366,000 20,481,000 20,562,055 ▲ 81,055 20,481,000

43,366,000 20,481,000 20,481,000

0

①

②

③

④

⑤

⑥

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分 ※代表委託者等が

　検査する場合、

　法人名も記入

＊＊＊＊　○○○○
　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日までの分

【実績報告時記入欄】

国立大学法人　○○大学
確定検査 Ｎ３年　３月　５日 Ｎ３年２月２９日までの分 20,481,000

中間検査 Ｎ２年１０月２５日 Ｎ２年９月３０日までの分 13,891,572

総計D(NEDO負担額)におけるＮ２年度

支払対象額と限度額との差額(ｃ－a')

調書種別 検査年月日 計上期間 検査員

（自署欄）

　３．旅費

Ⅱ．間接経費（＝Ⅰ×比率）

合　計　（＝Ⅰ＋Ⅱ）

合計の内、ＮＥＤＯ負担額

　４．その他

調書

№

【中間検査・確定検査の実施状況】 支払対象額

(検査実施分)

(c)

Ｎ３年３月５日

NEDO検査員　○○○○　●●●●
年度末中間検査 Ｎ２年　４月　７日 Ｎ２年３月３１日までの分 22,885,000

Ⅰ．直接経費

　１．物品費

　２．人件費・謝金

期中検査時に使用

○月実績

第４四半期

実績 実績 実績 実績

当年度

発生額合計

(b)

当年度

限度額と

発生額合計の

差額

(a'－b)

支払対象額

(c)
(b)か(a')の低い額

（間接経費は

　小計×比率）

項　　目

契約金額

(a)

当年度

限度額

(a')

修正累計額
第１四半期 第２四半期 第３四半期

○月実績

間接経費率

※負担割合のある ○○技術の適用化研究 原契約日： N1年 4月15日

　　場合のみ記入 ○○の基礎研究 業務完了日： N3年 2月29日

○○○○技術開発部

再委託先等名称： 学校法人　○○大学 ○○の基盤技術開発 委託期間： N1年 4月 1日～N3年 2月29日

Ｎ２年度 契約管理番号：

委託先名称： 国立大学法人　○○大学 ○○創造プログラム ＮＥＤＯ担当部：

確定検査時のみ記入委託先自社分の場合は、再委託先等項目は記載不要

「中間検査」・「年度末中間検査」・「確定検査」・

「概算払」から選択

負担割合を分数で記入

委託先自社分の場合は、再委

託先等名称は記載不要

前回検査で、四半期の途中月までの検査を受検した

場合、それ以降の残りの月の経費を右欄に記入し、

合計を当該四半期実績欄へ転記

例８－２

別紙１－１－１

委託先検査の場合

２名以上で検査し、直筆サイン

再委託先検査の場合の記載

本調書は委託先にて写を保管
大学用

Ｎ１年度（過年度分）、年度末中間検査時の検査員のサインのあ

る経費発生調書の写しを準備

複数年度契約の２年目以降は、前年度まで

の各年度末中間検査の状況を記入

中間検査、年度末中間検査は計上する対象月の

末日、確定検査時は対象日を記入
支払対象額の合計

を記入

年度末中間・確定検査時及び概算払を選

択することにより金額が表示される

２年度目以降は、

中項目の金額は入力はしなくても可
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